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原子炉施設保安規定の変更に関する事前連絡について 

 

拝啓 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。平素は，弊社事業につきまして格

別のご理解とご協力を賜り，厚く御礼申し上げます。 

 さて，題記につきまして，下記のとおり安全協定第１０条第１項第１号の規定に基づ

く事前連絡を致します。 

敬 具 

 

 

記 

 

１．変更の概要 

 

（１）組織変更に伴う変更 

（２）原子力発電安全委員会委員の一部追加 

 

 

２．施行期日 

 

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第95回定時株主総会開催日より施

行する。ただし，施行後の廃止措置室長，廃止措置課長および安全技術課長に係る事項

は2019年７月１日より施行する。 

 

 

 

以 上 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伊方発電所原子炉施設保安規定の変更前・後の比較表  

参考資料 



 

 

 

 

変更前 変更後 備考 

 

（品質保証計画） 

第３条 第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画

を定める。 

 

 

【品質保証計画】 

 

  

（中略） 

 

（品質保証計画） 

第３条 第２条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計画

を定める。 

 

 

【品質保証計画】 

 

  

（中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

本頁変更なし 
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変更前 変更後 備考 

   

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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力
部
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築
部

長

設
計

管
理

内
規

発
電

所
長

３
条
の

要
求

事
項

３
条

4
.
2
.
1

の
分

類

社
内

規
定

－
－

一
次
文
書

(
３
条
以
外
の
関
連
条

文
)

制
定
者

二
次
文
書

(
３
条
以

外
の
関
連
条
文
)

制
定

者

5
.
6

マ
ネ

ジ
メ
ン
ト
レ
ビ
ュ
ー

ｄ
）

品
質
保
証
規
程
(
2
の
2
,
2
の
3
)

社
長

品
質
保
証
基
準
(
2
の
2
,
2
の
3
)

原
子
力
本
部
長

品
質
保
証
規
程
(
2
の
2
,
2
の
3
)

社
長

内
部
品
質
監
査
要
領

考
査
室
原
子
力
監
査

担
当
部
長

6
.
1

資
源

の
提
供

ｄ
）

品
質
保
証
規
程

社
長

－
－

6
.
2

人
的

資
源

ｄ
）

品
質
保
証
規
程
 
(
4
,
5
)

社
長

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

 
(
4
,
5
,
8
,
8
の
2
,
9
,
9
の

2
)

原
子
炉
施
設
の
定
期
的
な
評
価
お

よ
び
高
経
年
化
対
策
検
討
要
領
 
(
1
1
9
の
3
)

原
子
力
部
長

高
経
年
化
対
策
検
討
標
準
 
(
1
1
9
の

3
)

原
子
力
部
長

新
知
見
情
報
等
の
収
集
及
び
分
析

・
評
価
標
準
 
(
1
7
の
2
の
2
,
1
7
の

3
)

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

保
修
訓
練
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所

長

運
転
訓
練
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所

長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発

電
所
)

土
木
建
築
部
長

教
育
訓
練
内
規
 
(
1
3
0
,
1
3
1
)

発
電
所
長

品
質
保
証
規
程
 
(
4
,
5
)

社
長

内
部
品
質
監
査
要
領

考
査
室
原
子
力
監
査

担
当
部
長

6
.
3

原
子

炉
施
設
お
よ
び
イ
ン
フ
ラ

ｄ
）

品
質
保
証
規
程
(
2
の
2
,
2
の
3
)

社
長

ス
ト

ラ
ク
チ
ャ
ー

品
質
保
証
基
準
 

原
子
力
本
部
長

運
転
総
括
内
規

発
電
所
長

6
.
4

作
業

環
境

ｄ
）

(
2
の
2
,
2
の
3
,
1
1
9
,
1
3
3
)

(
1
2
～
1
7
の
8
,
1
8
の
2
～
9
2
,
9
6
,
9
9
～
1
0
1
,
1
2
2
,
1
2
5
,
1
2
8
,
1
3
0
～
1
3
3
)

7
.
1

業
務

の
計
画

ｄ
）

燃
料
管
理
内
規
 
(
3
3
,
4
0
,
6
9
,
7
1
,
7
2
の
2
,
7
2
の
3
,
7
4
,
7
7
,
7
9
～
8
4
,
9
3
～
9
8
)
 

発
電
所
長

7
.
2

業
務

ま
た
は
原
子
炉
施
設
に
対
す

ｄ
）

炉
心
管
理
内
規
 
(
1
9
～
2
6
,
2
8
～
3
4
,
4
9
)

発
電
所
長

る
要

求
事
項
に
関
す
る
プ
ロ
セ
ス

放
射
線
管
理
総
括
内
規

発
電
所
長

7
.
5

業
務

の
実
施

ｄ
）

 
(
1
3
,
1
6
,
1
7
,
1
7
の
2
の
2
,
1
7
の

3
,
1
7
の
7
,
8
4
,
9
9
～
1
0
2
,
1
0
4
～

1
1
7
,
1
1
9
)

7
.
6

監
視

機
器
お
よ
び
測
定
機
器

ｄ
）

保
守
内
規
 
(
1
3
,
1
6
,
2
2
,
2
4
,
3
3
,
3
5
,
4
3
～
4
8
,
5
1
,
5
5
,
5
6
,
5
8
,
6
0
～

6
3
,
6
9
,

発
電
所
長

の
管

理
 
　
　
　
　

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
7
0
,
7
5
,
8
4
,
1
1
9
)

8
.
2
.
3

プ
ロ

セ
ス
の
監
視
お
よ
び

ｄ
）

工
事
管
理
内
規
 
(
1
1
9
)

発
電
所
長

測
定

化
学
管
理
総
括
内
規
 
(
1
8
,
4
7
)

発
電
所
長

防
災
計
画
(
原
子
力
災
害
編
)
 
(
1
2
0
～
1
2
9
,
1
3
3
)

発
電
所
長

火
災
防
護
計
画
 
(
1
7
,
1
7
の
7
)

発
電
所
長

緊
急
時
対
応
内
規
 
(
1
7
の
4
～
1
7
の

6
,
1
7
の
8
)

発
電
所
長

自
然
災
害
対
応
内
規
 
(
1
7
の
2
の
2
,
1
7
の
3
,
1
7
の
7
)

発
電
所
長

溢
水
対
応
内
規
 
(
1
7
の
2
)

発
電
所
長

7
.
3

設
計

・
開
発

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発

電
所
)

土
木
建
築
部
長

設
計
管
理
内
規

発
電
所
長

３
条
の
要
求
事
項

３
条

4
.
2
.
1

の
分
類

社
内
規
定

－
－

3



 

 

 

 

 

変更前 変更後 備考 

   

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 

 

 

 

 

表
１
つ
づ
き

 

表
１
つ
づ
き

 

一
次

文
書

(
３

条
以

外
の

関
連

条
文

)
制

定
者

二
次

文
書

(
３

条
以

外
の

関
連
条

文
)

制
定

者

7
.
4

調
達

ｄ
）

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

原
子

力
部

長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

調
達

管
理

内
規

発
電

所
長

8
.
1

一
般

ｄ
）

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

8
.
2
.
1

原
子

力
安

全
の

達
成

ｄ
）

8
.
4

デ
ー

タ
の

分
析

ｄ
）

8
.
5
.
1

継
続

的
改

善
ｄ

）

8
.
2
.
2

内
部

監
査

ｃ
）

品
質

保
証

規
程

社
長

内
部

品
質

監
査

要
領

考
査

室
原

子
力

監
査
担

当
部

長

8
.
2
.
3

プ
ロ

セ
ス

の
監

視
お

よ
び

ｄ
）

品
質

保
証

基
準

(
1
1
9
の

3
)

原
子

力
本

部
長

原
子

炉
施

設
の

定
期
的

な
評

価
お

よ
び

高
経

年
化

対
策

検
討

要
領
 
(
1
1
9
の

3
)

原
子

力
部

長

測
定

高
経

年
化

対
策

検
討
標

準
 
(
1
1
9
の

3
)

原
子

力
部

長

新
知

見
情

報
等

の
収
集

及
び

分
析

・
評

価
標

準
 
(
1
7
の

2
の

2
,
1
7
の

3
)

原
子

力
部

長

8
.
2
.
4

検
査

お
よ

び
試

験
ｄ

）
品

質
保

証
基

準
原

子
力

本
部

長
検

査
お

よ
び

試
験

管
理

内
規

（
1
1
9
の

2
)

発
電

所
長

8
.
3

不
適

合
管

理
ｃ

）
品

質
保

証
基

準
 
(
1
3
3
)

原
子

力
本

部
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

原
子

力
部

長

異
常

時
措

置
連

絡
要
領

 
(
1
3
3
)

原
子

力
部

長

非
常

事
態

対
策

要
領
 
(
1
3
3
)

原
子

力
部

長

不
適

合
管

理
内

規
原

子
力

保
安

研
修

所
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

不
適

合
管

理
内

規
発

電
所

長

8
.
5
.
2

是
正

処
置

ｃ
）

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

原
子

力
部

長

不
適

合
管

理
内

規
原

子
力

保
安

研
修

所
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

不
適

合
管

理
内

規
発

電
所

長

8
.
5
.
3

予
防

処
置

ｃ
）

品
質

保
証

基
準

原
子

力
本

部
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

原
子

力
部

長

不
適

合
管

理
内

規
原

子
力

保
安

研
修

所
長

設
計

／
調

達
管

理
標
準

(
原

子
力

発
電

所
)

土
木

建
築

部
長

予
防

処
置

管
理

内
規

発
電

所
長

３
条

の
要

求
事
項

３
条

4
.
2
.
1

の
分

類

社
内

規
定

－
－

一
次
文
書

(
３
条
以
外
の
関
連
条
文
)

制
定
者

二
次
文
書

(
３
条
以
外
の
関
連
条
文
)

制
定
者

7
.
4

調
達

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

調
達
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
1

一
般

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

8
.
2
.
1

原
子
力
安
全
の
達
成

ｄ
）

8
.
4

デ
ー
タ
の
分
析

ｄ
）

8
.
5
.
1

継
続
的
改
善

ｄ
）

8
.
2
.
2

内
部
監
査

ｃ
）

品
質
保
証
規
程

社
長

内
部
品
質
監
査
要
領

考
査
室
原
子
力
監
査
担
当
部
長

8
.
2
.
3

プ
ロ
セ
ス
の
監
視
お
よ
び

ｄ
）

品
質
保
証
基
準
(
1
1
9
の
3
)

原
子
力
本
部
長

原
子
炉
施
設
の
定
期
的
な
評
価
お
よ
び
高
経
年
化
対
策
検
討
要
領
 
(
1
1
9
の
3
)

原
子
力
部
長

測
定

高
経
年
化
対
策
検
討
標
準
 
(
1
1
9
の
3
)

原
子
力
部
長

新
知
見
情
報
等
の
収
集
及
び
分
析
・
評
価
標
準
 
(
1
7
の
2
の
2
,
1
7
の
3
)

原
子
力
部
長

8
.
2
.
4

検
査
お
よ
び
試
験

ｄ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

検
査
お
よ
び
試
験
管
理
内
規
（
1
1
9
の
2
)

発
電
所
長

8
.
3

不
適
合
管
理

ｃ
）

品
質
保
証
基
準
 
(
1
3
3
)

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

異
常
時
措
置
連
絡
要
領
 
(
1
3
3
)

原
子
力
部
長

非
常
事
態
対
策
要
領
 
(
1
3
3
)

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
5
.
2

是
正
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

不
適
合
管
理
内
規

発
電
所
長

8
.
5
.
3

予
防
処
置

ｃ
）

品
質
保
証
基
準

原
子
力
本
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
力
部
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準

原
子
燃
料
部
長

不
適
合
管
理
内
規

原
子
力
保
安
研
修
所
長

設
計
／
調
達
管
理
標
準
(
原
子
力
発
電
所
)

土
木
建
築
部
長

予
防
処
置
管
理
内
規

発
電
所
長

３
条
の
要
求
事
項

３
条

4
.
2
.
1

の
分
類

社
内
規
定

－
－

4



 

 

変更前 変更後 備考 

４．２．２ 品質マニュアル 

    組織は，次の事項を含む品質マニュアルとして，本品質保証計画を作成し，維持する。 

a)  品質マネジメントシステムの組織に関する事項 

b)  品質マネジメントシステムの計画に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

    g) 品質マネジメントシステムについて確立された社内規定またはそれらを参照できる情報 

    h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係は，図２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 

 

（以下，省略） 

 

４．２．２ 品質マニュアル 

    組織は，次の事項を含む品質マニュアルとして，本品質保証計画を作成し，維持する。 

a)  品質マネジメントシステムの組織に関する事項 

b)  品質マネジメントシステムの計画に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

    g) 品質マネジメントシステムについて確立された社内規定またはそれらを参照できる情報 

    h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係は，図２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

 

 

 

 

業

 

務

 

の

 

計

 

画

 

お

 

よ

 

び

 

実

 

施

評

価

お

よ

び

改

善

運

営

管

理

マネジメント

レビュー

原子燃料部 土木建築部 発　電　所
原子力保

安研修所
資材部

運

　

営

　

管

　

理

経営者の責任

資源の運用管理

　　　　    部 門

 プロセス
規制 社長

原子力

本部長

考査室原

子力監査
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変更前 変更後 備考 

 

（保安に関する組織） 

第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

 

 

（保安に関する組織） 

第４条 発電所の保安に関する組織は，図４のとおりとする。 

 

図４ 

（本　店）

管理責任者（考査室原子力監査担当部長）

考査室原子力監査担当部長

社 長

管理責任者（原子力本部長）

原子力発電安全委員会

原子力部原子燃料サイクル部長

原子力保安研修所長

※

土木建築部長

資材部長

原子力本部長

原子力部発電管理部長

→

　

原子力部長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

図４（続き） 

 

 

図４（続き） 

（発電所）

ボイラー・タービン
主任技術者
電気主任技術者

伊方発電所安全運営委員会

発電所長※→

品質保証課長

保安管理課長

定検検査課長

人材育成課長

安全技術課長

放射線・化学管理課長

防災課長

訓練計画課長

施設防護課長

発電課長 発電課当直長

系統管理課長

保修統括課長

機械計画第一課長

機械計画第二課長

電気計画課長

設備改良工事課長

土木建築課長

品質保証部長

安全管理部長

発 電 部 長

保 修 部 長

土木建築部長

工程管理課長

耐震工事課長

計装計画課長

発電用原子炉主任技術者（注）

（注）発電用原子炉主任技術者は，
    原子力本部長が選任を行う。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（保安に関する職務） 

第５条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

２ 原子力本部長は，品質保証活動（内部監査業務を除く）の実施に係る管理責任者として，品質マネ

ジメントシステムの具体的活動を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させ

るための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門を除く）する。 

３ 考査室原子力監査担当部長は，内部監査に係る管理責任者として，品質マネジメントシステムにお

ける内部監査業務を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組

み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門に限る）する。 

４ 原子力部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。また，関係法令およ

び保安規定の遵守の意識を定着させるための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを総括

（内部監査部門を除く）する。 

５ 原子燃料部長は，原子燃料部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

 

 

 

 

６ 原子力保安研修所長は，原子力保安研修所が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

７ 土木建築部長は，土木建築部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

８ 資材部長は，供給者の選定に関する業務を行う。 

９ 発電所長（以下「所長」という。）は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

10 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および工程管理課長

の所管する業務を統括する。 

11 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

12 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

13 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務を行う。 

14 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

15 工程管理課長は，施設定期検査（以下「定期検査」という。）および原子炉施設の保修，改造作業に

おける工程管理に関する業務を行う。 

16 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，訓練計画課長および施設防護

課長の所管する業務を統括する。 

17 安全技術課長は，３号炉について重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合

（以下，「重大事故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に

関する業務（訓練計画課長および発電課長が実施する業務を除く），３号炉について大規模損壊発生時

における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（訓練計画課長および発電課

長が実施する業務を除く），２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備に関する業務（訓練計画課

長が実施する業務を除く），ならびに非常時の措置に関する業務を行う。 

 

18 放射線・化学管理課長は，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理および化学管理に関す

る業務を行う。 

19 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業

務，３号炉について火山現象（降灰）による影響が発生し，または発生するおそれがある場合（以下

「火山影響等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業

務および３号炉についてその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の

整備に関する業務を行う。 

（保安に関する職務） 

第５条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

２ 原子力本部長は，品質保証活動（内部監査業務を除く）の実施に係る管理責任者として，品質マネ

ジメントシステムの具体的活動を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させ

るための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門を除く）する。 

３ 考査室原子力監査担当部長は，内部監査に係る管理責任者として，品質マネジメントシステムにお

ける内部監査業務を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組

み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門に限る）する。 

４ 原子力部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務全般を統括する。また，関係法令

および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを

総括（内部監査部門を除く）する。 

５ 原子力部発電管理部長（以下「発電管理部長」という。）は，原子力部が実施する発電所の保安に

関連する業務（原子力部原子燃料サイクル部長（以下「原子燃料サイクル部長」という。）が実施す

る業務を除く）を統括する。 

６ 原子燃料サイクル部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務のうち，燃料に関する

業務を統括する。 

７ 原子力保安研修所長は，原子力保安研修所が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

８ 土木建築部長は，土木建築部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

９ 資材部長は，供給者の選定に関する業務を行う。 

10 発電所長（以下「所長」という。）は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

11 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および工程管理課長

の所管する業務を統括する。 

12 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

13 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

14 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務を行う。 

15 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

16 工程管理課長は，施設定期検査（以下「定期検査」という。）および原子炉施設の保修，改造作業

における工程管理に関する業務を行う。 

17 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，訓練計画課長および施設防護

課長の所管する業務を統括する。 

18 安全技術課長は，３号炉について重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合

（以下，「重大事故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備

に関する業務（訓練計画課長および発電課長が実施する業務を除く），３号炉について大規模損壊発

生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（訓練計画課長および発

電課長が実施する業務を除く），２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備に関する業務（訓練

計画課長が実施する業務を除く），炉心の管理および燃料の管理に関する業務ならびに非常時の措置

に関する業務を行う。 

19 放射線・化学管理課長は，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理および化学管理に関す

る業務を行う。 

20 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業

務，３号炉について火山現象（降灰）による影響が発生し，または発生するおそれがある場合（以下

「火山影響等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する

業務および３号炉についてその他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制

の整備に関する業務を行う。 
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変更前 変更後 備考 

20 訓練計画課長は，３号炉について重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う

体制の整備に関する業務，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

を行う体制の整備に関する業務ならびに２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備に関する業務

のうち，教育および訓練の管理に関する業務を行う。 

21 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

22 発電部長は，発電課長，原子燃料課長および系統管理課長の所管する業務を統括する。 

23  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

24  発電課当直長（以下「当直長」という。）は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

25 原子燃料課長は，炉心の管理および燃料の管理に関する業務を行う。 

26 系統管理課長は，原子炉施設の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

27 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

28 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

29 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）および原子炉施設の運転基準に関する業務を行う。 

30 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

31 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

32 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

33 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

34 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

35 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

36 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

37 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，火災発生時における原子炉施設の保全のため

の活動等，３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉につい

て火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉についてその他自然災害発生

時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について重大事故等発生時における原子炉施設

の保全のための活動等，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

等，２号炉について電源機能喪失時における原子炉施設の保全のための活動等，非常時の措置，保安

教育ならびに記録および報告を行う。 

38 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

21 訓練計画課長は，３号炉について重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う

体制の整備に関する業務，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

を行う体制の整備に関する業務ならびに２号炉について電源機能等喪失時の体制の整備に関する業務

のうち，教育および訓練の管理に関する業務を行う。 

22 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

23 発電部長は，発電課長および系統管理課長の所管する業務を統括する。 

24  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

25  発電課当直長（以下「当直長」という。）は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

   

26 系統管理課長は，原子炉施設の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

27 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

28 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

29 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）および原子炉施設の運転基準に関する業務を行う。 

30 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

31 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

32 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

33 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

34 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

35 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

36 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

37 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，火災発生時における原子炉施設の保全のため

の活動等，３号炉について内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉につい

て火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉についてその他自然災害発生

時における原子炉施設の保全のための活動等，３号炉について重大事故等発生時における原子炉施設

の保全のための活動等，３号炉について大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動

等，２号炉について電源機能喪失時における原子炉施設の保全のための活動等，非常時の措置，保安

教育ならびに記録および報告を行う。 

38 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（原子力発電安全委員会） 

第６条 本店に原子力発電安全委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ委員会に

おいて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

 (1) 原子炉設置（変更）許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更 

 (2) 原子炉施設保安規定の変更 

(3) 本店所管の要領の制定および改正 

 (4) その他委員会で定めた事項 

３ 原子力部長を委員長とする。 

４  委員会は，委員長，所長，発電用原子炉主任技術者（以下「原子炉主任技術者」という。）に加え，

原子力部，原子燃料部のグループリーダー以上の職位の者および発電所の課長以上の職位の者から，

委員長が指名した者で構成する。 

 

（原子力発電安全委員会） 

第６条 本店に原子力発電安全委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ委員会に

おいて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

 (1) 原子炉設置（変更）許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更 

 (2) 原子炉施設保安規定の変更 

(3) 本店所管の要領の制定および改正 

 (4) その他委員会で定めた事項 

３ 原子力部長を委員長とする。 

４  委員会は，委員長，所長，発電用原子炉主任技術者（以下「原子炉主任技術者」という。）に加え，

原子力本部のグループリーダー以上の職位の者および課長以上の職位の者から，委員長が指名した者

で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力発電安全委員

会委員の一部追加 
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変更前 変更後 備考 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第７条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 (1) 運転管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 運転員の構成人員に関する事項 

    (b) 当直の引継方法に関する事項 

    (c) 原子炉の起動および停止操作に関する事項 

    (d) 巡視点検に関する事項 

    (e) 異常時の措置に関する事項 

    (f) 警報発生時の措置に関する事項 

    (g) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

    (h) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

    (i) 誤操作の防止に関する事項（３号炉） 

    (j) 火災発生時，内部溢水発生時（３号炉），火山影響等発生時（３号炉）およびその他自然災害発

生時等（３号炉）の体制の整備に関する事項 

    (k) 重大事故等および大規模損壊発生時の体制の整備に関する事項（３号炉） 

 (2) 燃料管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項 

    (b) 新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項 

    (c) 燃料の検査および取替に関する事項 

 (3) 放射性廃棄物管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項 

    (b) 放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項 

    (c) 放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項 

   (d) 放出管理用計測器の点検・校正に関する事項 

 (4) 放射線管理に関する内規の制定および改正 

  (a) 管理区域の設定，区域区分および特別措置を要する区域に関する事項 

  (b) 管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項 

  (c) 保全区域に関する事項 

  (d) 周辺監視区域に関する事項 

  (e) 線量の評価に関する事項 

  (f) 除染に関する事項 

  (g) 外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項 

  (h) 放射線計測器類の点検・校正に関する事項 

  (i) 管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項 

 (5) 保守管理に関する内規の制定および改正 

 (6) 改造の実施に関する事項 

 (7) 非常事態における運転操作に関する内規の制定および改正（第122条） 

 (8) 保安教育実施計画の策定（第130条）に関する事項 

 (9) 事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

(10) その他運営委員会で定めた事項 

３ 所長を委員長とする。 

４ 運営委員会は，委員長，原子炉主任技術者，電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者，第

５条第10項から第36項（第24項を除く）に定める職位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第７条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 (1) 運転管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 運転員の構成人員に関する事項 

    (b) 当直の引継方法に関する事項 

    (c) 原子炉の起動および停止操作に関する事項 

    (d) 巡視点検に関する事項 

    (e) 異常時の措置に関する事項 

    (f) 警報発生時の措置に関する事項 

    (g) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

    (h) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

    (i) 誤操作の防止に関する事項（３号炉） 

    (j) 火災発生時，内部溢水発生時（３号炉），火山影響等発生時（３号炉）およびその他自然災害

発生時等（３号炉）の体制の整備に関する事項 

    (k) 重大事故等および大規模損壊発生時の体制の整備に関する事項（３号炉） 

 (2) 燃料管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項 

    (b) 新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項 

    (c) 燃料の検査および取替に関する事項 

 (3) 放射性廃棄物管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項 

    (b) 放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項 

    (c) 放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項 

   (d) 放出管理用計測器の点検・校正に関する事項 

 (4) 放射線管理に関する内規の制定および改正 

  (a) 管理区域の設定，区域区分および特別措置を要する区域に関する事項 

  (b) 管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項 

  (c) 保全区域に関する事項 

  (d) 周辺監視区域に関する事項 

  (e) 線量の評価に関する事項 

  (f) 除染に関する事項 

  (g) 外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項 

  (h) 放射線計測器類の点検・校正に関する事項 

  (i) 管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項 

 (5) 保守管理に関する内規の制定および改正 

 (6) 改造の実施に関する事項 

 (7) 非常事態における運転操作に関する内規の制定および改正（第122条） 

 (8) 保安教育実施計画の策定（第130条）に関する事項 

 (9) 事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

(10) その他運営委員会で定めた事項 

３ 所長を委員長とする。 

４ 運営委員会は，委員長，原子炉主任技術者，電気主任技術者，ボイラー・タービン主任技術者，第

５条第11項から第36項（第25項を除く）に定める職位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 原子力本部長は，原子炉主任技術者および代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者であっ

て，(1)から(4)に掲げる期間が通算して３年以上ある特別管理者の中から選任する。 

(1) 原子炉施設の工事または保守管理に関する業務に従事した期間 

(2) 原子炉の運転に関する業務に従事した期間 

(3) 原子炉施設の設計に係る安全性の解析および評価に関する業務に従事した期間 

(4) 原子炉に使用する燃料体の設計または管理に関する業務に従事した期間 

２ 原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３ 原子炉主任技術者は，第５条に定める保安に関する職務と兼務を行う場合は，品質保証部長，品質

保証課長，保安管理課長，人材育成課長，安全管理部長，安全技術課長，防災課長または訓練計画課

長と兼務を行うことができる。 

４ 原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第３項に基づき，あらためて原子炉主任技術者を選任する。 

 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次の

職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者（所長を含む。以下，本条にお

いて同じ。）へ指示する。 

 (2)  表９－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (3) 表９－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (4) 表９－３に示す記録の内容を確認する。 

 (5) 第133条第１項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告する。 

 (6) その他原子炉施設の運転に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 原子炉主任技術者は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な職務を，誠実かつ最優先に行う。 

３ 原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

４ 原子炉主任技術者は，職務を遂行するにあたり必要に応じて関係する主任技術者と協議する。 

 

 

 （以下，省略） 

（原子炉主任技術者の選任） 

第８条 原子力本部長は，原子炉主任技術者および代行者を，原子炉主任技術者免状を有する者であっ

て，(1)から(4)に掲げる期間が通算して３年以上ある特別管理者の中から選任する。 

(1) 原子炉施設の工事または保守管理に関する業務に従事した期間 

(2) 原子炉の運転に関する業務に従事した期間 

(3) 原子炉施設の設計に係る安全性の解析および評価に関する業務に従事した期間 

(4) 原子炉に使用する燃料体の設計または管理に関する業務に従事した期間 

２ 原子炉主任技術者は原子炉毎に選任する。 

３ 原子炉主任技術者は，第５条に定める保安に関する職務と兼務を行う場合は，品質保証部長，品質

保証課長，保安管理課長，人材育成課長，安全管理部長，防災課長または訓練計画課長と兼務を行う

ことができる。 

４ 原子炉主任技術者が職務を遂行できない場合は，代行者と交代する。ただし，職務を遂行できない

期間が長期にわたる場合は，第１項から第３項に基づき，あらためて原子炉主任技術者を選任する。 

 

 

（原子炉主任技術者の職務等） 

第９条 原子炉主任技術者は，原子炉施設の運転に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次の

職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の運転に関し保安上必要な場合は，運転に従事する者（所長を含む。以下，本条にお

いて同じ。）へ指示する。 

 (2)  表９－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (3) 表９－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (4) 表９－３に示す記録の内容を確認する。 

 (5) 第133条第１項で定める事項について報告を受けた場合，発電管理部長に報告する。 

 (6) その他原子炉施設の運転に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 原子炉主任技術者は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要

な職務を，誠実かつ最優先に行う。 

３ 原子炉施設の運転に従事する者は，原子炉主任技術者がその保安のためにする指示に従う。 

４ 原子炉主任技術者は，職務を遂行するにあたり必要に応じて関係する主任技術者と協議する。 

 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（火山影響等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の２の２ ３号炉について，防災課長は，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための

活動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む計画を定め，所長の承認を得る。計画の策定にあた

っては，添付２に示す「火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準」に

従って実施する。 

(1) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育および訓練の

実施に関すること 

(3) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要なフィルタその他資

機材の配備に関すること 

(4)  火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

 (a)  非常用交流動力電源設備の機能を維持するための対策に関すること 

  (b)  (a)項に掲げるもののほか，代替電源設備その他の炉心を冷却するために必要な設備の機能を維

持するための対策に関すること 

(c)  (b)項に掲げるもののほか，交流動力電源が喪失した場合における炉心の著しい損傷を防止する

ための対策に関すること 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，防災課長に報告する。防災課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４ 各課長は，火山影響等発生時に，原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断した

場合は，所長，原子炉主任技術者および関係課長に連絡するとともに，必要に応じて原子炉停止等の

措置について協議する。 

５ 原子力部長は，火山現象に関する新たな知見等の収集，反映等を実施する。 

 

※１：火山影響等発生時に行う活動を含む。（以下，本条において同じ。） 

 

（火山影響等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の２の２ ３号炉について，防災課長は，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための

活動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む計画を定め，所長の承認を得る。計画の策定にあた

っては，添付２に示す「火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準」に

従って実施する。 

(1) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育および訓練の

実施に関すること 

(3) 火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要なフィルタその他資

機材の配備に関すること 

(4)  火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

 (a)  非常用交流動力電源設備の機能を維持するための対策に関すること 

  (b)  (a)項に掲げるもののほか，代替電源設備その他の炉心を冷却するために必要な設備の機能を維

持するための対策に関すること 

(c)  (b)項に掲げるもののほか，交流動力電源が喪失した場合における炉心の著しい損傷を防止する

ための対策に関すること 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，防災課長に報告する。防災課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４ 各課長は，火山影響等発生時に，原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると判断した

場合は，所長，原子炉主任技術者および関係課長に連絡するとともに，必要に応じて原子炉停止等の

措置について協議する。 

５ 発電管理部長は，火山現象に関する新たな知見等の収集，反映等を実施する。 

 

※１：火山影響等発生時に行う活動を含む。（以下，本条において同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（その他自然災害発生時等の体制の整備（３号炉）） 

第17条の３ ３号炉について，防災課長は，原子炉施設内においてその他自然災害（「地震，津波およ

び竜巻等」をいう。以下，本条において同じ。）が発生した場合における原子炉施設の保全のための

活動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む計画を定め，所長の承認を得る。計画の策定にあた

っては，添付２に示す「火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準」に

従って実施する。 

 (1) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に

関すること 

 (2) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育および訓

練の実施に関すること 

 (3) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備

に関すること 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を

実施する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，防災課長に報告する。防災課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４ 各課長は，その他自然災害の影響により，原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると

判断した場合は，所長，原子炉主任技術者および関係課長に連絡するとともに，必要に応じて原子

炉停止等の措置について協議する。 

５ 原子力部長は，その他自然災害に関する新たな知見等の収集，反映等を実施する。 

６ 原子力部長は，定期的に発電所周辺の航空路の変更状況を確認し，確認結果に基づき防護措置の要

否を評価するとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む。（以下，本条において同じ。） 

 

 

 

 

（その他自然災害発生時等の体制の整備（３号炉）） 

第17条の３ ３号炉について，防災課長は，原子炉施設内においてその他自然災害（「地震，津波およ

び竜巻等」をいう。以下，本条において同じ。）が発生した場合における原子炉施設の保全のための

活動※１を行う体制の整備として，次の事項を含む計画を定め，所長の承認を得る。計画の策定にあた

っては，添付２に示す「火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準」に

従って実施する。 

 (1) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に

関すること 

 (2) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する教育および訓

練の実施に関すること 

 (3) その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備

に関すること 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，その他自然災害発生時における原子炉施設の保全のための活動を

実施する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，防災課長に報告する。防災課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

４ 各課長は，その他自然災害の影響により，原子炉施設の保安に重大な影響を及ぼす可能性があると

判断した場合は，所長，原子炉主任技術者および関係課長に連絡するとともに，必要に応じて原子炉

停止等の措置について協議する。 

５ 発電管理部長は，その他自然災害に関する新たな知見等の収集，反映等を実施する。 

６ 発電管理部長は，定期的に発電所周辺の航空路の変更状況を確認し，確認結果に基づき防護措置の

要否を評価するとともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

※１：その他自然災害発生時に行う活動を含む。（以下，本条において同じ。） 
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て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（重大事故等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の５ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含

まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子

炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定に

あたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員（以下「対策

要員」という。）の配置に関すること 

(2) 対策要員に対する教育および訓練を，以下のとおり実施すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（以下「成立

性の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) 成立性の確認訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 重大事故の発生および拡大の防止に必要なアクセスルートの確保，復旧作業および支援等の原子

炉施設の保全のための活動，ならびに必要な資機材の配備に関すること 

(4) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 炉心の著しい損傷を防止するための対策 

(b) 原子炉格納容器の破損を防止するための対策 

(c) 使用済燃料ピットに貯蔵する燃料体の損傷を防止するための対策 

(d) 原子炉停止時の燃料体の著しい損傷を防止するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

４ ３号炉について，原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行う体制の整備として，

次の事項を含む計画を定める。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損

壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員の配置に関すること 

(2) 重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な資機材の配備に関すること 

５ 原子力部長は，第４項に定める計画に基づき，重大事故等発生時の支援に関する活動を実施する。 

６ 原子力部長は，第５項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必

要な措置を講じる。また原子力部長は，第４項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

 

（重大事故等発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の５ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含

まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子

炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定に

あたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員（以下「対策

要員」という。）の配置に関すること 

(2) 対策要員に対する教育および訓練を，以下のとおり実施すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことおよび有効性評価の前提条件を満足することを確認するための成立性の確認訓練（以下「成立

性の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) 成立性の確認訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 重大事故の発生および拡大の防止に必要なアクセスルートの確保，復旧作業および支援等の原子

炉施設の保全のための活動，ならびに必要な資機材の配備に関すること 

(4) 重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 炉心の著しい損傷を防止するための対策 

(b) 原子炉格納容器の破損を防止するための対策 

(c) 使用済燃料ピットに貯蔵する燃料体の損傷を防止するための対策 

(d) 原子炉停止時の燃料体の著しい損傷を防止するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

４ ３号炉について，原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行う体制の整備として，

次の事項を含む計画を定める。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損

壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員の配置に関すること 

(2) 重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な資機材の配備に関すること 

５ 発電管理部長は，第４項に定める計画に基づき，重大事故等発生時の支援に関する活動を実施する。 

６ 発電管理部長は，第５項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。また発電管理部長は，第４項に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 
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変更前 変更後 備考 

（大規模損壊発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の６ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，大規模な自然災害または故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合（以下「大

規模損壊発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次 

の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確

認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および

大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する以下の教育および

訓練の実施に関すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（以下「技術的能力の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) (b)項の訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備に関

すること 

(4) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 大規模な火災が発生した場合における消火活動 

(b) 炉心の著しい損傷を緩和するための対策 

(c) 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策 

(d) 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策および燃料体の著しい損傷を緩和するための対

策 

(e) 放射性物質の放出を低減するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

４ ３号炉について，原子力部長は，大規模損壊発生時の支援に関する活動を行う体制の整備について

計画を定める。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実

施基準」に従って実施する。 

５ 原子力部長は，第４項に定める計画に基づき，大規模損壊発生時の支援に関する活動を実施する。 

６ 原子力部長は，第５項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必

要な措置を講じる。また原子力部長は，第４項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

 

 

（大規模損壊発生時の体制の整備（３号炉）） 

第17条の６ ３号炉について，安全技術課長および訓練計画課長は，大規模な自然災害または故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊が発生した場合（以下「大

規模損壊発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次

の事項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）を定め，原子炉主任技術者の確

認を得て，所長の承認を得る。発電課長は，原子炉施設の運転に係る計画を定め，原子炉主任技術

者の確認を得て，所長の承認を得る。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および

大規模損壊対応に係る実施基準」に従って実施する。 

(1) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な要員の配置に関す

ること 

(2) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う要員に対する以下の教育および

訓練の実施に関すること 

(a) 力量の維持向上のための教育訓練を年１回以上実施すること 

(b) 重大事故の発生および拡大の防止に必要な措置を実施するために必要な技術的能力を満足する

ことを確認するための訓練（以下「技術的能力の確認訓練」という。）を年１回以上実施すること 

(c) (b)項の訓練の結果を記録し，所長および原子炉主任技術者に報告すること 

(3) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な資機材の配備に関

すること 

(4) 大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な以下の事項に関す

ること 

(a) 大規模な火災が発生した場合における消火活動 

(b) 炉心の著しい損傷を緩和するための対策 

(c) 原子炉格納容器の破損を緩和するための対策 

(d) 使用済燃料ピットの水位を確保するための対策および燃料体の著しい損傷を緩和するための対

策 

(e) 放射性物質の放出を低減するための対策 

２ 各課長は，前項の計画に基づき，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を実施

する。 

３ 各課長は，第２項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき必要な

措置を講じ，安全技術課長，訓練計画課長または発電課長に報告する。安全技術課長，訓練計画課長

および発電課長は，第１項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。 

４ ３号炉について，原子力部長は，大規模損壊発生時の支援に関する活動を行う体制の整備について

計画を定める。計画の策定にあたっては，添付３に示す「重大事故等および大規模損壊対応に係る実

施基準」に従って実施する。 

５ 発電管理部長は，第４項に定める計画に基づき，大規模損壊発生時の支援に関する活動を実施する。 

６ 発電管理部長は，第５項に定める事項について定期的に評価を行うとともに，評価の結果に基づき

必要な措置を講じる。また発電管理部長は，第４項に定める事項について定期的に評価を行うととも

に，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 
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変更前 変更後 備考 

（臨界ボロン濃度） 

第20条 モード１および２において，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差は，表20－１で定める事項

を運転上の制限とする。ただし，臨界ボロン濃度の予測値は，燃料取替後，実効最大出力運転日数が

60日を超えるまでに，測定値に応じた調整をすることができる。 

２ 臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次の各号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，燃料取替後，モード１になるまでに１回，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の

差を確認し，その結果を当直長に通知する。 

 (2) 原子燃料課長は，モード１および２において，実効最大出力運転日数が60日に達して以降，１ヶ

月に１回，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差を確認する。 

３ 原子燃料課長は，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差が第１項で定める運転上の制限を満足して

いないと判断した場合，表20－２の措置を講じるとともに，当直長に通知する。通知をうけた当直長

は，同表の措置を講じる。 

 

表20－１ 

項  目 運転上の制限 

臨界ボロン濃度の測定値と予測値

の差 

±100ppm以内であること 

 

 

表20－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.臨界ボロン濃度の測定値と予測 

値の差が運転上の制限を満足し

ていない場合 

 

 

 

 

 

 

A.1 原子燃料課長は，炉心設計および安全

解析の再評価を行い，原子炉の継続運

転が許容できることを確認し，その結

果を当直長に通知する。 

および 

A.2 原子燃料課長は，必要に応じて適切な

運転上の制限，ならびに確認項目およ

びその頻度を定め，その結果を当直長

に通知する。 

72時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード３にする｡ 

 

12時間 

 

 

 

（臨界ボロン濃度） 

第20条 モード１および２において，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差は，表20－１で定める事項

を運転上の制限とする。ただし，臨界ボロン濃度の予測値は，燃料取替後，実効最大出力運転日数が

60日を超えるまでに，測定値に応じた調整をすることができる。 

２ 臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認する

ため，次の各号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，燃料取替後，モード１になるまでに１回，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の

差を確認し，その結果を当直長に通知する。 

 (2) 安全技術課長は，モード１および２において，実効最大出力運転日数が60日に達して以降，１ヶ 

月に１回，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差を確認する。 

３ 安全技術課長は，臨界ボロン濃度の測定値と予測値の差が第１項で定める運転上の制限を満足して

いないと判断した場合，表20－２の措置を講じるとともに，当直長に通知する。通知をうけた当直長

は，同表の措置を講じる。 

 

表20－１ 

項  目 運転上の制限 

臨界ボロン濃度の測定値と予測値

の差 

±100ppm以内であること 

 

 

表20－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.臨界ボロン濃度の測定値と予測 

値の差が運転上の制限を満足し

ていない場合 

 

 

 

 

 

 

A.1 安全技術課長は，炉心設計および安全

解析の再評価を行い，原子炉の継続運

転が許容できることを確認し，その結

果を当直長に通知する。 

および 

A.2 安全技術課長は，必要に応じて適切な

運転上の制限，ならびに確認項目およ

びその頻度を定め，その結果を当直長

に通知する。 

72時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード３にする｡ 

 

12時間 
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変更前 変更後 備考 

（減速材温度係数） 

第21条 モード１，２および３において，減速材温度係数は，表21－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

２ 減速材温度係数が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

 (1) 原子燃料課長は，燃料取替に伴う燃料装荷開始までに，減速材温度係数を解析により確認する。 

 (2) 原子燃料課長は，燃料取替後，モード１になるまでに１回，減速材温度係数が負であることを測

定により確認し，その結果を当直長に通知する。 

３ 原子燃料課長は，減速材温度係数が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表21－２の措置を講じるとともに，当直長に通知する。通知をうけた当直長は，同表の措置を講じる。 

 

表21－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

減速材温度係数 

 

 

(1)モード１および２（臨界状態）において，負であること 

(2)モード１，２および３において，-85×10－５Δk/k/℃以上で 

   あること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

減速材温度係数 

 

 

(1)モード１および２（臨界状態）において，負であること 

(2)モード１，２および３において，-78×10－５Δk/k/℃以上で 

   あること 

 

表21－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.減速材温度係数が負でない場合 

 

 

 

A.1 原子燃料課長は，減速材温度係数が負

となるように制御グループバンク引抜

制限値を決定し，その結果を当直長に

通知する。 

24時間 

 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，未臨界状態のモード２にす

る。 

12時間 

 

 

 

（減速材温度係数） 

第21条 モード１，２および３において，減速材温度係数は，表21－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

２ 減速材温度係数が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

 (1) 安全技術課長は，燃料取替に伴う燃料装荷開始までに，減速材温度係数を解析により確認する。 

 (2) 安全技術課長は，燃料取替後，モード１になるまでに１回，減速材温度係数が負であることを測

定により確認し，その結果を当直長に通知する。 

３ 安全技術課長は，減速材温度係数が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表21－２の措置を講じるとともに，当直長に通知する。通知をうけた当直長は，同表の措置を講じる。 

 

表21－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

減速材温度係数 

 

 

(1)モード１および２（臨界状態）において，負であること 

(2)モード１，２および３において，-85×10－５Δk/k/℃以上で 

   あること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

減速材温度係数 

 

 

(1)モード１および２（臨界状態）において，負であること 

(2)モード１，２および３において，-78×10－５Δk/k/℃以上で 

   あること 

 

表21－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.減速材温度係数が負でない場合 

 

 

 

A.1 安全技術課長は，減速材温度係数が負

となるように制御グループバンク引抜

制限値を決定し，その結果を当直長に

通知する。 

24時間 

 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，未臨界状態のモード２にす

る。 

12時間 
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変更前 変更後 備考 

（制御棒動作機能） 

第22条 モード１および２（臨界状態）において，制御棒動作機能は，表22－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２ 制御棒動作機能が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

 (1) 計装計画課長は，定期検査時に，制御棒の全引抜位置からの落下時間（原子炉トリップ信号発信

から全ストロークの85％に至るまでの時間）が，２号炉では2.1秒以下，３号炉では2.5秒以下であ

ることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

(2) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，３ヶ月に１回，全挿入されていない制御棒

をバンク毎に動かして，各制御棒位置が変化することにより，制御棒が固着していないことを確認

する。 

(3) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，制御棒毎に各制御棒位置が，

ステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にあることを確認する。また，当直長はモード１お

よび２（臨界状態）において，制御棒位置偏差大を検知する警報が動作不能となった場合，４時間

に１回，制御棒毎に各制御棒位置が，ステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にあることを

確認する。 

３ 当直長は，制御棒動作機能が第１項で定める運転上の制限を満足していない※１と判断した場合,表22

－２の措置を講じるとともに，制御棒１本が不整合である場合は原子燃料課長に通知する。通知をう

けた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

※１：制御棒位置指示装置またはステップカウンタの動作不良により，制御棒位置がステップカウンタ

の表示値の±12ステップ以内にない場合は，制御棒の不整合とはみなさない。 

 

表22－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒動作機能※２ 

 

(1)すべての制御棒が挿入不能※３でないこと 

(2)すべての制御棒が不整合※４でないこと 

※２：制御棒動作機能のうち，３号炉の制御棒クラスタは，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※３：挿入不能とは，機械的固着のため，制御棒が挿入できないことをいう。（以下，本条において同じ。） 

※４：不整合とは，制御棒位置がステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にない場合をいう｡ 

   （以下，本条において同じ。） 

 

 

 

（制御棒動作機能） 

第22条 モード１および２（臨界状態）において，制御棒動作機能は，表22－１で定める事項を運転上

の制限とする。 

２ 制御棒動作機能が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施

する。 

 (1) 計装計画課長は，定期検査時に，制御棒の全引抜位置からの落下時間（原子炉トリップ信号発信

から全ストロークの85％に至るまでの時間）が，２号炉では2.1秒以下，３号炉では2.5秒以下であ

ることを確認し，その結果を当直長に通知する。 

(2) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，３ヶ月に１回，全挿入されていない制御棒

をバンク毎に動かして，各制御棒位置が変化することにより，制御棒が固着していないことを確認

する。 

(3) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，制御棒毎に各制御棒位置が，

ステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にあることを確認する。また，当直長はモード１お

よび２（臨界状態）において，制御棒位置偏差大を検知する警報が動作不能となった場合，４時間

に１回，制御棒毎に各制御棒位置が，ステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にあることを

確認する。 

３ 当直長は，制御棒動作機能が第１項で定める運転上の制限を満足していない※１と判断した場合,表22

－２の措置を講じるとともに，制御棒１本が不整合である場合は安全技術課長に通知する。通知をう

けた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

※１：制御棒位置指示装置またはステップカウンタの動作不良により，制御棒位置がステップカウンタ

の表示値の±12ステップ以内にない場合は，制御棒の不整合とはみなさない。 

 

表22－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒動作機能※２ 

 

(1)すべての制御棒が挿入不能※３でないこと 

(2)すべての制御棒が不整合※４でないこと 

※２：制御棒動作機能のうち，３号炉の制御棒クラスタは，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※３：挿入不能とは，機械的固着のため，制御棒が挿入できないことをいう。（以下，本条において同じ。） 

※４：不整合とは，制御棒位置がステップカウンタの表示値の±12ステップ以内にない場合をいう｡ 

   （以下，本条において同じ。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表22－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒１本以上が挿入不能であ

る場合 

 

 

 

 

 

 

A.1.1 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

   以上であることを確認する。 

    または 

A.1.2 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

   以上となるように，ほう酸による 

   濃縮操作を開始する。 

および 

A.2 当直長は，モード３にする。 

１時間 

 

 

１時間 

 

 

 

12時間 

B.制御棒１本が不整合である場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B.1 当直長は，制御棒の不整合を復旧す 

る。 

または 

B.2.1.1 当直長は，停止余裕が 

1.8％Δk/k以上であることを確認

する。 

    または 

B.2.1.2 当直長は，停止余裕が 

1.8％Δk/k以上となるように，ほ

う酸による濃縮操作を開始する。 

   および 

B.2.2 当直長は，原子炉熱出力を75％以下

に下げる。 

   および 

B.2.3 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

以上であることを確認する｡ 

   および 

B.2.4 原子燃料課長は，モード１におい 

   て，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の 

   制限を満足していることを確認し， 

   その結果を当直長に通知する。 

   および 

B.2.5 原子燃料課長は，本条件で安全解 

   析の再評価を行い，その結果が運 

   転期間を通じて有効であることを 

   確認し，その結果を当直長に通知 

   する。 

１時間 

 

 

１時間 

 

 

 

１時間 

 

 

 

２時間 

 

 

24時間 

その後の１日に１回 

 

72時間 

 

 

 

 

５日 

 

 

 

 

 （以下，省略） 

表22－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒１本以上が挿入不能であ

る場合 

 

 

 

 

 

 

A.1.1 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

   以上であることを確認する。 

    または 

A.1.2 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

   以上となるように，ほう酸による 

   濃縮操作を開始する。 

および 

A.2 当直長は，モード３にする。 

１時間 

 

 

１時間 

 

 

 

12時間 

B.制御棒１本が不整合である場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B.1 当直長は，制御棒の不整合を復旧す 

る。 

または 

B.2.1.1 当直長は，停止余裕が 

1.8％Δk/k以上であることを確認

する。 

    または 

B.2.1.2 当直長は，停止余裕が 

1.8％Δk/k以上となるように，ほ

う酸による濃縮操作を開始する。 

   および 

B.2.2 当直長は，原子炉熱出力を75％以下

に下げる。 

   および 

B.2.3 当直長は，停止余裕が1.8％Δk/k 

以上であることを確認する｡ 

   および 

B.2.4 安全技術課長は，モード１におい  

て，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の  

制限を満足していることを確認し， 

その結果を当直長に通知する。 

   および 

B.2.5 安全技術課長は，本条件で安全解  

析の再評価を行い，その結果が運  

転期間を通じて有効であることを  

確認し，その結果を当直長に通知  

する。 

１時間 

 

 

１時間 

 

 

 

１時間 

 

 

 

２時間 

 

 

24時間 

その後の１日に１回 

 

72時間 

 

 

 

 

５日 

 

 

 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（制御棒の挿入限界） 

第23条 モード１および２において，制御棒の挿入限界は，表23－１で定める事項を運転上の制限とす

る。 

２ 制御棒の挿入限界が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

 (1) 原子燃料課長は，制御グループバンクおよび停止グループバンクの挿入限界を定め，原子炉主任

技術者の確認を得たうえで，所長の承認を得て，発電課長に通知する。 

 (2) 当直長は，臨界操作開始前の４時間以内に，臨界時の制御グループバンクおよび停止グループバ

ンクの推定位置が挿入限界以上であることを確認する。 

 (3) 当直長は，モード１および２において，12時間に１回，各停止グループバンクが挿入限界以上で

あることを確認する。 

 (4) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，各制御グループバンクが挿

入限界以上であることを確認する。また，当直長は，モード１および２（臨界状態）において，制

御グループバンクの挿入限界異常低を検知する警報が動作不能な場合，４時間に１回,各制御グルー

プバンクが挿入限界以上であることを確認する。 

 (5) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，炉心から全引抜がなされて

いない制御グループバンクがオーバラップを満足していることを確認する。 

３ 当直長は，制御棒の挿入限界が第１項で定める運転上の制限を満足していない※１と判断した場 

合，表23－２の措置を講じる。 

 

※１：制御棒位置指示装置またはステップカウンタの動作不良により，制御棒位置が定められた挿入限

界を下回っている場合は，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 

 （以下，省略） 

 

（制御棒の挿入限界） 

第23条 モード１および２において，制御棒の挿入限界は，表23－１で定める事項を運転上の制限とす

る。 

２ 制御棒の挿入限界が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実

施する。 

 (1) 安全技術課長は，制御グループバンクおよび停止グループバンクの挿入限界を定め，原子炉主任

技術者の確認を得たうえで，所長の承認を得て，発電課長に通知する。 

 (2) 当直長は，臨界操作開始前の４時間以内に，臨界時の制御グループバンクおよび停止グループバ

ンクの推定位置が挿入限界以上であることを確認する。 

 (3) 当直長は，モード１および２において，12時間に１回，各停止グループバンクが挿入限界以上で

あることを確認する。 

 (4) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，各制御グループバンクが挿

入限界以上であることを確認する。また，当直長は，モード１および２（臨界状態）において，制

御グループバンクの挿入限界異常低を検知する警報が動作不能な場合，４時間に１回,各制御グルー

プバンクが挿入限界以上であることを確認する。 

 (5) 当直長は，モード１および２（臨界状態）において，12時間に１回，炉心から全引抜がなされて

いない制御グループバンクがオーバラップを満足していることを確認する。 

３ 当直長は，制御棒の挿入限界が第１項で定める運転上の制限を満足していない※１と判断した場 

合，表23－２の措置を講じる。 

 

※１：制御棒位置指示装置またはステップカウンタの動作不良により，制御棒位置が定められた挿入限

界を下回っている場合は，運転上の制限を満足していないとはみなさない。 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（制御棒位置指示） 

第24条 モード１および２において，制御棒位置指示は，表24－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 制御棒位置指示が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 計装計画課長は，定期検査時に，制御棒の移動範囲において，各制御棒位置がステップカウンタ

の表示値の±12ステップ以内にあることを確認し，その結果を発電課長に通知する｡ 

３ 当直長は，制御棒位置指示が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合， 

表24－２の措置を講じるとともに，制御棒位置指示装置が動作不能である場合は，原子燃料課長 

に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。ただし，この措置は，制御棒 

位置指示装置は制御棒毎，およびステップカウンタはバンク毎に，個別に行うことができる。 

 

表24－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒位置指示 

 

制御棒位置指示装置およびステップカウンタが動作可能である

こと※１ 

※１：制御棒位置指示装置およびステップカウンタが動作可能であることとは，制御棒位置指示装置お

よびステップカウンタの指示により制御棒の位置が確認できることをいう。 

 

 

（制御棒位置指示） 

第24条 モード１および２において，制御棒位置指示は，表24－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 制御棒位置指示が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 計装計画課長は，定期検査時に，制御棒の移動範囲において，各制御棒位置がステップカウンタ

の表示値の±12ステップ以内にあることを確認し，その結果を発電課長に通知する｡ 

３ 当直長は，制御棒位置指示が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合， 

表24－２の措置を講じるとともに，制御棒位置指示装置が動作不能である場合は，安全技術課長 

に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。ただし，この措置は，制御棒 

位置指示装置は制御棒毎，およびステップカウンタはバンク毎に，個別に行うことができる。 

 

表24－１ 

項  目 運転上の制限 

制御棒位置指示 

 

制御棒位置指示装置およびステップカウンタが動作可能である 

こと※１ 

※１：制御棒位置指示装置およびステップカウンタが動作可能であることとは，制御棒位置指示装置お

よびステップカウンタの指示により制御棒の位置が確認できることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表24－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒位置指示装置が動作不能 

である場合 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 原子燃料課長は，制御棒位置指示装置

の動作不能により位置表示がされなく

なった制御棒の位置を，炉内核計装装

置を用いて確認し，その結果を当直長

に通知する。 

 

または 

A.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

８時間 

その後の８時間に１

回 

ただし，制御棒の移

動がない場合は，１

日に１回 

 

８時間 

 

B.制御棒位置指示装置が動作不能 

である場合において，その制御

棒が最終確認位置から一方向に

24ステップを超える移動がある

場合 

 

 

 

B.1 原子燃料課長は，制御棒位置指示装置

の動作不能により位置表示がされなく

なった制御棒の位置を，炉内核計装装

置を用いて確認し，その結果を当直長

に通知する。 

または 

B.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

４時間 

 

 

 

 

 

８時間 

 

C.ステップカウンタが動作不能で

ある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

C.1.1 当直長は，当該バンクにおける制御

棒位置指示装置のすべてが，動作可

能であることを確認する。 

     および 

C.1.2 当直長は，当該バンクにおける各制

御棒位置の差が，12ステップ以下で

あることを確認する。 

または 

C.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

８時間 

その後の８時間に１

回 

 

８時間 

その後の８時間に１

回 

 

８時間 

 

D.条件Ａ，ＢまたはＣの措置を完

了時間内に達成できない場合 

  または 

  １つの制御棒に対して制御棒位

置指示装置およびステップカウ

ンタの両方が動作不能である場

合 

D.1 当直長は，モード３にする。 

 

 

 

 

 

12時間 

 

 

 

 

 

 

 

表24－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.制御棒位置指示装置が動作不能 

である場合 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 安全技術課長は，制御棒位置指示装置

の動作不能により位置表示がされなく

なった制御棒の位置を，炉内核計装装

置を用いて確認し，その結果を当直長

に通知する。 

 

または 

A.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

８時間 

その後の８時間に１

回 

ただし，制御棒の移

動がない場合は，１

日に１回 

 

８時間 

 

B.制御棒位置指示装置が動作不能 

である場合において，その制御棒

が最終確認位置から一方向に24

ステップを超える移動がある場

合 

 

 

 

B.1 安全技術課長は，制御棒位置指示装置

の動作不能により位置表示がされなく

なった制御棒の位置を，炉内核計装装

置を用いて確認し，その結果を当直長

に通知する。 

または 

B.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

４時間 

 

 

 

 

 

８時間 

 

C.ステップカウンタが動作不能で

ある場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

C.1.1 当直長は，当該バンクにおける制御

棒位置指示装置のすべてが，動作可

能であることを確認する。 

     および 

C.1.2 当直長は，当該バンクにおける各制

御棒位置の差が，12ステップ以下で

あることを確認する。 

または 

C.2 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

８時間 

その後の８時間に１

回 

 

８時間 

その後の８時間に１

回 

 

８時間 

 

D.条件Ａ，ＢまたはＣの措置を完

了時間内に達成できない場合 

  または 

  １つの制御棒に対して制御棒位

置指示装置およびステップカウ

ンタの両方が動作不能である場

合 

D.1 当直長は，モード３にする。 

 

 

 

 

 

12時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（炉物理検査 －モード２－） 

第26条 モード２での炉物理検査時※１において，第21条（減速材温度係数），第22条（制御棒動作機能）

および第23条（制御棒の挿入限界）の適用を除外することができる。この場合，停止余裕は，表26－

１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 停止余裕が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

 (1) 発電課長は，モード２での炉物理検査開始までに，第33条（計測および制御設備）の規定にもと

づく出力領域および中間領域中性子束計装に関する設定値確認および機能検査が完了していること

を確認する。 

 (2) 原子燃料課長は，モード２での炉物理検査開始までに，炉物理検査時の停止余裕を解析により確

認するとともに，モード２（臨界になるまでの期間を除く。）での炉物理検査時のうち最も制御棒  

を挿入した状態において，１回，停止余裕を確認する。 

 (3) 当直長は，モード２での炉物理検査時において，１時間に１回，モード２の状態であることを確

認する。 

３ 原子燃料課長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合， 

当直長に通知する。当直長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないとの通 

知をうけた場合，またはモード１の状態であると判断した場合は，表26－２の措置を講じる。 

 

※１：モード２での炉物理検査時とは，燃料取替後のモード２（起動時）の開始から所要の炉物理検査

を終了するまでの期間をいい，臨界検査，減速材温度係数測定検査，零出力時出力分布測定検査，

制御棒価値測定検査，臨界ボロン濃度測定検査，原子炉停止余裕検査および最小停止余裕ボロン

濃度測定検査のうちから必要事項を実施する。（以下，本条において同じ。） 

 

表26－１ 

項  目 運転上の制限 

停止余裕 1.8％Δk/k以上であること 

                                                                                          

表26－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.停止余裕が運転上の制限を満足

していない場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，停止余裕が運転上の制限を

満足するように，ほう酸による濃縮操

作を開始する。 

および 

A.2 第21条（減速材温度係数），第22条 

（制御棒動作機能）および第23条 

（制御棒の挿入限界）の適用を開始 

する。 

速やかに 

 

 

 

１時間 

 

 

B.モード１の状態である場合 

 

B.1 当直長は，原子炉トリップしゃ断器を

開く。 

速やかに 

 

 

 

（炉物理検査 －モード２－） 

第26条 モード２での炉物理検査時※１において，第21条（減速材温度係数），第22条（制御棒動作機能）

および第23条（制御棒の挿入限界）の適用を除外することができる。この場合，停止余裕は，表26－

１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 停止余裕が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

 (1) 発電課長は，モード２での炉物理検査開始までに，第33条（計測および制御設備）の規定にもと

づく出力領域および中間領域中性子束計装に関する設定値確認および機能検査が完了していること

を確認する。 

 (2) 安全技術課長は，モード２での炉物理検査開始までに，炉物理検査時の停止余裕を解析により確

認するとともに，モード２（臨界になるまでの期間を除く。）での炉物理検査時のうち最も制御棒

を挿入した状態において，１回，停止余裕を確認する。 

 (3) 当直長は，モード２での炉物理検査時において，１時間に１回，モード２の状態であることを確

認する。 

３ 安全技術課長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合， 

当直長に通知する。当直長は，停止余裕が第１項で定める運転上の制限を満足していないとの通 

知をうけた場合，またはモード１の状態であると判断した場合は，表26－２の措置を講じる。 

 

※１：モード２での炉物理検査時とは，燃料取替後のモード２（起動時）の開始から所要の炉物理検査

を終了するまでの期間をいい，臨界検査，減速材温度係数測定検査，零出力時出力分布測定検査，

制御棒価値測定検査，臨界ボロン濃度測定検査，原子炉停止余裕検査および最小停止余裕ボロン

濃度測定検査のうちから必要事項を実施する。（以下，本条において同じ。） 

 

表26－１ 

項  目 運転上の制限 

停止余裕 1.8％Δk/k以上であること 

                                                                                          

表26－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.停止余裕が運転上の制限を満足

していない場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，停止余裕が運転上の制限を

満足するように，ほう酸による濃縮操

作を開始する。 

および 

A.2 第21条（減速材温度係数），第22条 

（制御棒動作機能）および第23条 

（制御棒の挿入限界）の適用を開始 

する。 

速やかに 

 

 

 

１時間 

 

 

B.モード１の状態である場合 

 

B.1 当直長は，原子炉トリップしゃ断器を

開く。 

速やかに 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（原子炉熱出力） 

第28条 モード１において，原子炉熱出力※１は，表28－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 原子炉熱出力が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，原子炉熱出力について運転管理目標を定め，発電課長に通知するとともに，当

直長は，モード１において，１時間に１回，原子炉熱出力の瞬時値※２および１時間平均値※３を確認

する。 

３ 当直長は，原子炉熱出力が第１項で定める運転上の制限を満足していない※４と判断した場合，表28

－２の措置を講じる｡ 

 

※１：本条における原子炉熱出力とは，蒸気発生器熱出力をいう。 

※２：瞬時値は，プラント計算機により算出される１分値をいう。ただし，プラント計算機の故障等に

より値の確認ができない場合にあっては，出力領域中性子束計装の指示計または記録計の読み値

から換算した値をいう。 

※３：１時間平均値は，プラント計算機により算出される当該１時間の瞬時値の平均値をいう。ただし，

プラント計算機の故障等により値の確認ができない場合にあっては，出力領域中性子束計装の記

録計の読み値から換算した値をいう。 

※４：定期的な機器の切替や原子炉熱出力のゆらぎ等に伴い発生する瞬時値の逸脱は，運転上の制限を

満足していないとはみなさない。 

 

表28－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

原子炉熱出力 1,650MWt以下であること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

原子炉熱出力 2,660MWt以下であること 

 

表28－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉熱出力が運転上の制限を

満足していない場合 

 

A.1 当直長は，運転上の制限を満足するよ

うに原子炉熱出力を下げる措置を 

開始する。 

速やかに 

 

 

 

 

 

（原子炉熱出力） 

第28条 モード１において，原子炉熱出力※１は，表28－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 原子炉熱出力が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，原子炉熱出力について運転管理目標を定め，発電課長に通知するとともに，当

直長は，モード１において，１時間に１回，原子炉熱出力の瞬時値※２および１時間平均値※３を確認

する。 

３ 当直長は，原子炉熱出力が第１項で定める運転上の制限を満足していない※４と判断した場合，表28

－２の措置を講じる｡ 

 

※１：本条における原子炉熱出力とは，蒸気発生器熱出力をいう。 

※２：瞬時値は，プラント計算機により算出される１分値をいう。ただし，プラント計算機の故障等に

より値の確認ができない場合にあっては，出力領域中性子束計装の指示計または記録計の読み値

から換算した値をいう。 

※３：１時間平均値は，プラント計算機により算出される当該１時間の瞬時値の平均値をいう。ただし，

プラント計算機の故障等により値の確認ができない場合にあっては，出力領域中性子束計装の記

録計の読み値から換算した値をいう。 

※４：定期的な機器の切替や原子炉熱出力のゆらぎ等に伴い発生する瞬時値の逸脱は，運転上の制限を

満足していないとはみなさない。 

 

表28－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

原子炉熱出力 1,650MWt以下であること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

原子炉熱出力 2,660MWt以下であること 

 

表28－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.原子炉熱出力が運転上の制限を

満足していない場合 

 

A.1 当直長は，運転上の制限を満足するよ

うに原子炉熱出力を下げる措置を 

開始する。 

速やかに 

 

 
 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（熱流束熱水路係数 (FＱ(Z))) 

第29条 モード１において，FＱ(Z)は，表29－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ FＱ(Z)が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，燃料取替後，原子炉熱出力が75％を超える前までに１回，炉内出力分布測定を

行い，FＱ(Z)を確認し，その結果を発電課長に通知する。その後，原子燃料課長は，モード１におい

て，１ヶ月に１回，炉内出力分布測定を行い，FＱ(Z)を確認する。 

３ 原子燃料課長は，FＱ(Z)が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表29－２

の措置を講じるとともに，当直長および計装計画課長に通知する。通知をうけた当直長および計装計

画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表29－１ 

項  目 運転上の制限 

FＱ(Z) 

 

 

原子炉熱出力が50％を超える場合，2.32/P※１×K(Z)※２以下であ 

ること 

原子炉熱出力が50％以下の場合，4.64×K(Z)以下であること 

※１：Pは，原子炉熱出力の定格に対する割合（以下，本条において同じ） 

※２：K(Z)は，２号炉については図29-1，３号炉については図29-2に示す炉心高さZに依存するFＱ制限  

係数（以下，本条において同じ） 

 

 

（熱流束熱水路係数 (FＱ(Z))) 

第29条 モード１において，FＱ(Z)は，表29－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ FＱ(Z)が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，燃料取替後，原子炉熱出力が75％を超える前までに１回，炉内出力分布測定を

行い，FＱ(Z)を確認し，その結果を発電課長に通知する。その後，安全技術課長は，モード１におい

て，１ヶ月に１回，炉内出力分布測定を行い，FＱ(Z)を確認する。 

３ 安全技術課長は，FＱ(Z)が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表29－２

の措置を講じるとともに，当直長および計装計画課長に通知する。通知をうけた当直長および計装計 

画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表29－１ 

項  目 運転上の制限 

FＱ(Z) 

 

 

原子炉熱出力が50％を超える場合，2.32/P※１×K(Z)※２以下であ 

ること 

原子炉熱出力が50％以下の場合，4.64×K(Z)以下であること 

※１：Pは，原子炉熱出力の定格に対する割合（以下，本条において同じ） 

※２：K(Z)は，２号炉については図29-1，３号炉については図29-2に示す炉心高さ Zに依存する FＱ制限

係数（以下，本条において同じ） 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表29－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.FＱ(Z)が運転上の制限を満足し 

ていない場合  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，FＱ(Z)の運転上の制限の超

過分１％あたり原子炉熱出力を１％以

上下げる。 

および 

A.2 計装計画課長は，軸方向中性子束出力

偏差の許容運転制限範囲をFＱ(Z)の運転

上の制限の超過分（％）だけ下げ，そ

の結果を当直長に通知する。 

および 

A.3 計装計画課長は，FＱ(Z)の運転上の制

限の超過分１％あたり出力領域中性子

束高トリップ設定値を１％以上下げ，

その結果を当直長に通知する。 

および 

A.4 計装計画課長は，FＱ(Z)の運転上の制

限の超過分１％あたり過出力ΔＴトリ

ップ設定値を１％以上下げ，その結果

を当直長に通知する。 

および 

A.5 原子燃料課長は，炉内出力分布測定 

を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の制

限を満足していることを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

15分 

 

 

 

４時間 

 

 

 

 

８時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

 

 

原子炉熱出力が措置 

A.1の制限値を超え

て増加する前 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード２にする 

 

12時間 

 

 

 

 （以下，省略） 

表29－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.FＱ(Z)が運転上の制限を満足し 

ていない場合  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，FＱ(Z)の運転上の制限の超

過分１％あたり原子炉熱出力を１％以

上下げる。 

および 

A.2 計装計画課長は，軸方向中性子束出力

偏差の許容運転制限範囲をFＱ(Z)の運転

上の制限の超過分（％）だけ下げ，そ

の結果を当直長に通知する。 

および 

A.3 計装計画課長は，FＱ(Z)の運転上の制

限の超過分１％あたり出力領域中性子

束高トリップ設定値を１％以上下げ，

その結果を当直長に通知する。 

および 

A.4 計装計画課長は，FＱ(Z)の運転上の制

限の超過分１％あたり過出力ΔＴトリ

ップ設定値を１％以上下げ，その結果

を当直長に通知する。 

および 

A.5 安全技術課長は，炉内出力分布測定 

を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の制

限を満足していることを確認し，その

結果を当直長に通知する。 

15分 

 

 

 

４時間 

 

 

 

 

８時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

 

 

原子炉熱出力が措置 

A.1の制限値を超え

て増加する前 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード２にする 

 

12時間 

 

 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

（核的エンタルピ上昇熱水路係数 (FＮΔＨ)) 

第30条 モード１において，FＮΔＨは，表30－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ FＮΔＨが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，燃料取替後，原子炉熱出力が75％を超える前までに１回，炉内出力分布測定を

行い，FＮΔＨを確認し，その結果を発電課長に通知する。その後，原子燃料課長は，モード１におい

て，１ヶ月に１回，炉内出力分布測定を行い，FＮΔＨを確認する。 

３ 原子燃料課長は，FＮΔＨが第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表30－２

の措置を講じるとともに，当直長および計装計画課長に通知する。通知をうけた当直長および計装計

画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表30－１ 

１．２号炉 

項  目 運転上の制限 

FＮΔＨ 1.60(１+ 0.3(１－P※１))以下であること 

※１：Pは，原子炉熱出力の定格に対する割合（以下，本条において同じ。） 

２．３号炉 

項  目 運転上の制限 

FＮΔＨ 1.64(１+ 0.3(１－P※１))以下であること 

 

 

（核的エンタルピ上昇熱水路係数 (FＮΔＨ)) 

第30条 モード１において，FＮΔＨは，表30－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ FＮΔＨが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，燃料取替後，原子炉熱出力が75％を超える前までに１回，炉内出力分布測定を

行い，FＮΔＨを確認し，その結果を発電課長に通知する。その後，安全技術課長は，モード１におい

て，１ヶ月に１回，炉内出力分布測定を行い，FＮΔＨを確認する。 

３ 安全技術課長は，FＮΔＨが第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表30－２

の措置を講じるとともに，当直長および計装計画課長に通知する。通知をうけた当直長および計装計

画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表30－１ 

１．２号炉 

項  目 運転上の制限 

FＮΔＨ 1.60(１+ 0.3(１－P※１))以下であること 

※１：Pは，原子炉熱出力の定格に対する割合（以下，本条において同じ。） 

２．３号炉 

項  目 運転上の制限 

FＮΔＨ 1.64(１+ 0.3(１－P※１))以下であること 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表30－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A. FＮΔＨが運転上の制限を満足し 

ていない場合※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1.1 当直長は，FＮΔＨの運転上の制限を満

足させる。 

   または 

A.1.2.1 当直長は，原子炉熱出力を50％以

下に下げる。 

    および 

A.1.2.2 計装計画課長は，出力領域中性子

束高トリップ設定値を55％以下に

下げ，その結果を当直長に通知す

る。 

および 

A.2 原子燃料課長は，炉内出力分布測定を

実施し，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の制

限 を 満 足 し て い る こ と を 確 認 

し,その結果を当直長に通知する｡ 

および 

A.3 原子燃料課長は，所定の出力以上に上

昇する前に炉内出力分布測定を実施し

，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の制限を満

足していることを確認し，その結果を

当直長に通知する※３。 

 

 

 

 

４時間 

 

 

４時間 

 

 

８時間 

 

 

 

 

24時間 

 

 

 

 

原子炉熱出力が50％

を超える前 

および 

原子炉熱出力が75％

を超える前 

および 

原子炉熱出力が95％

以上となった後の24

時間以内 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード２にする。 

 

12時間 

 

※２：条件Ａに至った場合は，FＮΔＨが運転上の制限値内に回復しても，A.3の措置を完了しなければな

らない。 

※３：本措置を実施するために，原子炉熱出力を下げる必要はない。 

 

 

 

表30－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A. FＮΔＨが運転上の制限を満足し 

ていない場合※２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1.1 当直長は，FＮΔＨの運転上の制限を満

足させる。 

   または 

A.1.2.1 当直長は，原子炉熱出力を50％以

下に下げる。 

    および 

A.1.2.2 計装計画課長は，出力領域中性子

束高トリップ設定値を55％以下に

下げ，その結果を当直長に通知す

る。 

および 

A.2 安全技術課長は，炉内出力分布測定を

実施し，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の制

限 を 満 足 し て い る こ と を 確 認 

し,その結果を当直長に通知する｡ 

および 

A.3 安全技術課長は，所定の出力以上に上

昇する前に炉内出力分布測定を実施し

，FＮΔＨおよびFＱ(Z)が運転上の制限を満

足していることを確認し，その結果を

当直長に通知する※３。 

 

 

 

 

４時間 

 

 

４時間 

 

 

８時間 

 

 

 

 

24時間 

 

 

 

 

原子炉熱出力が50％

を超える前 

および 

原子炉熱出力が75％

を超える前 

および 

原子炉熱出力が95％

以上となった後の24

時間以内 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード２にする。 

 

12時間 

 

※２：条件Ａに至った場合は，FＮΔＨが運転上の制限値内に回復しても，A.3の措置を完了しなければな 

らない。 

※３：本措置を実施するために，原子炉熱出力を下げる必要はない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（軸方向中性子束出力偏差） 

第31条 モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，軸方向中性子束出力偏差は，表31－１で

定める事項を運転上の制限とする。 

２ 軸方向中性子束出力偏差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，軸方向中性子束出力偏差の目標範囲および許容運転制限範囲を定め，原子炉主

任技術者の確認を得たうえで，所長の承認を得て，発電課長に通知する。 

 (2) 原子燃料課長は，モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，１ヶ月に１回，実測によ

る出力領域の軸方向中性子束出力偏差目標値の評価を行い，その結果を発電課長に通知する。ただ

し，燃料取替終了後，実測による評価を行うまでは，解析による目標値の評価で代替することがで

きる。 

 (3) 当直長は，モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，１週間に１回，軸方向中性子束

出力偏差を確認する。ただし，軸方向中性子束出力偏差制限値超過を検知する警報または軸方向中

性子束出力偏差の異常を検知する警報が動作不能な場合，原子炉熱出力が90％以上のときは15分に

１回，90％未満のときは１時間に１回，軸方向中性子束出力偏差を確認する。 

３ 当直長は，軸方向中性子束出力偏差が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表31－２の措置を講じる｡ 

 

 （以下，省略） 

（軸方向中性子束出力偏差） 

第31条 モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，軸方向中性子束出力偏差は，表31－１で

定める事項を運転上の制限とする。 

２ 軸方向中性子束出力偏差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，軸方向中性子束出力偏差の目標範囲および許容運転制限範囲を定め，原子炉主

任技術者の確認を得たうえで，所長の承認を得て，発電課長に通知する。 

 (2) 安全技術課長は，モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，１ヶ月に１回，実測によ

る出力領域の軸方向中性子束出力偏差目標値の評価を行い，その結果を発電課長に通知する。ただ

し，燃料取替終了後，実測による評価を行うまでは，解析による目標値の評価で代替することがで

きる。 

 (3) 当直長は，モード１（原子炉熱出力が15％を超える）において，１週間に１回，軸方向中性子束

出力偏差を確認する。ただし，軸方向中性子束出力偏差制限値超過を検知する警報または軸方向中

性子束出力偏差の異常を検知する警報が動作不能な場合，原子炉熱出力が90％以上のときは15分に

１回，90％未満のときは１時間に１回，軸方向中性子束出力偏差を確認する。 

３ 当直長は，軸方向中性子束出力偏差が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表31－２の措置を講じる｡ 

 

（以下，省略） 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（1/4炉心出力偏差） 

第32条 モード１（原子炉熱出力が50％を超える）において，1/4炉心出力偏差は，表32－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

２ 1/4炉心出力偏差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す

る。 

 (1) 当直長は，モード１（原子炉熱出力が50％を超える）において，１週間に１回，1/4炉心出力偏差

を確認する。 

   ただし，出力領域上部中性子束偏差大を検知する警報または出力領域下部中性子束偏差大を検知

する警報が動作不能である場合，12時間に１回，1/4炉心出力偏差を確認する。また，出力領域中性

子束計装からの1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，以下により1/4炉心出力偏差を確認す

る。  

(a) 当直長は，原子炉熱出力が75％未満で，出力領域中性子束計装１チャンネルからの1/4炉心出

力偏差への入力が動作不能な場合，１週間に１回，残りの３チャンネルによる計算結果により確

認する。 

   (b) 原子燃料課長は，原子炉熱出力が75％未満で，出力領域中性子束計装２チャンネル以上からの

1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，１週間に１回，炉内出力分布測定結果により確認

し，その結果を当直長に通知する。 

  (c) 原子燃料課長は，原子炉熱出力が75％以上で，出力領域中性子束計装１チャンネル以上からの

1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，12時間に１回，炉内出力分布測定結果により確認

し，その結果を当直長に通知する。 

３ 当直長は，1/4炉心出力偏差が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表32

－２の措置を講じるとともに，原子燃料課長および計装計画課長に通知する。通知をうけた原子燃料

課長および計装計画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表32－１ 

項  目 運転上の制限 

1/4炉心出力偏差 1.02以下であること 

 

 

（1/4炉心出力偏差） 

第32条 モード１（原子炉熱出力が50％を超える）において，1/4炉心出力偏差は，表32－１で定める事

項を運転上の制限とする。 

２ 1/4炉心出力偏差が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す 

る。 

 (1) 当直長は，モード１（原子炉熱出力が50％を超える）において，１週間に１回，1/4炉心出力偏差

を確認する。 

   ただし，出力領域上部中性子束偏差大を検知する警報または出力領域下部中性子束偏差大を検知

する警報が動作不能である場合，12時間に１回，1/4炉心出力偏差を確認する。また，出力領域中性

子束計装からの1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，以下により1/4炉心出力偏差を確認す

る。  

(a) 当直長は，原子炉熱出力が75％未満で，出力領域中性子束計装１チャンネルからの1/4炉心出 

力偏差への入力が動作不能な場合，１週間に１回，残りの３チャンネルによる計算結果により確

認する。 

   (b) 安全技術課長は，原子炉熱出力が75％未満で，出力領域中性子束計装２チャンネル以上からの

1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，１週間に１回，炉内出力分布測定結果により確認 

し，その結果を当直長に通知する。 

  (c) 安全技術課長は，原子炉熱出力が75％以上で，出力領域中性子束計装１チャンネル以上からの

1/4炉心出力偏差への入力が動作不能な場合，12時間に１回，炉内出力分布測定結果により確認 

し，その結果を当直長に通知する。 

３ 当直長は，1/4炉心出力偏差が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表32

－２の措置を講じるとともに，安全技術課長および計装計画課長に通知する。通知をうけた安全技術

課長および計装計画課長は，同表の措置を講じる。 

 

表32－１ 

項  目 運転上の制限 

1/4炉心出力偏差 1.02以下であること 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表32－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.1/4炉心出力偏差が運転上の制

限を満足していない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，1/4炉心出力偏差の1.00から

の超過分1％あたり，原子炉熱出力を

100％から３％以上下げる。 

および 

A.2 当直長は，1/4炉心出力偏差を確認 

し，A.1措置後の状態からさらに増加す

る傾向にある場合は，再度A.1の措置を

講じる。 

および 

A.3 原子燃料課長は，炉内出力分布測定 

  を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の 

  制限を満足していることを確認し， 

  その結果を当直長に通知する。 

および 

A.4 原子燃料課長は，安全解析の再評価 

  を行い，その結果が運転期間を通じ 

  て有効であることを確認し，その結 

  果を当直長に通知する。 

および 

A.5 計装計画課長は，1/4炉心出力偏差をな

くすように出力領域中性子束計装を調

整し，その結果を当直長に通知する※１

。 

および 

A.6 原子燃料課長は，炉内出力分布測定 

  を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の 

  制限を満足していることを確認し， 

  その結果を当直長に通知する※２。 

 

 

 

 

２時間 

 

 

 

12時間 

その後の12時間に１

回 

 

 

24時間 

その後の１週間に１

回 

 

 

原子炉熱出力がA.1

の措置で制限される

値を超える前 

 

 

原子炉熱出力がA.1 

の措置で制限される

値を超える前 

 

 

原子炉熱出力100％ 

到達後の24時間以内

または 

原子炉熱出力がA.1 

の措置で制限される

値を超えた後の48時

間以内 

のいずれか早い方 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

４時間 

 

※１：A.5の措置は，A.4の措置が完了後に実施すること 

※２：条件Aに至った場合は，1/4炉心出力偏差が制限値内に回復しても，A.6の措置を完了しなければな

らない。 

 

 

表32－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.1/4炉心出力偏差が運転上の制

限を満足していない場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，1/4炉心出力偏差の1.00から

の超過分1％あたり，原子炉熱出力を

100％から３％以上下げる。 

および 

A.2 当直長は，1/4炉心出力偏差を確認 

し，A.1措置後の状態からさらに増加す

る傾向にある場合は，再度A.1の措置を

講じる。 

および 

A.3 安全技術課長は，炉内出力分布測定  

を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の 

制限を満足していることを確認し，  

その結果を当直長に通知する。 

および 

A.4 安全技術課長は，安全解析の再評価  

を行い，その結果が運転期間を通じ  

て有効であることを確認し，その結  

果を当直長に通知する。 

および 

A.5 計装計画課長は，1/4炉心出力偏差をな

くすように出力領域中性子束計装を調

整し，その結果を当直長に通知する※１

。 

および 

A.6 安全技術課長は，炉内出力分布測定  

を行い，FＱ(Z)およびFＮΔＨが運転上の 

制限を満足していることを確認し，  

その結果を当直長に通知する※２。 

 

 

 

 

２時間 

 

 

 

12時間 

その後の12時間に１

回 

 

 

24時間 

その後の１週間に１

回 

 

 

原子炉熱出力がA.1 

の措置で制限される

値を超える前 

 

 

原子炉熱出力がA.1 

の措置で制限される

値を超える前 

 

 

原子炉熱出力100％ 

到達後の24時間以内

または 

原子炉熱出力がA.1 

の措置で制限される

値を超えた後の48時

間以内 

のいずれか早い方 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，原子炉熱出力を50％以下に

下げる。 

４時間 

 

※１：A.5の措置は，A.4の措置が完了後に実施すること 

※２：条件Aに至った場合は，1/4炉心出力偏差が制限値内に回復しても，A.6の措置を完了しなければな

らない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（計測および制御設備） 

第33条 次の計測および制御設備は，表33－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 (1) 原子炉保護系計装 

 (2) 工学的安全施設等作動計装 

 (3) 事故時監視計装 

 (4) 非常用ディーゼル発電機起動計装 

 (5) 中央制御室換気系隔離計装 

 (6) 中央制御室外原子炉停止装置 

 (7) 燃料落下および燃料取扱建屋空気浄化系計装 

２ 計測および制御設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施

する。 

 (1) 原子燃料課長，当直長，電気計画課長および計装計画課長は，表33－２から表33－８で定める確

認事項を実施する。また，原子燃料課長，電気計画課長および計装計画課長は，その結果を発電課

長または当直長に通知する。 

３ 当直長，電気計画課長および計装計画課長は，計測および制御設備が第１項で定める運転上の制限

を満足していないと判断した場合，表33－２から表33－８の措置を講じるとともに，必要に応じ，関

係各課長へ通知する。通知をうけた関係各課長は，同表に定める措置を講じる。 

 

表33－１ 

項  目 運転上の制限 

第１項で定める計測および制御

設備 

表33－２から表33－８に定める所要チャンネル数，系統数および機

能がそれぞれの適用モードにおいて動作可能※１であること 

※１：本条における動作可能とは，当該計測および制御設備に期待されている機能が達成されている場

合をいう。また，本条における動作不能とは，特に定めのある場合を除き，点検・修理のために

当該チャンネルもしくは論理回路をバイパスする場合，または不動作の場合をいう。動作信号を

出力させている状態，または誤動作により動作信号を出力している状態は，動作可能とみなす。 

 

 （中略） 

（計測および制御設備） 

第33条 次の計測および制御設備は，表33－１で定める事項を運転上の制限とする。 

 (1) 原子炉保護系計装 

 (2) 工学的安全施設等作動計装 

 (3) 事故時監視計装 

 (4) 非常用ディーゼル発電機起動計装 

 (5) 中央制御室換気系隔離計装 

 (6) 中央制御室外原子炉停止装置 

 (7) 燃料落下および燃料取扱建屋空気浄化系計装 

２ 計測および制御設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施

する。 

 (1) 安全技術課長，当直長，電気計画課長および計装計画課長は，表33－２から表33－８で定める確

認事項を実施する。また，安全技術課長，電気計画課長および計装計画課長は，その結果を発電課

長または当直長に通知する。 

３ 当直長，電気計画課長および計装計画課長は，計測および制御設備が第１項で定める運転上の制限

を満足していないと判断した場合，表33－２から表33－８の措置を講じるとともに，必要に応じ，関

係各課長へ通知する。通知をうけた関係各課長は，同表に定める措置を講じる。 

 

表33－１ 

項  目 運転上の制限 

第１項で定める計測および制御

設備 

表33－２から表33－８に定める所要チャンネル数，系統数および機

能がそれぞれの適用モードにおいて動作可能※１であること 

※１：本条における動作可能とは，当該計測および制御設備に期待されている機能が達成されている場

合をいう。また，本条における動作不能とは，特に定めのある場合を除き，点検・修理のために

当該チャンネルもしくは論理回路をバイパスする場合，または不動作の場合をいう。動作信号を

出力させている状態，または誤動作により動作信号を出力している状態は，動作可能とみなす。 

 

 （中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 備考 

表33－２(1)つづき                                                                       
 

 
         機    能 

設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

２号炉     条  件 

７．１次冷却材 
  可変温度高 

過大温度 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

過出力 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

８．加圧器圧力    低  12.84MPa[gage]以上   モード１ 
 （P-7以上） 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

   高  16.61MPa[gage]以下 モード１およ 
び２ 

  ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※15：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスすることができる。 

この場合，バイパスしたチャンネルを動作不能とはみなさない。 
※16：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスする措置を行うこ 
   とができる。 
 
 
（中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※１６ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

炉内外核計装照合校正 
を実施する。 

燃料取替後， 
原子炉熱出力 
が70％以上と 
なって48時間 
以内に１回 
および 
炉内出力分布 
測定結果と軸 
方向中性子束 
出力偏差の差 
が±３％を超 
える場合 

原子燃料課長 
および 

計装計画課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※１６ 

  ６時間 

炉内出力分布測定結果 
と軸方向中性子束出力 
偏差の差を比較する。 

１ヶ月に１回 原子燃料課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する。※１６ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

B.1 当直長は，P-7未満にする。   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する。※１６ 

  ６時間 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
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変更後 備考 

表33－２(1)つづき                                                                       
 

 
         機    能 

設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

２号炉     条  件 

７．１次冷却材 
  可変温度高 

過大温度 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

過出力 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

８．加圧器圧力    低  12.84MPa[gage]以上   モード１ 
 （P-7以上） 

   ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

   高  16.61MPa[gage]以下 モード１およ 
び２ 

  ４※１５ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※15：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスすることができる。 

この場合，バイパスしたチャンネルを動作不能とはみなさない。 
※16：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスする措置を行うこ 
   とができる。 
 

（中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※１６ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

炉内外核計装照合校正 
を実施する。 

燃料取替後， 
原子炉熱出力 
が70％以上と 
なって48時間 
以内に１回 
および 
炉内出力分布 
測定結果と軸 
方向中性子束 
出力偏差の差 
が±３％を超 
える場合 

安全技術課長 
および 

計装計画課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※１６ 

  ６時間 

炉内出力分布測定結果 
と軸方向中性子束出力 
偏差の差を比較する。 

１ヶ月に１回 安全技術課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する。※１６ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

B.1 当直長は，P-7未満にする。   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する。※１６ 

  ６時間 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 

 

 

35



 

変更前 備考 

表33－２(2)つづき 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

       ３号炉     条  件 

７．１次冷却材 
  可変温度高 

過大温度 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

過出力 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
  い場合 

８．原子炉圧力    低  12.73MPa[gage]以上   モード１ 
 （P-7以上） 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

   高  16.61MPa[gage]以下 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※34：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスすることができる。 
   この場合，バイパスしたチャンネルを動作不能とはみなさない。 
※35：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスする措置を行うこ 
   とができる。 
 

 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

炉内外核計装照合校正 
を実施する。 

燃料取替後， 
原子炉熱出力 
が70％以上と 
なって48時間 
以内に１回 
および 
炉内出力分布 
測定結果と軸 
方向中性子束 
出力偏差の差 
が±３％を超 
える場合 

原子燃料課長 
および 

計装計画課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 

炉内出力分布測定結果 
と軸方向中性子束出力 
偏差の差を比較する。 

１ヶ月に１回 原子燃料課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

B.1 当直長は，P-7未満にする。   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
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変更後 備考 

表33－２(2)つづき 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

       ３号炉     条  件 

７．１次冷却材 
  可変温度高 

過大温度 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

過出力 
 ΔＴ高 

 第34条の設定範囲内 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
  い場合 

８．原子炉圧力    低  12.73MPa[gage]以上   モード１ 
 （P-7以上） 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

   高  16.61MPa[gage]以下 モード１およ 
び２ 

   ４※３４ A.１チャンネル 
 バイパスした 
 チャンネルを 
 除く 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※34：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスすることができる。 
   この場合，バイパスしたチャンネルを動作不能とはみなさない。 
※35：残り３チャンネルが動作可能であることを条件に，１チャンネルをバイパスする措置を行うこ 
   とができる。 

 

 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

炉内外核計装照合校正 
を実施する。 

燃料取替後， 
原子炉熱出力 
が70％以上と 
なって48時間 
以内に１回 
および 
炉内出力分布 
測定結果と軸 
方向中性子束 
出力偏差の差 
が±３％を超 
える場合 

安全技術課長 
および 

計装計画課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 

炉内出力分布測定結果 
と軸方向中性子束出力 
偏差の差を比較する。 

１ヶ月に１回 安全技術課長 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 
動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 設定値確認および機能 
検査を実施する。 

 定期検査時 計装計画課長 

動作不能でないことを 
指示値により確認する 

 １日に１回    当直長 

B.1 当直長は，P-7未満にする。   12時間 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に
    する。※３５ 

  ６時間 

B.1 当直長は，モード３にする｡   12時間 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 備考 

表33－６(1)中央制御室換気系隔離計装（２号炉） 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

２号炉     条  件 

１．中央制御室換気系隔離 
  作動論理回路 

         － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

所要の中 
央制御室 
非常用循 
環系につ 
き２系統 

A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて条件Ａ 
  またはＢの措 
 置を完了時間 
 内に達成でき 
 ない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

２．手動起動          － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

所要の中 
央制御室 
非常用循 
環系につ
き２ 

A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて，条件 
 ＡまたはＢの 
 措置を完了時 
 間内に達成で 
 きない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

３．非常用炉心冷却系作動  表33－３(1)機能１．非常用炉心冷却系作動を参照 

 
※72：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 
 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または原子燃料課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７２ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または原子燃料課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７２ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 
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変更後 備考 

表33－６(1)中央制御室換気系隔離計装（２号炉） 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

２号炉     条  件 

１．中央制御室換気系隔離 
  作動論理回路 

         － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

所要の中 
央制御室 
非常用循 
環系につ 
き２系統 

A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて条件Ａ 
  またはＢの措 
 置を完了時間 
 内に達成でき 
 ない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

２．手動起動          － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

所要の中 
央制御室 
非常用循 
環系につ
き２ 

A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて，条件 
 ＡまたはＢの 
 措置を完了時 
 間内に達成で 
 きない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

３．非常用炉心冷却系作動  表33－３(1)機能１．非常用炉心冷却系作動を参照 

 
※72：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 

 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または安全技術課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７２ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

A.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または安全技術課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７２ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 備考 

表33－６(2)中央制御室換気系隔離計装（３号炉） 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

       ３号炉     条  件 

１．中央制御室換気系隔離 
  作動論理回路 

         － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

 ２系統 A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて条件Ａ 
  またはＢの措 
 置を完了時間 
 内に達成でき 
 ない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

２．手動起動          － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

  ２ A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて，条件 
 ＡまたはＢの 
 措置を完了時 
 間内に達成で 
 きない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

３．非常用炉心冷却系作動 表33－３(2)機能１．非常用炉心冷却系作動を参照 
 
※73：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または原子燃料課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７３ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

A.1 計装計画課長は，当該チャ  
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または原子燃料課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７３ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 
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変更後 備考 

表33－６(2)中央制御室換気系隔離計装（３号炉） 
 

 
         機    能 

       設定値  
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

       ３号炉     条  件 

１．中央制御室換気系隔離 
  作動論理回路 

         － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

 ２系統 A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて条件Ａ 
  またはＢの措 
 置を完了時間 
 内に達成でき 
 ない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

２．手動起動          － モード１， 
２，３，４ 
および使用済 
燃料ピットで 
の照射済燃料 
移動中 

  ２ A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

C.モード１，２, 
 ３および４に 
 おいて，条件 
 ＡまたはＢの 
 措置を完了時 
 間内に達成で 
 きない場合 

D.使用済燃料ピ 
 ットでの照射 
 済燃料移動中 
 において，条 
 件ＡまたはＢ 
 の措置を完了 
 時間内に達成 
 できない場合 

３．非常用炉心冷却系作動 表33－３(2)機能１．非常用炉心冷却系作動を参照 
 
※73：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 （中略） 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該系統 
    を動作可能な状態にする。 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または安全技術課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７３ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

A.1 計装計画課長は，当該チャ  
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   30日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 計装計画課長は，当該チャ 
    ンネルを動作可能な状態に 
    する｡ 

   10日 

C.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 

 速やかに 

D.1 当直長は，中央制御室非常 
  用給気ファンを起動させる｡ 
または 
D.2 当直長または安全技術課長
  は，照射済燃料の移動を中
  止する。※７３ 

 速やかに 
 
 
 速やかに 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 備考 

表33－８ 燃料落下および燃料取扱建屋空気浄化系計装（３号炉） 
 

 
                    機    能 

 
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

    条 件 

１．燃料取扱棟空気浄化系作動論理回路 使用済燃料ピ 
ットでの照射 
済燃料移動中 
 
ただし，照射 
終了後，所定 
の期間を経過 
した照射済燃 
料を取り扱う 
場合は除く。 

 ２系統 A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 
  または 
 条件Ａの措置 
  を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

２．燃料落下検知 使用済燃料ピ 
ットでの照射 
済燃料移動中 
 
ただし，照射 
終了後，所定 
の期間を経過 
した照射済燃 
料を取り扱う 
場合は除く。 

  ２ A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 
 または 
 条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※76：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 
 
 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台が運転可能な状 
  態であることを確認する。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

  10日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台を運転状態とす 
  る。 
または 
B.2 当直長または原子燃料課長
  は，使用済燃料ピットでの
  照射済燃料の移動を中止す 

る。※７６ 

 速やかに 
 
 
 
 速やかに 

A.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台が運転可能な状 
  態であることを確認する。 

  10日 機能検査を実施する。  定期検査時 電気計画課長 

B.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台を運転状態とす 
  る。 
または 
B.2 当直長または原子燃料課長
  は，使用済燃料ピットでの
  照射済燃料の移動を中止す 
  る。※７６ 

 速やかに 
 
 
 
 速やかに 
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変更後 備考 

表33－８ 燃料落下および燃料取扱建屋空気浄化系計装（３号炉） 
 

 
                    機    能 

 
 適用モード 

所要チャ 
ンネル・ 
系統数 

     所要チャン 

    条 件 

１．燃料取扱棟空気浄化系作動論理回路 使用済燃料ピ 
ットでの照射 
済燃料移動中 
 
ただし，照射 
終了後，所定 
の期間を経過 
した照射済燃 
料を取り扱う 
場合は除く。 

 ２系統 A.１系統が動作 
 不能である場 
 合 

B.２系統が動作 
 不能である場 
 合 
  または 
 条件Ａの措置 
  を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

２．燃料落下検知 使用済燃料ピ 
ットでの照射 
済燃料移動中 
 
ただし，照射 
終了後，所定 
の期間を経過 
した照射済燃 
料を取り扱う 
場合は除く。 

  ２ A.１チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 

B.２チャンネル 
 が動作不能で 
 ある場合 
 または 
 条件Ａの措置 
 を完了時間内 
 に達成できな 
 い場合 

 
※76：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
 
 

 
 

 ネル・系統数を満足できない場合の措置 確認事項 

       要求される措置  完了時間        項 目    頻 度    担 当 

A.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台が運転可能な状 
  態であることを確認する。 
    ただし，残りの系統が正常 
  な状態であることを確認の 
    うえ，作業のため当該系統 
  のバイパスを行うことがで 
  きる。 

  10日 機能検査を実施する。  定期検査時 計装計画課長 

B.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台を運転状態とす 
  る。 
または 
B.2 当直長または安全技術課長
  は，使用済燃料ピットでの
  照射済燃料の移動を中止す 

る。※７６ 

 速やかに 
 
 
 
 速やかに 

A.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台が運転可能な状 
  態であることを確認する。 

  10日 機能検査を実施する。  定期検査時 電気計画課長 

B.1 当直長は，アニュラス排気 
  ファン１台を運転状態とす 
  る。 
または 
B.2 当直長または安全技術課長
  は，使用済燃料ピットでの
  照射済燃料の移動を中止す 
  る。※７６ 

 速やかに 
 
 
 
 速やかに 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（１次冷却材中のよう素131濃度） 

第49条 モード１，２および３（１次冷却材温度が260 ℃以上）において，１次冷却材中のよう素131濃

度は，表49－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ １次冷却材中のよう素131濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

 (1) 原子燃料課長は，モード１，２および３（１次冷却材温度が260 ℃以上）において，１週間に１

回，１次冷却材中のよう素131濃度を確認する。 

３ 原子燃料課長は，１次冷却材中のよう素131濃度が，第１項で定める運転上の制限を満足していない

と判断した場合，当直長に通知する。通知をうけた当直長は，表49－２の措置を講じる。 

 

表49－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

１次冷却材中のよう素131濃度 5.1×10４Bq/cm３以下であること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

１次冷却材中のよう素131濃度 3.2×10４Bq/cm３以下であること 

 

表49－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.１次冷却材中のよう素131の濃

度が運転上の制限を満足してい

ない場合 

A.1 当直長は，１次冷却材中のよう素131 

    濃度の運転上の制限を満足させる。 

48時間 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード３にし，１次冷却材

温度を260℃未満にする。 

12時間 

 

 

 

 

（１次冷却材中のよう素131濃度） 

第49条 モード１，２および３（１次冷却材温度が260 ℃以上）において，１次冷却材中のよう素131濃

度は，表49－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ １次冷却材中のよう素131濃度が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次

号を実施する。 

 (1) 安全技術課長は，モード１，２および３（１次冷却材温度が260 ℃以上）において，１週間に１

回，１次冷却材中のよう素131濃度を確認する。 

３ 安全技術課長は，１次冷却材中のよう素131濃度が，第１項で定める運転上の制限を満足していない

と判断した場合，当直長に通知する。通知をうけた当直長は，表49－２の措置を講じる。 

 

表49－１ 

1.２号炉 

項  目 運転上の制限 

１次冷却材中のよう素131濃度 5.1×10４Bq/cm３以下であること 

2.３号炉 

項  目 運転上の制限 

１次冷却材中のよう素131濃度 3.2×10４Bq/cm３以下であること 

 

表49－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.１次冷却材中のよう素131の濃度

が運転上の制限を満足していな

い場合 

A.1 当直長は，１次冷却材中のよう素131  

濃度の運転上の制限を満足させる。 

48時間 

 

 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合 

B.1 当直長は，モード３にし，１次冷却材

温度を260℃未満にする。 

12時間 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（中央制御室非常用循環系） 
第69条 モード１，２，３，４および使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，中央制御室非

常用循環系は，表69－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 中央制御室非常用循環系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

 (1) 機械計画第一課長は，定期検査時に，中央制御室非常用給気フィルタのよう素除去効率（総合除

去効率）が表69－２に定める値であることを確認し，その結果を発電課長に通知する。 

 (2) 発電課長は，定期検査時に，中央制御室非常用給気ファンが模擬信号により起動すること，およ

び自動作動ダンパが正しい位置に作動することを確認する。 

 (3) 当直長は，モード１，２，３，４および使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，１ヶ

月に１回，中央制御室あたり２台の中央制御室非常用給気ファンについて，ファンを起動し，動作

可能であることを確認する。 

３ 当直長は，中央制御室非常用循環系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表69－３の措置を講じるとともに，原子燃料課長による使用済燃料ピットでの照射済燃料の移動

を中止する必要がある場合は，原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置

を講じる。 

 

表69－１ 

項  目 運転上の制限 

中央制御室非常用循環系※１ 中央制御室あたり２系統が動作可能であること 

※１：３号炉の中央制御室非常用循環系が動作不能時は，第84条（表84－17）の運転上の制限も確認す

る。 

 

表69－２ 

項  目 

 

よう素除去効率（総合除去効率） 

２号炉 ３号炉 

中央制御室非常用給気フィルタ 95％以上 

 

表69－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.中央制御室非常用循環系１系統

が動作不能である場合 

A.1 当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する。 

30日 

 

B.中央制御室非常用循環系のすべ

ての系統が動作不能である場合 

B.1 当直長は，少なくとも１系統を動作可

能な状態に復旧する。 

10日 

 

C.モード１，２，３および４にお

いて，条件ＡまたはＢの措置を

完了時間内に達成できない場合 

C.1 当直長は，モード３にする。 

および 

C.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

D.使用済燃料ピットでの照射済燃

料移動中において，条件Ａまた

はＢの措置を完了時間内に達成

できない場合 

D.1 当直長または原子燃料課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する※２。 

 

速やかに 

 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

（中央制御室非常用循環系） 
第69条 モード１，２，３，４および使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，中央制御室非

常用循環系は，表69－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 中央制御室非常用循環系が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各

号を実施する。 

 (1) 機械計画第一課長は，定期検査時に，中央制御室非常用給気フィルタのよう素除去効率（総合除

去効率）が表69－２に定める値であることを確認し，その結果を発電課長に通知する。 

 (2) 発電課長は，定期検査時に，中央制御室非常用給気ファンが模擬信号により起動すること，およ

び自動作動ダンパが正しい位置に作動することを確認する。 

 (3) 当直長は，モード１，２，３，４および使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，１ヶ

月に１回，中央制御室あたり２台の中央制御室非常用給気ファンについて，ファンを起動し，動作

可能であることを確認する。 

３ 当直長は，中央制御室非常用循環系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表69－３の措置を講じるとともに，安全技術課長による使用済燃料ピットでの照射済燃料の移動

を中止する必要がある場合は，安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置

を講じる。 

 

表69－１ 

項  目 運転上の制限 

中央制御室非常用循環系※１ 中央制御室あたり２系統が動作可能であること 

※１：３号炉の中央制御室非常用循環系が動作不能時は，第84条（表84－17）の運転上の制限も確認す

る。 

 

表69－２ 

項  目 

 

よう素除去効率（総合除去効率） 

２号炉 ３号炉 

中央制御室非常用給気フィルタ 95％以上 

 

表69－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.中央制御室非常用循環系１系統

が動作不能である場合 

A.1 当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する。 

30日 

 

B.中央制御室非常用循環系のすべ

ての系統が動作不能である場合 

B.1 当直長は，少なくとも１系統を動作可

能な状態に復旧する。 

10日 

 

C.モード１，２，３および４におい

て，条件ＡまたはＢの措置を完了

時間内に達成できない場合 

C.1 当直長は，モード３にする。 

および 

C.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

D.使用済燃料ピットでの照射済燃

料移動中において，条件Ａまたは

Ｂの措置を完了時間内に達成で

きない場合 

D.1 当直長または安全技術課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する※２。 

 

速やかに 

 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（燃料取扱建屋空気浄化系）

第71条 使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，３号炉の燃料取扱建屋空気浄化系は，表71

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 燃料取扱建屋空気浄化系が運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

(1) 発電課長は，定期検査時に，アニュラス排気ファンが模擬信号により起動すること，および自動

作動ダンパが正しい位置に作動することを確認する。

(2) 当直長は，使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，１ヶ月に１回，２台のアニュラス

排気ファンについて，ファンを起動し，動作可能であることを確認する。

３ 当直長は，燃料取扱建屋空気浄化系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表71－２の措置を講じるとともに，原子燃料課長による使用済燃料ピットでの照射済燃料の移動

を中止する必要がある場合は，原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置

を講じる。 

表71－１ 

項 目 運転上の制限 

燃料取扱建屋空気浄化系 ２系統が動作可能であること※１ 

※１：照射終了後の所定期間を経過した照射済燃料を取扱う場合，運転上の制限を適用しない。なお，

所定期間については，原子燃料課長があらかじめ定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

表71－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.燃料取扱建屋空気浄化系１系統

が動作不能である場合

A.1 当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する。 

および 

A.2 当直長は，残りの系統のファンを起動

し，動作可能であることを確認する。 

10日 

４時間 

その後の８時間に１

回 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合

B.1.1 当直長は，残りの系統のファンを運

転状態にする。 

および 

B.1.2 当直長は，残りの系統のファンにつ

いて，運転状態により動作可能であ

ることを確認する。 

または 

B.2 当直長または原子燃料課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する※２。 

速やかに 

８時間に１回 

速やかに 

C.燃料取扱建屋空気浄化系のすべ

ての系統が動作不能である場合

C.1 当直長または原子燃料課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する。 

速やかに 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。（以下，本条において同じ。）

（燃料取扱建屋空気浄化系） 

第71条 使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，３号炉の燃料取扱建屋空気浄化系は，表71

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 燃料取扱建屋空気浄化系が運転上の制限を満足していることを確認するため，次の各号を実施する。 

(1) 発電課長は，定期検査時に，アニュラス排気ファンが模擬信号により起動すること，および自動

作動ダンパが正しい位置に作動することを確認する。

(2) 当直長は，使用済燃料ピットでの照射済燃料移動中において，１ヶ月に１回，２台のアニュラス

排気ファンについて，ファンを起動し，動作可能であることを確認する。

３ 当直長は，燃料取扱建屋空気浄化系が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場

合，表71－２の措置を講じるとともに，安全技術課長による使用済燃料ピットでの照射済燃料の移動

を中止する必要がある場合は，安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置

を講じる。 

表71－１ 

項 目 運転上の制限 

燃料取扱建屋空気浄化系 ２系統が動作可能であること※１ 

※１：照射終了後の所定期間を経過した照射済燃料を取扱う場合，運転上の制限を適用しない。なお，

所定期間については，安全技術課長があらかじめ定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の

承認を得る。 

表71－２ 

条 件 要求される措置 完了時間 

A.燃料取扱建屋空気浄化系１系統

が動作不能である場合

A.1 当直長は，当該系統を動作可能な状態

に復旧する。 

および 

A.2 当直長は，残りの系統のファンを起動

し，動作可能であることを確認する。 

10日 

４時間 

その後の８時間に１

回 

B.条件Ａの措置を完了時間内に達

成できない場合

B.1.1 当直長は，残りの系統のファンを運

転状態にする。 

および 

B.1.2 当直長は，残りの系統のファンにつ

いて，運転状態により動作可能であ

ることを確認する。 

または 

B.2 当直長または安全技術課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する※２。 

速やかに 

８時間に１回 

速やかに 

C.燃料取扱建屋空気浄化系のすべ

ての系統が動作不能である場合

C.1 当直長または安全技術課長は，使用済

燃料ピットでの照射済燃料の移動を中

止する。 

速やかに 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。（以下，本条において同じ。） 

組織変更に伴う変更

（以下，本頁におい

て同じ）
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変更前 変更後 備考 

（外部電源（２号炉） －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第72条の２ ２号炉について，モード５，６および照射済燃料移動中において，外部電源は，表72の２

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 外部電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。  

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，所要の非常用高圧母

線に電力供給が可能な外部電源１系列以上の電圧が確立していることを確認する。 

３ 当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表72の２－

２の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は,原子

燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

表72の２－１ 

項  目 運転上の制限 

外部電源 

 

所要の非常用高圧母線に電力供給が可能な外部電源１系列以上

が動作可能であること※１ 

※１：送電線事故の瞬停時は，運転上の制限を適用しない。 

 

表72の２－２  

条  件 要求される措置 完了時間 

A.すべての外部電源が動作不能で

ある場合 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または原子燃料課長は，照射済

燃料の移動を中止する※２。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃 

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，動作不能となっている外 

部電源の少なくとも１系列を動作可能

な状態に復旧する措置を開始する｡ 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

（外部電源（２号炉） －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第72条の２ ２号炉について，モード５，６および照射済燃料移動中において，外部電源は，表72の２

－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 外部電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。  

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，所要の非常用高圧母

線に電力供給が可能な外部電源１系列以上の電圧が確立していることを確認する。 

３ 当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表72の２－

２の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は,安全

技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表72の２－１ 

項  目 運転上の制限 

外部電源 

 

所要の非常用高圧母線に電力供給が可能な外部電源１系列以上 

が動作可能であること※１ 

※１：送電線事故の瞬停時は，運転上の制限を適用しない。 

 

表72の２－２  

条  件 要求される措置 完了時間 

A.すべての外部電源が動作不能で

ある場合 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または安全技術課長は，照射済

燃料の移動を中止する※２。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃  

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，動作不能となっている外  

部電源の少なくとも１系列を動作可能

な状態に復旧する措置を開始する｡ 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（外部電源（３号炉）） 

第72条の３ ３号炉について，モード１，２，３，４，５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵

している期間において，外部電源※１は，表72の３－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 外部電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード１，２，３，４，５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間

において，１週間に１回，所要の非常用高圧母線に電力供給可能な外部電源３回線以上の電圧が確

立していること，および１回線以上は他の回線に対して独立性を有していることを確認する。 

変圧器１次側において１相開放を検知した場合，故障箇所の隔離または非常用母線を健全な電源

から受電できるよう切替を実施する。 

３ 当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表72の３－

２の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，原

子燃料課長に通知する。通知を受けた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

※１：外部電源とは，電力系統からの電力を第78条および第79条で要求される非常用高圧母線に供給す

る設備をいう。（以下，本条において同じ。） 
 

表72の３－１ 

項  目 運転上の制限 

外部電源 (1)３回線※２以上が動作可能であること※３ 

(2)(1)の外部電源のうち，１回線以上は他の回線に対して独立性

を有していること※４※５ 

※２：外部電源の回線数は，当該原子炉に対する個々の非常用高圧母線すべてに対して電力供給するこ

とができる発電所外からの送電線の回線数とする。（以下，本条において同じ。） 

※３：送電線事故の瞬停時は，運転上の制限を適用しない。 

※４：独立性を有するとは，「送電線の上流において１つの変電所または開閉所のみに連系しないこと」

をいう。 

※５：１つの変電所または開閉所のルートにより供給または受電している場合であっても，設備構成と

して，別ルートでの連系が可能な状態であれば，独立性を有しているとみなすことができる。 

 

 （中略） 

（外部電源（３号炉）） 

第72条の３ ３号炉について，モード１，２，３，４，５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵

している期間において，外部電源※１は，表72の３－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 外部電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード１，２，３，４，５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間

において，１週間に１回，所要の非常用高圧母線に電力供給可能な外部電源３回線以上の電圧が確

立していること，および１回線以上は他の回線に対して独立性を有していることを確認する。 

変圧器１次側において１相開放を検知した場合，故障箇所の隔離または非常用母線を健全な電源

から受電できるよう切替を実施する。 

３ 当直長は，外部電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表72の３－

２の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，安

全技術課長に通知する。通知を受けた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

※１：外部電源とは，電力系統からの電力を第78条および第79条で要求される非常用高圧母線に供給す

る設備をいう。（以下，本条において同じ。） 
 

表72の３－１ 

項  目 運転上の制限 

外部電源 (1)３回線※２以上が動作可能であること※３ 

(2)(1)の外部電源のうち，１回線以上は他の回線に対して独立性

を有していること※４※５ 

※２：外部電源の回線数は，当該原子炉に対する個々の非常用高圧母線すべてに対して電力供給するこ

とができる発電所外からの送電線の回線数とする。（以下，本条において同じ。） 

※３：送電線事故の瞬停時は，運転上の制限を適用しない。 

※４：独立性を有するとは，「送電線の上流において１つの変電所または開閉所のみに連系しないこと」

をいう。 

※５：１つの変電所または開閉所のルートにより供給または受電している場合であっても，設備構成と

して，別ルートでの連系が可能な状態であれば，独立性を有しているとみなすことができる。 

 

 （中略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

表72の３－２（続き） 

条  件 要求される措置 完了時間 

E.動作可能な外部電源が１回線で

ある場合 

および 

非常用ディーゼル発電機１基が

動作不能である場合※６ 

E.1 当直長は，動作不能となっている外 

部電源１回線または非常用ディーゼル

発電機１基を復旧する。 

12時間 

 

F.すべての外部電源が動作不能で

ある場合 

F.1 当直長は，動作不能となっている外 

部電源の少なくとも１回線を動作可能

な状態に復旧する。 

24時間 

 

G.モード１，２，３および４にお

いて，条件Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ 

またはＦの措置を完了時間内に

達成できない場合 

G.1 当直長は，モード３にする。 

および 

G.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

 

H.モード５，６および使用済燃料

ピットに燃料体を貯蔵している

期間において，条件Ａ，Ｂ，Ｃ，

Ｄ，ＥまたはＦの措置を完了時

間内に達成できない場合 

 

 

 

 

 

 

 

H.1 当直長または原子燃料課長は，照射済

燃料移動中の場合は，照射済燃料の移

動を中止する※７。 

および 

H.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃 

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

H.3 当直長は，１次冷却系の水抜きを行 

っている場合は，水抜きを中止する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※６：モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間においては，非常用ディーゼ

ル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，所要の電力供給が

可能なものをいう。 

※７：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

表72の３－２（続き） 

条  件 要求される措置 完了時間 

E.動作可能な外部電源が１回線で

ある場合 

および 

非常用ディーゼル発電機１基が

動作不能である場合※６ 

E.1 当直長は，動作不能となっている外 

部電源１回線または非常用ディーゼル

発電機１基を復旧する。 

12時間 

 

F.すべての外部電源が動作不能で

ある場合 

F.1 当直長は，動作不能となっている外 

部電源の少なくとも１回線を動作可能

な状態に復旧する。 

24時間 

 

G.モード１，２，３および４におい

て，条件Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，Ｅ 

またはＦの措置を完了時間内に

達成できない場合 

G.1 当直長は，モード３にする。 

および 

G.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

 

H.モード５，６および使用済燃料ピ

ットに燃料体を貯蔵している期間

において，条件Ａ，Ｂ，Ｃ，Ｄ，

ＥまたはＦの措置を完了時間内

に達成できない場合 

 

 

 

 

 

 

 

H.1 当直長または安全技術課長は，照射済

燃料移動中の場合は，照射済燃料の移

動を中止する※７。 

および 

H.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃  

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

H.3 当直長は，１次冷却系の水抜きを行 

っている場合は，水抜きを中止する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

※６：モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間においては，非常用ディーゼ

ル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，所要の電力供給が

可能なものをいう。 

※７：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
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変更前 変更後 備考 

（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－） 

第74条 モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，非常用ディーゼ

ル発電機は，表74－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を

実施する｡ 

 (1) 当直長は，モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，１ヶ月

に１回，非常用ディーゼル発電機について以下の事項を実施する｡ 

  (a) 非常用ディーゼル発電機を待機状態から起動し，無負荷運転時の電圧が6,900±345Vおよび周波

数が60±3Hzであることを確認する。 

  (b) 燃料油サービスタンク貯油量を確認する。 

３ 当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表74－３の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必 

要がある場合は，原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

表74－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機※１ 

 

 

(1)非常用ディーゼル発電機２基が動作可能であること※２※３ 

(2)(1)の非常用ディーゼル発電機に対応する燃料油サービスタ

ンクの貯油量が表74－２に定める制限値内にあること※４ 

※１：３号炉の非常用ディーゼル発電機は，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※２：非常用ディーゼル発電機の予備潤滑運転（ターニング，エアラン）を行う場合，運転上の制限を

適用しない。 

※３：非常用ディーゼル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，所

要の電力供給が可能なものをいう。なお，非常用発電機は複数の号炉で共用することができる。 

※４：非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後の24時間は，運転上の制限を適用しない｡ 

 

表74－２ 

項  目 

 

制 限 値 

２号炉 ３号炉 

燃料油サービスタンク貯油量 

（保有油量） 

825L以上 

 

1,375L以上 

 

 

 

（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－） 

第74条 モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，非常用ディーゼ

ル発電機は，表74－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を

実施する｡ 

 (1) 当直長は，モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，１ヶ月

に１回，非常用ディーゼル発電機について以下の事項を実施する｡ 

  (a) 非常用ディーゼル発電機を待機状態から起動し，無負荷運転時の電圧が6,900±345Vおよび周波

数が60±3Hzであることを確認する。 

  (b) 燃料油サービスタンク貯油量を確認する。 

３ 当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表74－３の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必 

要がある場合は，安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表74－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機※１ 

 

 

(1)非常用ディーゼル発電機２基が動作可能であること※２※３ 

(2)(1)の非常用ディーゼル発電機に対応する燃料油サービスタ 

ンクの貯油量が表74－２に定める制限値内にあること※４ 

※１：３号炉の非常用ディーゼル発電機は，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※２：非常用ディーゼル発電機の予備潤滑運転（ターニング，エアラン）を行う場合，運転上の制限を

適用しない。 

※３：非常用ディーゼル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，所 

要の電力供給が可能なものをいう。なお，非常用発電機は複数の号炉で共用することができる。 

※４：非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後の24時間は，運転上の制限を適用しない｡ 

 

表74－２ 

項  目 

 

制 限 値 

２号炉 ３号炉 

燃料油サービスタンク貯油量 

（保有油量） 

825L以上 

 

1,375L以上 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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変更前 変更後 備考 

 

表74－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.非常用ディーゼル発電機２基お

よび非常用発電機１基のうち，

２基以上が動作不能※５である 

場合 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または原子燃料課長は，照射済

燃料の移動を中止する※６。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃 

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，非常用ディーゼル発電機２

基および非常用発電機１基のう ち，

少なくとも２基を動作可能な状態に復

旧する措置を開始する｡ 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

※５：非常用ディーゼル発電機の燃料油サービスタンクの貯油量（保有油量）が制限値を満足して   

いない場合を含む。 

※６：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

表74－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.非常用ディーゼル発電機２基お

よび非常用発電機１基のうち，２

基以上が動作不能※５である 場

合 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または安全技術課長は，照射済

燃料の移動を中止する※６。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃  

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，非常用ディーゼル発電機２

基および非常用発電機１基のう ち，

少なくとも２基を動作可能な状態に復

旧する措置を開始する｡ 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

※５：非常用ディーゼル発電機の燃料油サービスタンクの貯油量（保有油量）が制限値を満足して   

いない場合を含む。 

※６：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 
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変更前 変更後 備考 

（非常用直流電源 －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第77条 モード５，６および照射済燃料移動中において，非常用直流電源（蓄電池※１および充電器）は，

表77－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，浮動充電時の蓄電池

端子電圧が126.5V 以上であることを確認する。 

３ 当直長は，非常用直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表77

－２の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，

原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

※１：３号炉においては，蓄電池（非常用）をいう（以下，本条において同じ）。 

 

表77－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用直流電源 

 

所要の設備の維持に必要な非常用直流母線に接続する系統（蓄電

池※２および充電器※３）が動作可能であること 

※２：３号炉の蓄電池が動作不能時は，第84条（表84－15）の運転上の制限も確認する。 

※３：充電器とは，充電器または後備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能とみ

なす。（以下，本条において同じ。） 

 

表77－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.所要の非常用直流電源の蓄電池

または充電器が動作不能である

場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または原子燃料課長は，照射済

燃料の移動を中止する※４。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃 

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，当該機器を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

※４：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

（非常用直流電源 －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第77条 モード５，６および照射済燃料移動中において，非常用直流電源（蓄電池※１および充電器）は，

表77－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用直流電源が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，浮動充電時の蓄電池

端子電圧が126.5V 以上であることを確認する。 

３ 当直長は，非常用直流電源が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表77

－２の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，

安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

※１：３号炉においては，蓄電池（非常用）をいう（以下，本条において同じ）。 

 

表77－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用直流電源 

 

所要の設備の維持に必要な非常用直流母線に接続する系統（蓄電

池※２および充電器※３）が動作可能であること 

※２：３号炉の蓄電池が動作不能時は，第84条（表84－15）の運転上の制限も確認する。 

※３：充電器とは，充電器または後備充電器のいずれかをいい，両方が機能喪失となって動作不能とみ

なす。（以下，本条において同じ。） 

 

表77－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.所要の非常用直流電源の蓄電池

または充電器が動作不能である

場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または安全技術課長は，照射済

燃料の移動を中止する※４。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃  

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，当該機器を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

※４：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（所内非常用母線 －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第79条 モード５，６および照射済燃料移動中において，所内非常用母線は，表79－１に定める事項を

運転上の制限とする。 

２ 所内非常用母線が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，所要の設備の維持に

必要な非常用高圧母線，非常用低圧母線，非常用直流母線および非常用計装用母線が受電されてい

ることを確認する。 

３ 当直長は，所内非常用母線が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表79

－２の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，

原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

表79－１ 

項  目 運転上の制限 

所内非常用母線 

 

 

 

 

 

所要の設備の維持に必要な次の所内非常用母線が受電している 

こと※１ 

(1) 非常用高圧母線 

(2) 非常用低圧母線 

(3) 非常用直流母線 

(4) 非常用計装用母線 

※１：所内非常用母線の電源の自動切替の間は，運転上の制限を適用しない。 

 

表79－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.所要の非常用高圧母線，非常用

低圧母線，非常用直流母線また

は非常用計装用母線のうち１つ

以上が受電不能の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または原子燃料課長は，照射済

燃料の移動を中止する※２。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃 

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，当該母線を復旧する措置を

開始する。 

および 

A.4 当直長は，当該母線から電源が供給さ

れている余熱除去系を動作不能とみな

す。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

（所内非常用母線 －モード５，６および照射済燃料移動中－） 

第79条 モード５，６および照射済燃料移動中において，所内非常用母線は，表79－１に定める事項を

運転上の制限とする。 

２ 所内非常用母線が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する。 

 (1) 当直長は，モード５，６および照射済燃料移動中において，１週間に１回，所要の設備の維持に

必要な非常用高圧母線，非常用低圧母線，非常用直流母線および非常用計装用母線が受電されてい

ることを確認する。 

３ 当直長は，所内非常用母線が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，表79

－２の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，

安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表79－１ 

項  目 運転上の制限 

所内非常用母線 

 

 

 

 

 

所要の設備の維持に必要な次の所内非常用母線が受電している 

こと※１ 

(1) 非常用高圧母線 

(2) 非常用低圧母線 

(3) 非常用直流母線 

(4) 非常用計装用母線 

※１：所内非常用母線の電源の自動切替の間は，運転上の制限を適用しない。 

 

表79－２ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.所要の非常用高圧母線，非常用低

圧母線，非常用直流母線または非

常用計装用母線のうち１つ以上

が受電不能の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

A.1 当直長または安全技術課長は，照射済

燃料の移動を中止する※２。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却材中のほう素濃  

度が低下する操作をすべて中止する｡ 

および 

A.3 当直長は，当該母線を復旧する措置を

開始する。 

および 

A.4 当直長は，当該母線から電源が供給さ

れている余熱除去系を動作不能とみな

す。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（使用済燃料ピットの水位および水温） 

第83条 使用済燃料ピットは，表83－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 使用済燃料ピットが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す

る。 

 (1) 当直長は，１週間に１回，使用済燃料ピットの水位，水温を確認する。 

３ 当直長は，使用済燃料ピットが第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合,表83

－３の措置を講じるとともに，原子燃料課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は，

原子燃料課長に通知する。通知をうけた原子燃料課長は，同表の措置を講じる。 

 

表83－１ 

項  目 運転上の制限 

使用済燃料ピット 水位※１および水温が表83－２で定める制限値内にあること 

※１：照射済燃料の移動を行っていない場合は，運転上の制限を適用しない。 

 

表83－２ 

1.２号炉 

項  目 制 限 値 

水  位 EL 31.8m以上 

水  温 65℃以下 

2.３号炉 

項  目 制 限 値 

水  位 EL 31.7m以上 

水  温 65℃以下 

 

表83－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.使用済燃料ピットの水位が制限

値を満足していない場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，使用済燃料ピットの水位を

制限値内に回復させるための措置を開

始する。 

および 

A.2 当直長または原子燃料課長は，使用済

燃料ピット内での照射済燃料の移動を

中止する※２。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

B.使用済燃料ピットの水温が制限

値を満足していない場合 

 

B.1 当直長は，使用済燃料ピットの水温を

制限値内に回復させるための措置を開

始する。 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

（使用済燃料ピットの水位および水温） 

第83条 使用済燃料ピットは，表83－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 使用済燃料ピットが前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施す

る。 

 (1) 当直長は，１週間に１回，使用済燃料ピットの水位，水温を確認する。 

３ 当直長は，使用済燃料ピットが第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合,表83

－３の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必要がある場合は， 

安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表83－１ 

項  目 運転上の制限 

使用済燃料ピット 水位※１および水温が表83－２で定める制限値内にあること 

※１：照射済燃料の移動を行っていない場合は，運転上の制限を適用しない。 

 

表83－２ 

1.２号炉 

項  目 制 限 値 

水  位 EL 31.8m以上 

水  温 65℃以下 

2.３号炉 

項  目 制 限 値 

水  位 EL 31.7m以上 

水  温 65℃以下 

 

表83－３ 

条  件 要求される措置 完了時間 

A.使用済燃料ピットの水位が制限

値を満足していない場合 

 

 

 

 

 

A.1 当直長は，使用済燃料ピットの水位を

制限値内に回復させるための措置を開

始する。 

および 

A.2 当直長または安全技術課長は，使用済

燃料ピット内での照射済燃料の移動を

中止する※２。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

B.使用済燃料ピットの水温が制限

値を満足していない場合 

 

B.1 当直長は，使用済燃料ピットの水温を

制限値内に回復させるための措置を開

始する。 

速やかに 

 

 

※２：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（重大事故等対処設備（３号炉）） 

第84条 ３号炉について，次の各号の重大事故等対処設備は，表84－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

 (1) 緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備 

 (2) １次冷却系統のフィードアンドブリードをするための設備 

 (3) 炉心注水をするための設備 

 (4) １次冷却系統の減圧をするための設備 

 (5) 原子炉格納容器スプレイをするための設備 

 (6) 原子炉格納容器内自然対流冷却をするための設備 

 (7) ２次冷却系からの除熱（注水）をするための設備 

 (8) ２次冷却系からの除熱（蒸気放出）をするための設備 

 (9) 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

 (10) 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 (11) 使用済燃料ピットの冷却等のための設備 

 (12) 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

 (13) 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

 (14) 電源設備 

 (15) 計装設備 

 (16) 中央制御室 

 (17) 監視測定設備 

 (18) 緊急時対策所 

 (19) 通信連絡を行うために必要な設備 

 (20) 中型ポンプ車 

 (21) その他の設備 

２ 重大事故等対処設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施

する。 

 (1) 各課長は，表84－２から表84－22に定める確認事項を実施する。また，各課長（発電課長および

当直長を除く。）は，その結果を発電課長または当直長に通知する。 

３ 各課長は，重大事故等対処設備が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表84－２から表84－22の措置を講じるとともに，必要に応じ，関係各課長へ通知する。通知を受けた

関係各課長は，同表に定める措置を講じる。 

 

 （中略） 

 

（重大事故等対処設備（３号炉）） 

第84条 ３号炉について，次の各号の重大事故等対処設備は，表84－１で定める事項を運転上の制限と

する。 

 (1) 緊急停止失敗時に原子炉を未臨界にするための設備 

 (2) １次冷却系統のフィードアンドブリードをするための設備 

 (3) 炉心注水をするための設備 

 (4) １次冷却系統の減圧をするための設備 

 (5) 原子炉格納容器スプレイをするための設備 

 (6) 原子炉格納容器内自然対流冷却をするための設備 

 (7) ２次冷却系からの除熱（注水）をするための設備 

 (8) ２次冷却系からの除熱（蒸気放出）をするための設備 

 (9) 水素爆発による原子炉格納容器の破損を防止するための設備 

 (10) 水素爆発による原子炉建屋等の損傷を防止するための設備 

 (11) 使用済燃料ピットの冷却等のための設備 

 (12) 発電所外への放射性物質の拡散を抑制するための設備 

 (13) 重大事故等の収束に必要となる水の供給設備 

 (14) 電源設備 

 (15) 計装設備 

 (16) 中央制御室 

 (17) 監視測定設備 

 (18) 緊急時対策所 

 (19) 通信連絡を行うために必要な設備 

 (20) 中型ポンプ車 

 (21) その他の設備 

２ 重大事故等対処設備が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施

する。 

 (1) 各課長は，表84－２から表84－22に定める確認事項を実施する。また，各課長（発電課長および

当直長を除く。）は，その結果を発電課長または当直長に通知する。 

３ 各課長は，重大事故等対処設備が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断した場合，

表84－２から表84－22の措置を講じるとともに，必要に応じ，関係各課長へ通知する。通知を受けた

関係各課長は，同表に定める措置を講じる。 

 

 （中略） 

本頁変更なし 
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変更前  

84－12－３ 使用済燃料ピットの監視 

項 目 機  能 所要数 
適用 

モード 

    所要数 

条 件 

使用済燃料ピッ
トの監視 

使用済燃料ピット水位（AM）※２ ２個 

 

使用済燃料
ピットに燃
料体を貯蔵
している期
間 

A.動作可能な設
備が所要数を
満足していな
い場合 

使用済燃料ピット温度（AM） ２個 

 

使用済燃料ピット監視カメラ（使用済燃
料ピット監視カメラ冷却設備含む） 

１個 

使用済燃料ピット広域水位（AM） ２個 

 

使用済燃料
ピットに燃
料体を貯蔵
している期
間 

A.動作可能な設
備が所要数を
満足していな
い場合 

可搬型使用済燃料ピットエリアモニタ ２個 

空冷式非常用発電装置 「84－15－１ 空冷式非常用発電装置 

※１：所要数ごとに個別の条件が適用される。 

※２：使用済燃料ピット広域水位（AM）が動作可能であれば動作不能とはみなさない。 

※３：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

※４：代替品の補充等 

 

 （以下，省略） 

 

 

を満足できない場合の措置※１ 確認事項 

措 置 完了時間 項 目 頻 度 担 当 
 
A.1 当直長は，使用済燃料ピット

水位がEL 31.7m以上および

水温が65℃以下であること

を確認する。 

および 

A.2 計装計画課長は，当該設備を

動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A.3 当直長または原子燃料課長

は，使用済燃料ピット内での

照射済燃料の移動を中止す

る※３。 

 

 
速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

使用済燃料ピット水位
（AM）および使用済燃
料ピット温度（AM）の
機能検査を実施する。 

定期検査時 計装計画課長 

使用済燃料ピット水位
（AM）および使用済燃
料ピット温度（AM）が
動作不能でないことを
指示値により確認す
る。 

1ヶ月に１回 当直長 

使用済燃料ピット監視
カメラ（使用済燃料ピ
ット監視カメラ冷却設
備含む）が動作不能で
ないことを画像により
確認する。 

１ヶ月に１回 計装計画課長 

A.1 当直長は，使用済燃料ピット

水位がEL 31.7m以上および

水温が65℃以下であること

を確認する。 

および 

A.2 放射線・化学管理課長または

計装計画課長は，当該設備を

動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A.3 当直長または原子燃料課長

は，使用済燃料ピット内での

照射済燃料の移動を中止す

る※３。 

および 

A.4 放射線・化学管理課長また
は計装計画課長は，代替措
置※４を検討し，原子炉主任
技術者の確認を得て実施す
る措置を開始する。 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

使用済燃料ピット広域
水位（AM）の機能検査
を実施する。 

定期検査時 計装計画課長 

 

使用済燃料ピット広域
水位（AM）が動作可能
であることを外観点検
により確認する。 

３ヶ月に１回 

 

計装計画課長 

可搬型使用済燃料ピッ
トエリアモニタの機能
検査を実施する。 

定期検査時 放射線・化学
管理課長 
および 
計装計画課長 

可搬型使用済燃料ピッ
トエリアモニタが動作
可能であることを確認
する。 

３ヶ月に１回 放射線・化学
管理課長 
および 
計装計画課長 

からの給電」において運転上の制限等を定める。 
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変更後  

84－12－３ 使用済燃料ピットの監視 

項 目 機  能 所要数 
適用 

モード 

    所要数 

条 件 

使用済燃料ピッ
トの監視 

使用済燃料ピット水位（AM）※２ ２個 

 

使用済燃料
ピットに燃
料体を貯蔵
している期
間 

A.動作可能な設
備が所要数を
満足していな
い場合 

使用済燃料ピット温度（AM） ２個 

 

使用済燃料ピット監視カメラ（使用済燃
料ピット監視カメラ冷却設備含む） 

１個 

使用済燃料ピット広域水位（AM） ２個 

 

使用済燃料
ピットに燃
料体を貯蔵
している期
間 

A.動作可能な設
備が所要数を
満足していな
い場合 

可搬型使用済燃料ピットエリアモニタ ２個 

空冷式非常用発電装置 「84－15－１ 空冷式非常用発電装置 

※１：所要数ごとに個別の条件が適用される。 

※２：使用済燃料ピット広域水位（AM）が動作可能であれば動作不能とはみなさない。 

※３：移動中の燃料を所定の位置に移動することを妨げるものではない。 

※４：代替品の補充等 

 

 （以下，省略） 

 

 

を満足できない場合の措置※１ 確認事項 

措 置 完了時間 項 目 頻 度 担 当 
 
A.1 当直長は，使用済燃料ピット

水位がEL 31.7m以上および

水温が65℃以下であること

を確認する。 

および 

A.2 計装計画課長は，当該設備を

動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A.3 当直長または安全技術課長

は，使用済燃料ピット内での

照射済燃料の移動を中止す

る※３。 

 

 
速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

使用済燃料ピット水位
（AM）および使用済燃
料ピット温度（AM）の
機能検査を実施する。 

定期検査時 計装計画課長 

使用済燃料ピット水位
（AM）および使用済燃
料ピット温度（AM）が
動作不能でないことを
指示値により確認す
る。 

1ヶ月に１回 当直長 

使用済燃料ピット監視
カメラ（使用済燃料ピ
ット監視カメラ冷却設
備含む）が動作不能で
ないことを画像により
確認する。 

１ヶ月に１回 計装計画課長 

A.1 当直長は，使用済燃料ピット

水位がEL 31.7m以上および

水温が65℃以下であること

を確認する。 

および 

A.2 放射線・化学管理課長または

計装計画課長は，当該設備を

動作可能な状態に復旧する

措置を開始する。 

および 

A.3 当直長または安全技術課長

は，使用済燃料ピット内での

照射済燃料の移動を中止す

る※３。 

および 

A.4 放射線・化学管理課長また
は計装計画課長は，代替措
置※４を検討し，原子炉主任
技術者の確認を得て実施す
る措置を開始する。 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

 

速やかに 

使用済燃料ピット広域
水位（AM）の機能検査
を実施する。 

定期検査時 計装計画課長 

 

使用済燃料ピット広域
水位（AM）が動作可能
であることを外観点検
により確認する。 

３ヶ月に１回 

 

計装計画課長 

可搬型使用済燃料ピッ
トエリアモニタの機能
検査を実施する。 

定期検査時 放射線・化学
管理課長 
および 
計装計画課長 

可搬型使用済燃料ピッ
トエリアモニタが動作
可能であることを確認
する。 

３ヶ月に１回 放射線・化学
管理課長 
および 
計装計画課長 

からの給電」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（新燃料の運搬） 

第93条 原子燃料課長は，新燃料輸送容器から新燃料を取り出す場合は，補助建家クレーン（２号炉），

燃料取扱棟クレーン（３号炉），ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料取扱装置，新燃料エレベー  

タ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用する。 

２ 原子燃料課長は，発電所内において，新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，新燃料輸送容

器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），ウラン・プルトニウム混合酸化  

物新燃料取扱装置，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設

備を使用すること 

(3) 新燃料が臨界に達しない措置を講じること 

３ 原子燃料課長は，発電所内において，新燃料を収納した新燃料輸送容器を管理区域外に運搬する場

合または船舶輸送に伴い車両によって運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

 (4) ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料を運搬する場合は，核燃料物質の取扱いに関し，相当の

知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な監督を行わせること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えて

いないことおよび容器等の表面の放射性物質の密度（以下「表面汚染密度」という。）が法令に定め  

る表面密度限度の10分の１を超えていないことを確認する。ただし，第105条第１項(1)に定める区域

から運搬する場合は，表面汚染密度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，原子燃料課長が管理区域内で第105条第１項(1)に定める区域に新燃料を

収納した新燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10

分の１を超えていないことを確認する。 

６ 原子燃料課長は，新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第94条 原子燃料課長は，新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 新燃料貯蔵庫または使用済燃料ピット（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること 

    ただし，ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料は，使用済燃料ピットに貯蔵すること 

また，３号炉について，１ヶ月に１回※１以上，巡視点検により，貯蔵状況等に異常のないことを

確認すること 

 (2) 貯蔵施設の目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示すること 

 (3) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），新燃料エレベータ，使用済燃料  

ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用すること 

 (4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

３号炉について，使用済燃料ピット内の燃料配置変更に係る計画を定める前に，大規模漏えい発

生時においても臨界に達しないことを確認すること 

 (5) ３号炉について，新燃料を使用済燃料ピットに貯蔵する場合は，原子炉に全ての燃料が装荷され

ている状態で，使用済燃料ピットに１炉心以上の使用済燃料ラックの空き容量を確保すること 

 

※１：毎月１日を始期とする１ヶ月間に１回をいう。（以下，本章において同じ。） 

 

（新燃料の運搬） 

第93条 安全技術課長は，新燃料輸送容器から新燃料を取り出す場合は，補助建家クレーン（２号炉），

燃料取扱棟クレーン（３号炉），ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料取扱装置，新燃料エレベー

タ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用する。 

２ 安全技術課長は，発電所内において，新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，新燃料輸送容

器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），ウラン・プルトニウム混合酸化

物新燃料取扱装置，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備

を使用すること 

(3) 新燃料が臨界に達しない措置を講じること 

３ 安全技術課長は，発電所内において，新燃料を収納した新燃料輸送容器を管理区域外に運搬する場

合または船舶輸送に伴い車両によって運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

 (4) ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料を運搬する場合は，核燃料物質の取扱いに関し，相当の

知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な監督を行わせること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えて

いないことおよび容器等の表面の放射性物質の密度（以下「表面汚染密度」という。）が法令に定め

る表面密度限度の10分の１を超えていないことを確認する。ただし，第105条第１項(1)に定める区域

から運搬する場合は，表面汚染密度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，安全技術課長が管理区域内で第105条第１項(1)に定める区域に新燃料を

収納した新燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10

分の１を超えていないことを確認する。 

６ 安全技術課長は，新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第94条 安全技術課長は，新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 新燃料貯蔵庫または使用済燃料ピット（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること 

    ただし，ウラン・プルトニウム混合酸化物新燃料は，使用済燃料ピットに貯蔵すること 

また，３号炉について，１ヶ月に１回※１以上，巡視点検により，貯蔵状況等に異常のないことを

確認すること 

 (2) 貯蔵施設の目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示すること 

 (3) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），新燃料エレベータ，使用済燃料

ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用すること 

 (4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

３号炉について，使用済燃料ピット内の燃料配置変更に係る計画を定める前に，大規模漏えい発

生時においても臨界に達しないことを確認すること 

 (5) ３号炉について，新燃料を使用済燃料ピットに貯蔵する場合は，原子炉に全ての燃料が装荷され

ている状態で，使用済燃料ピットに１炉心以上の使用済燃料ラックの空き容量を確保すること 

 

※１：毎月１日を始期とする１ヶ月間に１回をいう。（以下，本章において同じ。） 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（燃料の検査） 

第95条 原子燃料課長は，定期検査時に，装荷予定の照射された燃料のうちから燃料集合体外観検査を

行う燃料を選定し，健全性に異常のないことを確認する。 

２ 原子燃料課長は，定期検査時における１次冷却材中のよう素131の増加量の測定結果等に基づき， 

燃料取替の措置を講じる場合はシッピング検査を行い，燃料の使用の可否を判断する。なお，漏えい

と判断した燃料については，あわせて燃料集合体外観検査を行う。 

３ 原子燃料課長は，第１項または第２項の検査の結果，使用しないと判断した燃料のうち，使用済燃

料ラックに収納することが適切でないと判断した燃料については，破損燃料容器に収納する等の措置

を講じる。 

４ 原子燃料課長は，第１項または第２項の検査を実施するために燃料を移動する場合は，使用済燃料

ピットクレーンを使用する。 

 

 

（燃料の取替等） 

第96条 原子燃料課長は，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合は，取替炉心の配置，燃料装荷の

ための安全措置，方法，体制を燃料装荷実施計画に定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承

認を得る。 

２ 原子燃料課長は，第１項の燃料装荷実施計画を定める前に，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷した

後の原子炉起動から次回定期検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間にわたり原子炉を運

転できる取替炉心の燃焼度を用いて，以下の項目について取替炉心の安全性評価を行い，その評価結

果が制限値を満足していることを確認する。 

(1) 反応度停止余裕 

(2) 最大線出力密度 

(3) 燃料集合体最高燃焼度 

(4) ＦＮ
ＸＹ 

(5) 減速材温度係数 

(6) 最大反応度添加率 

(7) 制御棒クラスタ落下時のワースおよびＦＮ
ΔＨ 

(8) 制御棒クラスタ飛出し時のワースおよびＦＱ 

３ 燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷した後に，第２項の期間を延長する場合には，あらかじめ原子燃

料課長は，その延長する期間も含め第２項に定める評価および確認を行い，原子炉主任技術者の確認

を得て，所長に報告する。ただし，延長後の期間にわたり原子炉を運転できる取替炉心の燃焼度が，

第２項の評価に用いた取替炉心の燃焼度を超えていない場合は除く。 

４ 当直長は，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合，または原子炉から使用済燃料ピットへ取り

出す場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合は，第１項の燃料装荷実施計画に従うこと 

 (2) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），新燃料エレベータ，使用済燃料  

ピットクレーン，燃料移送装置，燃料取替クレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用すること 

 

（燃料の検査） 

第95条 安全技術課長は，定期検査時に，装荷予定の照射された燃料のうちから燃料集合体外観検査を

行う燃料を選定し，健全性に異常のないことを確認する。 

２ 安全技術課長は，定期検査時における１次冷却材中のよう素131の増加量の測定結果等に基づき， 

燃料取替の措置を講じる場合はシッピング検査を行い，燃料の使用の可否を判断する。なお，漏えい

と判断した燃料については，あわせて燃料集合体外観検査を行う。 

３ 安全技術課長は，第１項または第２項の検査の結果，使用しないと判断した燃料のうち，使用済燃

料ラックに収納することが適切でないと判断した燃料については，破損燃料容器に収納する等の措置

を講じる。 

４ 安全技術課長は，第１項または第２項の検査を実施するために燃料を移動する場合は，使用済燃料

ピットクレーンを使用する。 

 

 

（燃料の取替等） 

第96条 安全技術課長は，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合は，取替炉心の配置，燃料装荷の

ための安全措置，方法，体制を燃料装荷実施計画に定め，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承

認を得る。 

２ 安全技術課長は，第１項の燃料装荷実施計画を定める前に，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷した

後の原子炉起動から次回定期検査を開始するために原子炉を停止するまでの期間にわたり原子炉を運

転できる取替炉心の燃焼度を用いて，以下の項目について取替炉心の安全性評価を行い，その評価結

果が制限値を満足していることを確認する。 

(1) 反応度停止余裕 

(2) 最大線出力密度 

(3) 燃料集合体最高燃焼度 

(4) ＦＮ
ＸＹ 

(5) 減速材温度係数 

(6) 最大反応度添加率 

(7) 制御棒クラスタ落下時のワースおよびＦＮ
ΔＨ 

(8) 制御棒クラスタ飛出し時のワースおよびＦＱ 

３ 燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷した後に，第２項の期間を延長する場合には，あらかじめ安全技

術課長は，その延長する期間も含め第２項に定める評価および確認を行い，原子炉主任技術者の確認

を得て，所長に報告する。ただし，延長後の期間にわたり原子炉を運転できる取替炉心の燃焼度が，

第２項の評価に用いた取替炉心の燃焼度を超えていない場合は除く。 

４ 当直長は，燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合，または原子炉から使用済燃料ピットへ取り

出す場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 燃料を貯蔵施設から原子炉へ装荷する場合は，第１項の燃料装荷実施計画に従うこと 

 (2) 補助建家クレーン（２号炉），燃料取扱棟クレーン（３号炉），新燃料エレベータ，使用済燃料

ピットクレーン，燃料移送装置，燃料取替クレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用すること 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（使用済燃料の貯蔵） 

第97条 原子燃料課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) １号炉，２号炉および３号炉の使用済燃料を表97に定める使用済燃料ピットに貯蔵し，３号炉に

ついて，１ヶ月に１回以上，巡視点検により，貯蔵状況等に異常のないことを確認すること 

 (2) 使用済燃料ピットの目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示

すること 

 (3) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (4) 使用済燃料ピットにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

３号炉について，使用済燃料ピット内の燃料配置変更に係る計画を定める前に，大規模漏えい発

生時においても臨界に達しないことを確認すること 

(5) ３号炉について，原子炉に全ての燃料が装荷されている状態で，使用済燃料ピットに１炉心以上

の使用済燃料ラックの空き容量を確保すること 

 

表97 

１号炉，２号炉および３号炉 

の使用済燃料 
貯蔵可能な使用済燃料ピット 

１号炉 ３号炉 

２号炉 ２号炉，３号炉※１ 

３号炉 ３号炉 

※１：使用済燃料ピットで２年以上冷却した燃料を貯蔵する。 

 

 

（使用済燃料ピットの管理（３号炉）） 

第97条の２ 原子燃料課長は，３号炉の使用済燃料ピットクレーンを使用する場合は，吊荷の重量およ

び吊上げ上限高さを管理する。 

２ 各課長は，３号炉の使用済燃料ピット周辺設備等の重量物について，落下防止対策を行う。 

 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第97条 安全技術課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) １号炉，２号炉および３号炉の使用済燃料を表97に定める使用済燃料ピットに貯蔵し，３号炉に

ついて，１ヶ月に１回以上，巡視点検により，貯蔵状況等に異常のないことを確認すること 

 (2) 使用済燃料ピットの目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示

すること 

 (3) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (4) 使用済燃料ピットにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

３号炉について，使用済燃料ピット内の燃料配置変更に係る計画を定める前に，大規模漏えい発

生時においても臨界に達しないことを確認すること 

(5) ３号炉について，原子炉に全ての燃料が装荷されている状態で，使用済燃料ピットに１炉心以上

の使用済燃料ラックの空き容量を確保すること 

 

表97 

１号炉，２号炉および３号炉 

の使用済燃料 
貯蔵可能な使用済燃料ピット 

１号炉 ３号炉 

２号炉 ２号炉，３号炉※１ 

３号炉 ３号炉 

※１：使用済燃料ピットで２年以上冷却した燃料を貯蔵する。 

 

 

（使用済燃料ピットの管理（３号炉）） 

第97条の２ 安全技術課長は，３号炉の使用済燃料ピットクレーンを使用する場合は，吊荷の重量およ

び吊上げ上限高さを管理する。 

２ 各課長は，３号炉の使用済燃料ピット周辺設備等の重量物について，落下防止対策を行う。 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（使用済燃料の運搬） 

第98条 原子燃料課長は，使用済燃料輸送容器から使用済燃料を取り出す場合は，キャスクピットにお

いて，使用済燃料ピットクレーンを使用する。 

２ 原子燃料課長は，発電所内において，使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，キャスク

ピットにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (3) 使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること 

 (4) 収納する使用済燃料のタイプおよび冷却期間が，容器の収納条件に適合していること 

３ 原子燃料課長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器を管理区域外に運

搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者および他の車両の立入りを制限す

るとともに，必要な箇所に見張人を配置すること 

 (4) 車両を徐行させること 

 (5) 核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること 

 (6) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超 

えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10分の１を超えてい 

ないことを確認する。ただし，第105条第１項(1)に定める区域から運搬する場合は，表面汚染密 

度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，原子燃料課長が管理区域内で第105条第１項(1)に定める区域に使用済燃

料を収納した使用済燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の10分の１を超えていないことを確認する。  

６ 原子燃料課長は，使用済燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

（使用済燃料の運搬） 

第98条 安全技術課長は，使用済燃料輸送容器から使用済燃料を取り出す場合は，キャスクピットにお

いて，使用済燃料ピットクレーンを使用する。 

２ 安全技術課長は，発電所内において，使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，キャスク

ピットにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (3) 使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること 

 (4) 収納する使用済燃料のタイプおよび冷却期間が，容器の収納条件に適合していること 

３ 安全技術課長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器を管理区域外に運

搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者および他の車両の立入りを制限す

るとともに，必要な箇所に見張人を配置すること 

 (4) 車両を徐行させること 

 (5) 核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること 

 (6) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超 

えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10分の１を超えてい 

ないことを確認する。ただし，第105条第１項(1)に定める区域から運搬する場合は，表面汚染密 

度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，安全技術課長が管理区域内で第105条第１項(1)に定める区域に使用済燃

料を収納した使用済燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の10分の１を超えていないことを確認する。  

６ 安全技術課長は，使用済燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第99条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した

うえで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯

蔵庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，２号炉については放射線・化学管理課長，３号炉については発電課長が固化装

置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。２号炉で発生した脱塩塔使

用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号炉共用）

またはセメント固化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長

が廃棄物庫に保管する｡ 

    ３号炉で発生した脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装

置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長または設備改良工事課長が汚染の広がりを防止す

る措置を講じたうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機 

能を有した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管す

る。 

 (5)  原子炉内で照射された使用済制御棒等は，原子燃料課長が使用済燃料ピットに貯蔵する。 

 (6)  その他の雑固体廃棄物は，ドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措

置が講じられていることを放射線・化学管理課長が確認したうえで，廃棄物庫に保管する。 

      なお，ドラム缶等の容器に封入するにあたっては，以下の処理を行うことができる。 

    イ 焼却する場合は，発電課長が雑固体焼却設備で焼却する。 

    ロ  圧縮減容する場合は，放射線・化学管理課長がベイラで圧縮減容する。 

２ 放射線・化学管理課長は，第１項において封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃

棄物を示す標識を付け，かつ，表132－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３ 各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じ

る。 

 (1)  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫における放射性固体廃棄物ならびに蒸気発生器保管庫におけ

る蒸気発生器等，原子炉容器上部ふた等および炉内構造物等の保管状況を確認するために，１週間

に１回，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫を巡視するとともに，３ヶ月に１回，保管量を確認する。 

 (2)  当直長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵状況を確認するために，１日に１

回，使用済樹脂貯蔵タンクの水位を確認する。 

      また，放射線・化学管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵量を３ヶ月

に１回，確認する。 

 (3) 原子燃料課長は，使用済燃料ピットにおける原子炉内で照射された使用済制御棒等の貯蔵量     

を３ヶ月に１回，確認する。 

 

 （以下，省略） 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第99条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した

うえで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯

蔵庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，２号炉については放射線・化学管理課長，３号炉については発電課長が固化装

置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。２号炉で発生した脱塩塔使

用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号炉共用）

またはセメント固化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長

が廃棄物庫に保管する｡ 

    ３号炉で発生した脱塩塔使用済樹脂をドラム缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装

置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管する。 

 (4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長または設備改良工事課長が汚染の広がりを防止す

る措置を講じたうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機 

能を有した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管す

る。 

 (5)  原子炉内で照射された使用済制御棒等は，安全技術課長が使用済燃料ピットに貯蔵する。 

 (6)  その他の雑固体廃棄物は，ドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措

置が講じられていることを放射線・化学管理課長が確認したうえで，廃棄物庫に保管する。 

      なお，ドラム缶等の容器に封入するにあたっては，以下の処理を行うことができる。 

    イ 焼却する場合は，発電課長が雑固体焼却設備で焼却する。 

    ロ  圧縮減容する場合は，放射線・化学管理課長がベイラで圧縮減容する。 

２ 放射線・化学管理課長は，第１項において封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃

棄物を示す標識を付け，かつ，表132－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３ 各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じ

る。 

 (1)  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫における放射性固体廃棄物ならびに蒸気発生器保管庫におけ

る蒸気発生器等，原子炉容器上部ふた等および炉内構造物等の保管状況を確認するために，１週間

に１回，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫を巡視するとともに，３ヶ月に１回，保管量を確認する。 

 (2)  当直長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵状況を確認するために，１日に１

回，使用済樹脂貯蔵タンクの水位を確認する。 

      また，放射線・化学管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵量を３ヶ月

に１回，確認する。 

 (3) 安全技術課長は，使用済燃料ピットにおける原子炉内で照射された使用済制御棒等の貯蔵量     

を３ヶ月に１回，確認する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 
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て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第119条の３ 原子力部長は，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する機器および構  

造物※１ならびに３号炉の常設重大事故等対処設備に属する機器および構造物※１※２について，各号炉

毎，営業運転を開始した日以後30年を経過する日までに実施手順および実施体制を定め，これに基づ

き以下の事項を実施する。 

(1) 経年劣化に関する技術的な評価 

(2) 前号に基づく長期保守管理方針の策定 

２ 原子力部長は，第11条の２に定める原子炉の運転期間を変更する場合その他前項(1)の評価を行うた

めに設定した条件，評価方法を変更する場合は，前項(1)の評価の見直しを行い，その結果に基づき長

期保守管理方針を変更する。 

３ ２号炉の長期保守管理方針は添付６に示すものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確 

に把握される箇所を除く。 

※２：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第 43 条第２項に規

定される機器および構造物をいう。 

 

 

 

（原子炉施設の経年劣化に関する技術的な評価および長期保守管理方針） 

第119条の３ 発電管理部長は，重要度分類指針におけるクラス１，２，３の機能を有する機器および構

造物※１ならびに３号炉の常設重大事故等対処設備に属する機器および構造物※１※２について，各号炉

毎，営業運転を開始した日以後30年を経過する日までに実施手順および実施体制を定め，これに基づ

き以下の事項を実施する。 

(1) 経年劣化に関する技術的な評価 

(2) 前号に基づく長期保守管理方針の策定 

２ 発電管理部長は，第11条の２に定める原子炉の運転期間を変更する場合その他前項(1)の評価を行う

ために設定した条件，評価方法を変更する場合は，前項(1)の評価の見直しを行い，その結果に基づき

長期保守管理方針を変更する。 

３ ２号炉の長期保守管理方針は添付６に示すものとする。 

 

※１：動作する機能を有する機器および構造物に関し，原子炉施設の供用に伴う劣化の状況が的確 

に把握される箇所を除く。 

※２：実用発電用原子炉及びその附属施設の位置、構造及び設備の基準に関する規則第 43 条第２項に規

定される機器および構造物をいう。 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（非常体制の発令） 

第126条 所長は，警戒事象の発生もしくは特定事象等の発生について報告をうけ，または自ら発見した

場合は，非常体制を発令して，発電所災害対策本部の要員を招集し，発電所災害対策本部を設置する。

また，所長は，非常体制を発令した場合は，直ちに原子力部長に報告する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

（報  告） 

第133条 各課長は，次に定める事項について，直ちに所長および原子炉主任技術者に報告する。 

 (1) 運転上の制限を満足していないと判断した場合(第87条関連) 

 (2) 第90条第１項または第２項に該当する事態が発生した場合 

 (3) 放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合(第100

条または第101条関連) 

 (4) 外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合(第113条関連) 

 (5) 実用炉規則第134条第２号から第14号に定める報告事象が生じた場合 

２ 所長および原子炉主任技術者は，前項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告

する。 

３ 原子力部長は，前項の報告を受けた場合，社長および原子力本部長に報告する。 

４ 第１項(1)に定める事項に該当した場合は，直ちに原子力規制委員会へ報告する。 

 

 

（非常体制の発令） 

第126条 所長は，警戒事象の発生もしくは特定事象等の発生について報告をうけ，または自ら発見した

場合は，非常体制を発令して，発電所災害対策本部の要員を招集し，発電所災害対策本部を設置する。

また，所長は，非常体制を発令した場合は，直ちに発電管理部長に報告する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

（報  告） 

第133条 各課長は，次に定める事項について，直ちに所長および原子炉主任技術者に報告する。 

 (1) 運転上の制限を満足していないと判断した場合(第87条関連) 

 (2) 第90条第１項または第２項に該当する事態が発生した場合 

 (3) 放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合(第100

条または第101条関連) 

 (4) 外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合(第113条関連) 

 (5) 実用炉規則第134条第２号から第14号に定める報告事象が生じた場合 

２ 所長および原子炉主任技術者は，前項で定める事項について報告を受けた場合，発電管理部長に報

告する。 

３ 発電管理部長は，前項の報告を受けた場合，社長および原子力本部長に報告する。 

４ 第１項(1)に定める事項に該当した場合は，直ちに原子力規制委員会へ報告する。 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（品質保証計画） 

第203条 第202条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計

画を定める。 

 

 

【品質保証計画】 

 

 

 （中略）  

 

（品質保証計画） 

第203条 第202条に係る保安活動のための品質保証活動を実施するにあたり，以下のとおり品質保証計

画を定める。 

 

 

【品質保証計画】 

 

 

 （中略） 

 

本頁変更なし 
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変更前 変更後 備考 
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変更前 変更後 備考 

４．２．２ 品質マニュアル 

    組織は，次の事項を含む品質マニュアルとして，本品質保証計画を作成し，維持する。 

a)  品質マネジメントシステムの組織に関する事項 

b)  品質マネジメントシステムの計画に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

    g) 品質マネジメントシステムについて確立された社内規定またはそれらを参照できる情報 

    h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係は，図２のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 

 

（以下，省略） 

 

４．２．２ 品質マニュアル 

    組織は，次の事項を含む品質マニュアルとして，本品質保証計画を作成し，維持する。 

a)  品質マネジメントシステムの組織に関する事項 

b)  品質マネジメントシステムの計画に関する事項 

c) 品質マネジメントシステムの実施に関する事項 

d) 品質マネジメントシステムの評価に関する事項 

e) 品質マネジメントシステムの改善に関する事項 

f) 品質マネジメントシステムの適用範囲 

    g) 品質マネジメントシステムについて確立された社内規定またはそれらを参照できる情報 

    h) 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係は，図２のとおりとする。 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 品質マネジメントシステムのプロセス間の相互関係 
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組織変更に伴う変更 
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7.1  業務の計画

8.4 データ分析

8.5.2 是正処置
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変更前 変更後 備考 

 

（保安に関する組織） 

第204条 発電所の保安に関する組織は，図204のとおりとする。 

 

図204 

 

 

（保安に関する組織） 

第204条 発電所の保安に関する組織は，図204のとおりとする。 

 

図204 

（本　店）

管理責任者（考査室原子力監査担当部長）

考査室原子力監査担当部長

社 長

管理責任者（原子力本部長）

原子力発電安全委員会

原子力部原子燃料サイクル部長

原子力保安研修所長

※

土木建築部長

資材部長

原子力本部長

原子力部発電管理部長

→

　

原子力部長

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

図204（続き） 

 

 

図204（続き） 

（発電所）

伊方発電所安全運営委員会

発電所長※→

品質保証課長

保安管理課長

定検検査課長

人材育成課長

安全技術課長

放射線・化学管理課長

防災課長

訓練計画課長

施設防護課長

発電課長 発電課当直長

系統管理課長

保修統括課長

機械計画第一課長

機械計画第二課長

電気計画課長

設備改良工事課長

土木建築課長

品質保証部長

安全管理部長

発 電 部 長

保 修 部 長

土木建築部長

工程管理課長

耐震工事課長

計装計画課長

廃止措置課長廃止措置室長

廃止措置主任者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（保安に関する職務） 

第205条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

２ 原子力本部長は，品質保証活動（内部監査業務を除く）の実施に係る管理責任者として，品質マネ

ジメントシステムの具体的活動を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させ

るための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門を除く）する。 

３ 考査室原子力監査担当部長は，内部監査に係る管理責任者として，品質マネジメントシステムにお

ける内部監査業務を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組

み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門に限る）する。 

４ 原子力部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。また，関係法令およ

び保安規定の遵守の意識を定着させるための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを総括

（内部監査部門を除く）する。 

５ 原子燃料部長は，原子燃料部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

 

 

 

６ 原子力保安研修所長は，原子力保安研修所が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

７ 土木建築部長は，土木建築部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

８ 資材部長は，供給者の選定に関する業務を行う。 

９ 所長は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

10 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および工程管理課長

の所管する業務を統括する。 

11 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

12 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

13 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務を行う。 

14 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

15 工程管理課長は，定期検査および原子炉施設の保修，改造作業における工程管理に関する業務を行

う。 

16 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，訓練計画課長および施設防護

課長の所管する業務を統括する。 

17 安全技術課長は，重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合（以下，「重大事

故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（訓練

計画課長が実施する業務を除く），大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備に関する業務（訓練計画課長が実施する業務を除く），ならびに非常時の措置に関する業務を

行う。 

18 放射線・化学管理課長は，安全貯蔵※１措置，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理およ

び化学管理に関する業務を行う。 

19 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備および火山現象による影響

が発生し，または発生するおそれがある場合（以下「火山影響等発生時」という。）における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務を行う。 

20 訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関

する業務および大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する

業務のうち，教育および訓練の管理に関する業務を行う。 

 

（保安に関する職務） 

第205条 社長は，全社規程である「組織規程」により，発電所における保安活動に係る品質マネジメン

トシステムの構築および実施ならびにその有効性の継続的な改善を統括する。また，関係法令および

保安規定の遵守ならびに安全文化の醸成が行われることを確実にするための取組みを統括する。 

２ 原子力本部長は，品質保証活動（内部監査業務を除く）の実施に係る管理責任者として，品質マネ

ジメントシステムの具体的活動を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させ

るための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門を除く）する。 

３ 考査室原子力監査担当部長は，内部監査に係る管理責任者として，品質マネジメントシステムにお

ける内部監査業務を統括する。また，関係法令および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組

み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを統括（内部監査部門に限る）する。 

４ 原子力部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務全般を統括する。また，関係法令

および保安規定の遵守の意識を定着させるための取組み，ならびに安全文化の醸成のための取組みを

総括（内部監査部門を除く）する。 

５ 発電管理部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務（原子燃料サイクル部長が実施

する業務を除く）を統括する。 

６ 原子燃料サイクル部長は，原子力部が実施する発電所の保安に関連する業務のうち，燃料に関する

業務および廃止措置に関する業務を統括する。 

７ 原子力保安研修所長は，原子力保安研修所が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

８ 土木建築部長は，土木建築部が実施する発電所の保安に関連する業務を統括する。 

９ 資材部長は，供給者の選定に関する業務を行う。 

10 所長は，発電所における保安に関する業務を統括する｡ 

11 品質保証部長は，品質保証課長，保安管理課長，定検検査課長，人材育成課長および工程管理課長

の所管する業務を統括する。 

12 品質保証課長は，発電所における保安に関する品質保証活動の総括業務を行う。 

13 保安管理課長は，発電所の保安管理に関する業務を行う。 

14 定検検査課長は，定期事業者検査に関する業務を行う。 

15 人材育成課長は，保安教育の総括業務を行う。 

16 工程管理課長は，定期検査および原子炉施設の保修，改造作業における工程管理に関する業務を行

う。 

17 安全管理部長は，安全技術課長，放射線・化学管理課長，防災課長，訓練計画課長および施設防護

課長の所管する業務を統括する。 

18 安全技術課長は，重大事故に至るおそれがある事故または重大事故が発生した場合（以下，「重大

事故等発生時」という。）における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務（訓

練計画課長が実施する業務を除く），大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行

う体制の整備に関する業務（訓練計画課長が実施する業務を除く），燃料の管理に関する業務ならび

に非常時の措置に関する業務を行う。 

19 放射線・化学管理課長は，放射性固体・液体・気体廃棄物管理，放射線管理および化学管理に関す

る業務を行う。 

20 防災課長は，火災発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務，

内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備および火山現象による影響

が発生し，または発生するおそれがある場合（以下「火山影響等発生時」という。）における原子炉

施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する業務を行う。 

21 訓練計画課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関

する業務および大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備に関する

業務のうち，教育および訓練の管理に関する業務を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

21 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

22 発電部長は，発電課長，原子燃料課長および系統管理課長の所管する業務を統括する。 

23  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

24  当直長は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

25 原子燃料課長は，燃料の管理に関する業務を行う。 

26 系統管理課長は，原子炉施設の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

27 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

28 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

29 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

30 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

31 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

32 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

33 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

34 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

35 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

36 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

 

 

 

37 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，廃止措置工事※２に関する業務，火災発生時に

おける原子炉施設の保全のための活動等，内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動

等，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動等，重大事故等発生時における原子炉

施設の保全のための活動等，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動等，非常時の

措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

38 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

※１：安全貯蔵とは，放射能レベルが比較的高い原子炉領域設備の解体撤去工事を実施する前に，放射

線業務従事者の被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減するため，残存する放射性物質の時間

的減衰を図ることをいう。（以下，本編において同じ。） 

※２：廃止措置工事とは，廃止措置計画に基づく，核燃料物質による汚染の除去工事，汚染状況の調査

およびその他第319条に定める保全対象範囲以外の設備の解体撤去工事をいう。（以下，本編にお

いて同じ。） 

 

 

22 施設防護課長は，施設の出入管理に関する業務を行う。 

23 発電部長は，発電課長および系統管理課長の所管する業務を統括する。 

24  発電課長は，原子炉施設の運転に関する総括業務を行う。 

25  当直長は，原子炉施設の運転に関する当直業務を行う。 

 

26 系統管理課長は，原子炉施設の系統管理に関する業務（当直長が実施する業務を除く）を行う。 

27 保修部長は，保修統括課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長，計装計画課長

および設備改良工事課長の所管する業務を統括する。 

28 保修統括課長は，原子炉施設の保修，改造に関する総括業務を行う。 

29 機械計画第一課長は，原子炉施設のうち原子炉設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

30 機械計画第二課長は，原子炉施設のうちタービン設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が

実施する業務を除く）を行う。 

31 電気計画課長は，原子炉施設のうち電気設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

32 計装計画課長は，原子炉施設のうち計装設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実施する

業務を除く）を行う。 

33 設備改良工事課長は，原子炉施設のうち機械設備，電気設備および計装設備の改造に関する業務（工

程管理課長，機械計画第一課長，機械計画第二課長，電気計画課長および計装計画課長が実施する業

務を除く）を行う。   

34 土木建築部長は，土木建築課長および耐震工事課長の所管する業務を統括する。 

35 土木建築課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の保修，改造に関する業務（工程管理課長が実

施する業務を除く）を行う。 

36 耐震工事課長は，原子炉施設のうち土木・建築設備の耐震工事に関する業務（工程管理課長および

土木建築課長が実施する業務を除く）を行う。 

37  廃止措置室長は，廃止措置課長の所管する業務を統括する。また，発電所における廃止措置に関す

る業務を総括する。 

38 廃止措置課長は，廃止措置管理に関する業務を行う。 

39 各課長（当直長を含む。）は，所掌業務にもとづき，廃止措置工事※１に関する業務，火災発生時に

おける原子炉施設の保全のための活動等，内部溢水発生時における原子炉施設の保全のための活動

等，火山影響等発生時における原子炉施設の保全のための活動等，重大事故等発生時における原子炉

施設の保全のための活動等，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動等，非常時の

措置，保安教育ならびに記録および報告を行う。 

40 各課長は，課員を指示・指導し，所管する業務を遂行する。また，各課員は各課長の指示・指導に

従い業務を実施する。 

 

 

 

 

※１：廃止措置工事とは，廃止措置計画に基づく，核燃料物質による汚染の除去工事，汚染状況の調査

およびその他第319条に定める保全対象範囲以外の設備の解体撤去工事をいう。（以下，本編にお

いて同じ。） 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（原子力発電安全委員会） 

第206条 本店に原子力発電安全委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ委員会に

おいて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

 (1) 原子炉設置（変更）許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更 

 (2) 廃止措置計画の変更 

 (3) 原子炉施設保安規定の変更 

 (4) 本店所管の要領の制定および改正 

 (5) その他委員会で定めた事項 

３ 原子力部長を委員長とする。 

４  委員会は，委員長，所長，廃止措置主任者に加え，原子力部，原子燃料部のグループリーダー以上

の職位の者および発電所の課長以上の職位の者から，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

（原子力発電安全委員会） 

第206条 本店に原子力発電安全委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

２ 委員会は，原子炉施設の保安に関する次の事項を審議し，確認する。ただし，あらかじめ委員会に

おいて定めた軽微な事項は，審議事項に該当しない。 

 (1) 原子炉設置（変更）許可申請書本文に記載の構築物，系統および機器の変更 

 (2) 廃止措置計画の変更 

 (3) 原子炉施設保安規定の変更 

 (4) 本店所管の要領の制定および改正 

 (5) その他委員会で定めた事項 

３ 原子力部長を委員長とする。 

４  委員会は，委員長，所長，廃止措置主任者に加え，原子力本部のグループリーダー以上の職位の者

および課長以上の職位の者から，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

原子力発電安全委員

会委員の一部追加 
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変更前 変更後 備考 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第207条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 (1) 廃止措置管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 運転員の構成人員に関する事項 

    (b) 当直の引継方法に関する事項 

    (c) 廃止措置計画に関する事項 

    (d) 安全貯蔵措置に関する事項 

    (e) 巡視に関する事項 

    (f) 警報発生時の措置に関する事項 

    (g) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

    (h) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

  (i) 火災発生時の体制の整備に関する事項 

(2) 燃料管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項 

    (b) 新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項 

 (3) 放射性廃棄物管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項 

    (b) 放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項 

    (c) 放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項 

   (d) 放出管理用計測器の点検・校正に関する事項 

 (4) 放射線管理に関する内規の制定および改正 

  (a) 管理区域の設定，区域区分および特別措置を要する区域に関する事項 

  (b) 管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項 

  (c) 保全区域に関する事項 

  (d) 周辺監視区域に関する事項 

  (e) 線量の評価に関する事項 

  (f) 除染に関する事項 

  (g) 外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項 

  (h) 放射線計測器類の点検・校正に関する事項 

  (i) 管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項 

 (5) 保守管理に関する内規の制定および改正 

 (6) 改造の実施に関する事項 

(7) 非常事態における運転操作に関する内規の制定および改正（第322条） 

(8) 保安教育実施計画の策定（第330条）に関する事項 

(9) 事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

(10)  その他運営委員会で定めた事項 

３ 所長を委員長とする。 

４ 運営委員会は，委員長，廃止措置主任者，第205条第10項から第36項（第24項を除く）に定める職

位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

（伊方発電所安全運営委員会） 

第207条 発電所に伊方発電所安全運営委員会（以下「運営委員会」という。）を設置する。 

２ 運営委員会は，発電所における原子炉施設の保安運営に関する次の事項を審議し，確認する。 

ただし，委員会で審議した事項またはあらかじめ運営委員会において定めた軽微な事項は，審議事項

に該当しない。 

 (1) 廃止措置管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 運転員の構成人員に関する事項 

    (b) 当直の引継方法に関する事項 

    (c) 廃止措置工事に関する事項 

    (d) 安全貯蔵措置に関する事項 

    (e) 巡視に関する事項 

    (f) 警報発生時の措置に関する事項 

    (g) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

    (h) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

  (i) 火災発生時の体制の整備に関する事項 

(2) 燃料管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 新燃料および使用済燃料の運搬に関する事項 

    (b) 新燃料および使用済燃料の貯蔵に関する事項 

 (3) 放射性廃棄物管理に関する内規の制定および改正 

    (a) 放射性固体廃棄物の保管および運搬に関する事項 

    (b) 放射性液体廃棄物の放出管理に関する事項 

    (c) 放射性気体廃棄物の放出管理に関する事項 

   (d) 放出管理用計測器の点検・校正に関する事項 

 (4) 放射線管理に関する内規の制定および改正 

  (a) 管理区域の設定，区域区分および特別措置を要する区域に関する事項 

  (b) 管理区域の出入管理および遵守事項に関する事項 

  (c) 保全区域に関する事項 

  (d) 周辺監視区域に関する事項 

  (e) 線量の評価に関する事項 

  (f) 除染に関する事項 

  (g) 外部放射線に係る線量当量率等の測定に関する事項 

  (h) 放射線計測器類の点検・校正に関する事項 

  (i) 管理区域内で使用した物品の搬出および運搬に関する事項 

 (5) 保守管理に関する内規の制定および改正 

 (6) 改造の実施に関する事項 

(7) 非常事態における運転操作に関する内規の制定および改正（第322条） 

(8) 保安教育実施計画の策定（第330条）に関する事項 

(9) 事故・故障の水平展開の実施状況に関する事項 

(10)  その他運営委員会で定めた事項 

３ 所長を委員長とする。 

４ 運営委員会は，委員長，廃止措置主任者，第205条第11項から第38項（第25項を除く）に定める職

位の者に加え，委員長が指名した者で構成する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（廃止措置主任者の職務等） 

第209条 廃止措置主任者は，原子炉施設の廃止措置に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次

の職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の廃止措置に関し保安上必要な場合は，所長へ意見具申する。 

 (2)  原子炉施設の廃止措置に関し保安上必要な場合は，廃止措置に従事する者へ指導・助言を行う。 

 (3)  表209－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (4) 表209－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (5) 表209－３に示す記録の内容を確認する。 

(6)  第333条第１項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告する。 

 (7) その他原子炉施設の廃止措置に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 所長は，廃止措置主任者がその保安のためにする意見具申を尊重する。 

３ 原子炉施設の廃止措置に従事する者は，廃止措置主任者がその保安のためにする指導・助言を尊重

する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

（廃止措置管理に関する内規の作成） 

第214条 発電課長は，次の各号に掲げる原子炉施設の廃止措置管理に関する内規を作成し，制定・改正

にあたり，第207条第２項にもとづき運営委員会の確認を得る。 

 (1) 巡視に関する事項 

 (2) 警報発生時の措置に関する事項 

 (3) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

 (4) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

 

 

 

 

 

 

（原子炉の運転停止に関する恒久的な措置） 

第216条 発電課長は，原子炉内に燃料を装荷しない措置として，燃料移送管の仕切弁を閉止後，施錠す

る。 

２ 各課長は，燃料以外を移送するために燃料移送管の仕切弁を開閉する必要がある場合は，廃止措置

主任者の確認を得て，施錠を解除し仕切弁を操作することができる。 

３ 原子燃料課長は，燃料を譲り渡す場合は，表216に定める譲渡し先に搬出する。 

 

表216 

種  別 譲渡し先 

使用済燃料 再処理事業者 

新燃料 加工事業者 

 

 

（安全貯蔵措置） 

第218条 放射線・化学管理課長は，廃止措置計画に基づく安全貯蔵の対象となる設備範囲について，安

全貯蔵期間中に講じる措置を定める。 

 

（廃止措置主任者の職務等） 

第209条 廃止措置主任者は，原子炉施設の廃止措置に関し保安の監督を誠実に行うことを任務とし，次

の職務を遂行する。 

 (1)  原子炉施設の廃止措置に関し保安上必要な場合は，所長へ意見具申する。 

 (2)  原子炉施設の廃止措置に関し保安上必要な場合は，廃止措置に従事する者へ指導・助言を行う。 

 (3)  表209－１に定める事項について，所長の承認に先だち確認する。 

 (4) 表209－２に定める事項について，各課長からの報告内容等を確認する。 

 (5) 表209－３に示す記録の内容を確認する。 

(6)  第333条第１項で定める事項について報告を受けた場合，発電管理部長に報告する。 

 (7) その他原子炉施設の廃止措置に関し保安の監督に必要な職務を行う。 

２ 所長は，廃止措置主任者がその保安のためにする意見具申を尊重する。 

３ 原子炉施設の廃止措置に従事する者は，廃止措置主任者がその保安のためにする指導・助言を尊重

する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

（廃止措置管理に関する内規の作成） 

第214条 発電課長は，次の各号に掲げる原子炉施設の廃止措置管理に関する内規を作成し，制定・改正

にあたり，第207条第２項にもとづき運営委員会の確認を得る。 

 (1) 巡視に関する事項 

 (2) 警報発生時の措置に関する事項 

 (3) 原子炉施設の各設備の運転操作に関する事項 

 (4) 定期的に実施するサーベランスに関する事項 

２ 廃止措置課長は，次の各号に掲げる原子炉施設の廃止措置管理に関する内規を作成し，制定・改正

にあたり，第207条第２項にもとづき運営委員会の確認を得る。 

(1)  廃止措置工事に関する事項 

 (2)  安全貯蔵措置に関する事項 

 

 

（原子炉の運転停止に関する恒久的な措置） 

第216条 発電課長は，原子炉内に燃料を装荷しない措置として，燃料移送管の仕切弁を閉止後，施錠す

る。 

２ 各課長は，燃料以外を移送するために燃料移送管の仕切弁を開閉する必要がある場合は，廃止措置

主任者の確認を得て，施錠を解除し仕切弁を操作することができる。 

３ 安全技術課長は，燃料を譲り渡す場合は，表216に定める譲渡し先に搬出する。 

 

表216 

種  別 譲渡し先 

使用済燃料 再処理事業者 

新燃料 加工事業者 

 

 

（安全貯蔵措置） 

第218条 廃止措置課長は，廃止措置計画に基づく安全貯蔵※１の対象となる設備範囲について，安全貯蔵

期間中に講じる措置を定める。 

 

※１：安全貯蔵とは，放射能レベルが比較的高い原子炉領域設備の解体撤去工事を実施する前に，放

射線業務従事者の被ばく線量を合理的に達成可能な限り低減するため，残存する放射性物質の

時間的減衰を図ることをいう。 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（工事完了の報告） 

第218条の３ 各課長は，第218条の２に基づき実施した廃止措置工事が完了した場合には，工事の結果

を，所長および廃止措置主任者に報告するとともに，関係する各課長へ通知する。 

 

 

（新燃料の運搬） 

第293条 原子燃料課長は，新燃料輸送容器から新燃料を取り出す場合は，補助建家クレーン，新燃料エ

レベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用する。 

２ 原子燃料課長は，発電所内において，新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，新燃料輸送容

器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 補助建家クレーン，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設

備を使用すること 

(3) 新燃料が臨界に達しない措置を講じること 

３ 原子燃料課長は，発電所内において，新燃料から燃料棒を引き抜き，燃料棒表面を除染し，燃料集

合体形状への再組立てを行う場合は，次の事項を遵守する。 

(1) 取り扱う数量を燃料集合体１体毎かつその１体分の燃料棒に限定すること 

(2) 燃料集合体形状への再組立てを行った新燃料は，新燃料輸送容器に収納，もしくは新燃料貯蔵庫

に貯蔵した後に新燃料輸送容器に収納すること 

４ 原子燃料課長は，発電所内において，新燃料を収納した新燃料輸送容器を管理区域外に運搬する場

合または船舶輸送に伴い車両によって運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

５ 放射線・化学管理課長は，第４項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えて

いないことおよび容器等の表面の放射性物質の密度（以下「表面汚染密度」という。）が法令に定める

表面密度限度の10分の１を超えていないことを確認する。ただし，第305条第１項(1)に定める区域か

ら運搬する場合は，表面汚染密度について確認を省略できる。 

６ 放射線・化学管理課長は，原子燃料課長が管理区域内で第305条第１項(1)に定める区域に新燃料を

収納した新燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10

分の１を超えていないことを確認する。 

７ 原子燃料課長は，新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第294条 原子燃料課長は，新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 新燃料貯蔵庫または使用済燃料ピット（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること 

(2) 貯蔵施設の目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示すること 

 (3) 補助建家クレーン，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設

備を使用すること 

 (4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

 (5) 使用済燃料ピット内において燃料配置変更を行う場合は，大規模漏えい発生時においても臨界に

達しないことを確認した燃料配置の範囲内に限定すること 

（工事完了の報告） 

第218条の３ 各課長は，第218条の２に基づき実施した廃止措置工事が完了した場合には，工事の結果

を，所長，廃止措置主任者および廃止措置室長に報告するとともに，関係する各課長へ通知する。 

 

 

（新燃料の運搬） 

第293条 安全技術課長は，新燃料輸送容器から新燃料を取り出す場合は，補助建家クレーン，新燃料エ

レベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設備を使用する。 

２ 安全技術課長は，発電所内において，新燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，新燃料輸送容

器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 補助建家クレーン，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設

備を使用すること 

(3) 新燃料が臨界に達しない措置を講じること 

３ 安全技術課長は，発電所内において，新燃料から燃料棒を引き抜き，燃料棒表面を除染し，燃料集

合体形状への再組立てを行う場合は，次の事項を遵守する。 

(1) 取り扱う数量を燃料集合体１体毎かつその１体分の燃料棒に限定すること 

(2) 燃料集合体形状への再組立てを行った新燃料は，新燃料輸送容器に収納，もしくは新燃料貯蔵庫

に貯蔵した後に新燃料輸送容器に収納すること 

４ 安全技術課長は，発電所内において，新燃料を収納した新燃料輸送容器を管理区域外に運搬する場

合または船舶輸送に伴い車両によって運搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

５ 放射線・化学管理課長は，第４項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超えて

いないことおよび容器等の表面の放射性物質の密度（以下「表面汚染密度」という。）が法令に定め

る表面密度限度の10分の１を超えていないことを確認する。ただし，第305条第１項(1)に定める区域

から運搬する場合は，表面汚染密度について確認を省略できる。 

６ 放射線・化学管理課長は，安全技術課長が管理区域内で第305条第１項(1)に定める区域に新燃料を

収納した新燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10

分の１を超えていないことを確認する。 

７ 安全技術課長は，新燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

（新燃料の貯蔵） 

第294条 安全技術課長は，新燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 新燃料貯蔵庫または使用済燃料ピット（以下「貯蔵施設」という。）に貯蔵すること 

(2) 貯蔵施設の目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示すること 

 (3) 補助建家クレーン，新燃料エレベータ，使用済燃料ピットクレーンのうちから必要な燃料取扱設

備を使用すること 

 (4) 貯蔵施設において新燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

 (5) 使用済燃料ピット内において燃料配置変更を行う場合は，大規模漏えい発生時においても臨界に

達しないことを確認した燃料配置の範囲内に限定すること 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（使用済燃料の貯蔵） 

第297条 原子燃料課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 使用済燃料を表297に定める使用済燃料ピットに貯蔵すること 

 (2) 使用済燃料ピットの目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示

すること 

 (3) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (4) 使用済燃料ピットにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

(5) 使用済燃料ピット内において燃料配置変更を行う場合は，大規模漏えい発生時においても臨界に

達しないことを確認した燃料配置の範囲内に限定すること 

 

表297 

貯蔵可能な使用済燃料ピット 

１号炉，３号炉※１ 

※１：３号炉使用済燃料ピットでの貯蔵については，第１編第97条にて実施する。 

 

 

（使用済燃料の運搬） 

第298条 原子燃料課長は，使用済燃料輸送容器から使用済燃料を取り出す場合は，キャスクピットにお

いて，使用済燃料ピットクレーンを使用する。 

２ 原子燃料課長は，発電所内において，使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，キャスク

ピットにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (3) 使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること 

 (4) 収納する使用済燃料のタイプおよび冷却期間が，容器の収納条件に適合していること 

３ 原子燃料課長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器を管理区域外に運

搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者および他の車両の立入りを制限す

るとともに，必要な箇所に見張人を配置すること 

 (4) 車両を徐行させること 

 (5) 核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること 

 (6) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超 

えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10分の１を超えてい 

ないことを確認する。ただし，第305条第１項(1)に定める区域から運搬する場合は，表面汚染密 

度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，原子燃料課長が管理区域内で第305条第１項(1)に定める区域に使用済燃

料を収納した使用済燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の10分の１を超えていないことを確認する。  

６ 原子燃料課長は，使用済燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

（使用済燃料の貯蔵） 

第297条 安全技術課長は，使用済燃料を貯蔵する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 使用済燃料を表297に定める使用済燃料ピットに貯蔵すること 

 (2) 使用済燃料ピットの目につきやすい箇所に燃料貯蔵施設である旨および貯蔵上の注意事項を掲示

すること 

 (3) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (4) 使用済燃料ピットにおいて燃料が臨界に達しない措置が講じられていることを確認すること 

(5) 使用済燃料ピット内において燃料配置変更を行う場合は，大規模漏えい発生時においても臨界に

達しないことを確認した燃料配置の範囲内に限定すること 

 

表297 

貯蔵可能な使用済燃料ピット 

１号炉，３号炉※１ 

※１：３号炉使用済燃料ピットでの貯蔵については，第１編第97条にて実施する。 

 

 

（使用済燃料の運搬） 

第298条 安全技術課長は，使用済燃料輸送容器から使用済燃料を取り出す場合は，キャスクピットにお

いて，使用済燃料ピットクレーンを使用する。 

２ 安全技術課長は，発電所内において，使用済燃料を運搬する場合は，次の事項を遵守し，キャスク

ピットにおいて，使用済燃料輸送容器に収納する。 

 (1) 法令に適合する容器を使用すること 

 (2) 使用済燃料ピットクレーンを使用すること 

 (3) 使用済燃料が臨界に達しない措置を講じること 

 (4) 収納する使用済燃料のタイプおよび冷却期間が，容器の収納条件に適合していること 

３ 安全技術課長は，発電所内において，使用済燃料を収納した使用済燃料輸送容器を管理区域外に運

搬する場合は，次の事項を遵守する。 

 (1) 容器の車両への積付けに際し，運搬中に移動，転倒または転落を防止する措置を講じること 

 (2) 法令に定める危険物と混載しないこと 

 (3) 運搬経路に標識を設けること等の方法により，関係者以外の者および他の車両の立入りを制限す

るとともに，必要な箇所に見張人を配置すること 

 (4) 車両を徐行させること 

 (5) 核燃料物質の取扱いに関し，相当の知識および経験を有する者を同行させ，保安のために必要な

監督を行わせること 

 (6) 容器および車両の適当な箇所に法令に定める標識を付けること 

４ 放射線・化学管理課長は，第３項の運搬において，容器等の線量当量率が法令に定める値を超 

えていないことおよび容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度限度の10分の１を超えてい 

ないことを確認する。ただし，第305条第１項(1)に定める区域から運搬する場合は，表面汚染密 

度について確認を省略できる。 

５ 放射線・化学管理課長は，安全技術課長が管理区域内で第305条第１項(1)に定める区域に使用済燃

料を収納した使用済燃料輸送容器を移動する場合は，容器等の表面汚染密度が法令に定める表面密度

限度の10分の１を超えていないことを確認する。  

６ 安全技術課長は，使用済燃料を発電所外に運搬する場合は，所長の承認を得る。 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第299条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した

うえで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯

蔵庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，放射線・化学管理課長が固化装置でドラム缶に固型化し，廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。脱塩塔使用済樹脂をドラム

缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号炉共用）またはセメント固

化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管

する｡ 

(4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長が汚染の広がりを防止する措置を講じたうえで，

放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機 

能を有した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管す

る。 

 (5)  原子炉内で照射された使用済制御棒等は，原子燃料課長が使用済燃料ピットに貯蔵する。 

 (6)  その他の雑固体廃棄物は，ドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措

置が講じられていることを放射線・化学管理課長が確認したうえで，廃棄物庫に保管する。 

      なお，ドラム缶等の容器に封入するにあたっては，以下の処理を行うことができる。 

    イ 焼却する場合は，発電課長が雑固体焼却設備で焼却する。 

    ロ  圧縮減容する場合は，放射線・化学管理課長がベイラで圧縮減容する。 

２ 放射線・化学管理課長は，第１項において封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃

棄物を示す標識を付け，かつ，表332－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３ 各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じ

る。 

 (1)  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫における放射性固体廃棄物ならびに蒸気発生器保管庫におけ

る蒸気発生器等，原子炉容器上部ふた等および炉内構造物等の保管状況を確認するために，１週間

に１回，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫を巡視するとともに，３ヶ月に１回，保管量を確認する。 

 (2)  当直長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵状況を確認するために，１日に１

回，使用済樹脂貯蔵タンクの水位を確認する。 

      また，放射線・化学管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵量を３ヶ月

に１回，確認する。 

 (3) 原子燃料課長は，使用済燃料ピットにおける原子炉内で照射された使用済制御棒等の貯蔵量     

を３ヶ月に１回，確認する。 

４  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫の目につきやすい場所に管理上の注意

事項を掲示する。 

 

 （以下，省略） 

 

（放射性固体廃棄物の管理） 

第299条 各課長は，次に定める放射性固体廃棄物等の種類に応じて，それぞれ定められた処理を施した

うえで，当該の廃棄施設等に貯蔵※１または保管する。 

 (1)  濃縮廃液は，発電課長が固化装置でドラム缶に固型化し，放射線・化学管理課長が固体廃棄物貯

蔵庫（以下「廃棄物庫」という。）に保管する。 

 (2)  強酸ドレン等は，放射線・化学管理課長が固化装置でドラム缶に固型化し，廃棄物庫に保管する。 

 (3)  脱塩塔使用済樹脂は，発電課長が使用済樹脂貯蔵タンクに貯蔵する。脱塩塔使用済樹脂をドラム

缶に固型化する場合は，発電課長がセメント固化装置（１号および２号炉共用）またはセメント固

化装置（１号炉，２号炉および３号炉共用）で固型化し，放射線・化学管理課長が廃棄物庫に保管

する｡ 

(4)  蒸気発生器取替えに伴い取り外した蒸気発生器等および原子炉容器上部ふた取替えに伴い取り外

した原子炉容器上部ふた等は，機械計画第一課長が汚染の広がりを防止する措置を講じたうえで，

放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管する。 

      また，炉内構造物の取替えに伴い取り外した炉内構造物等は，設備改良工事課長が遮へい機 

能を有した鋼製の保管容器に収納したうえで，放射線・化学管理課長が蒸気発生器保管庫に保管す

る。 

 (5)  原子炉内で照射された使用済制御棒等は，安全技術課長が使用済燃料ピットに貯蔵する。 

 (6)  その他の雑固体廃棄物は，ドラム缶等の容器に封入すること等により汚染の広がりを防止する措

置が講じられていることを放射線・化学管理課長が確認したうえで，廃棄物庫に保管する。 

      なお，ドラム缶等の容器に封入するにあたっては，以下の処理を行うことができる。 

    イ 焼却する場合は，発電課長が雑固体焼却設備で焼却する。 

    ロ  圧縮減容する場合は，放射線・化学管理課長がベイラで圧縮減容する。 

２ 放射線・化学管理課長は，第１項において封入または固型化したドラム缶等の容器には，放射性廃

棄物を示す標識を付け，かつ，表332－１の放射性固体廃棄物に係る記録と照合できる整理番号をつけ

る。 

３ 各課長は，次の事項を確認するとともに，その結果，異常が認められた場合には必要な措置を講じ

る。 

 (1)  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫における放射性固体廃棄物ならびに蒸気発生器保管庫におけ

る蒸気発生器等，原子炉容器上部ふた等および炉内構造物等の保管状況を確認するために，１週間

に１回，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫を巡視するとともに，３ヶ月に１回，保管量を確認する。 

 (2)  当直長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵状況を確認するために，１日に１

回，使用済樹脂貯蔵タンクの水位を確認する。 

      また，放射線・化学管理課長は，使用済樹脂貯蔵タンクにおける使用済の樹脂の貯蔵量を３ヶ月

に１回，確認する。 

 (3) 安全技術課長は，使用済燃料ピットにおける原子炉内で照射された使用済制御棒等の貯蔵量     

を３ヶ月に１回，確認する。 

４  放射線・化学管理課長は，廃棄物庫および蒸気発生器保管庫の目につきやすい場所に管理上の注意

事項を掲示する。 

 

 （以下，省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

（非常体制の発令） 

第326条 所長は，警戒事象の発生もしくは特定事象等の発生について報告をうけ，または自ら発見した

場合は，非常体制を発令して，発電所災害対策本部の要員を招集し，発電所災害対策本部を設置する。

また，所長は，非常体制を発令した場合は，直ちに原子力部長に報告する。 

 

 

（報  告） 

第333条 各課長は，次に定める事項について，直ちに所長および廃止措置主任者に報告する。 

 (1) 施設運用上の基準を満足していないと判断した場合(第287条関連) 

(2) 放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合(第300

条または第301条関連) 

 (3) 外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合(第313条関連) 

 (4) 実用炉規則第134条第３号※１，第４号※１，第６号から第12号および第14号に定める報告事象が生

じた場合 

２ 所長および廃止措置主任者は，前項で定める事項について報告を受けた場合，原子力部長に報告す

る。 

３ 原子力部長は，前項の報告を受けた場合，社長および原子力本部長に報告する。 

 

※１：新燃料貯蔵設備，使用済燃料貯蔵設備および燃料取扱設備に限る。 

 

 

附  則（平成 25 年 7 月 1日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第 74 条の表 74－１について，非常用発電機の運用を開始するまでは，所要の電力供給が可能な場合，

他の号炉の非常用ディーゼル発電機または電源車（電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたもの

を含む。）を非常用発電機とみなすことができる。 

 

 （中略） 

 

附  則（平成 31 年２月 20 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，平成 31 年２月 20 日から施行する。 

 

（非常体制の発令） 

第326条 所長は，警戒事象の発生もしくは特定事象等の発生について報告をうけ，または自ら発見した

場合は，非常体制を発令して，発電所災害対策本部の要員を招集し，発電所災害対策本部を設置する。

また，所長は，非常体制を発令した場合は，直ちに発電管理部長に報告する。 

 

 

（報  告） 

第333条 各課長は，次に定める事項について，直ちに所長および廃止措置主任者に報告する。 

 (1) 施設運用上の基準を満足していないと判断した場合(第287条関連) 

(2) 放射性液体廃棄物または放射性気体廃棄物について放出管理目標値を超えて放出した場合(第300

条または第301条関連) 

 (3) 外部放射線に係る線量当量率等に異常が認められた場合(第313条関連) 

 (4) 実用炉規則第134条第３号※１，第４号※１，第６号から第12号および第14号に定める報告事象が生

じた場合 

２ 所長および廃止措置主任者は，前項で定める事項について報告を受けた場合，発電管理部長に報告

する。 

３ 発電管理部長は，前項の報告を受けた場合，社長および原子力本部長に報告する。 

 

※１：新燃料貯蔵設備，使用済燃料貯蔵設備および燃料取扱設備に限る。 

 

 

附  則（平成 25 年 7 月 1日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第 74 条の表 74－１について，非常用発電機の運用を開始するまでは，所要の電力供給が可能な場合，

他の号炉の非常用ディーゼル発電機または電源車（電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたもの

を含む。）を非常用発電機とみなすことができる。 

 

 （中略） 

 

附  則（平成 31 年２月 20 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，平成 31 年２月 20 日から施行する。 

 

 

附  則（  年 月 日） 

（施行期日） 

第１条  この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第 95 回定時株主総会開催日より施行する。

ただし，施行後の廃止措置室長，廃止措置課長および安全技術課長に係る事項は 2019 年７月１日より

施行する。 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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変更前 変更後 備考 

火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，火災が発生した場合，発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合，火山

影響等発生時およびその他自然災害が発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施

内容について定める。 

 

 （中略） 

 

３ 火山現象（降灰），降雪 

防災課長は，火山影響等発生時および降雪発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備として，次の 3.1 項から 3.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。 

また，各課長は，計画に基づき，火山影響等発生時および降雪発生時における原子炉施設の保全の

ための活動を行うために必要な体制および手順の整備を実施する。 

 

 （中略） 

 

3.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

原子力部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の火山現象の

評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

 

 

４ 地 震 

防災課長は，地震発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の4.1

項から4.4項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づき，

地震発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を実施

する。 

 

（中略） 

 

4.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

ａ．新たな知見等の収集，反映 

原子力部長は，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見を

踏まえ基準地震動の評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

ｂ．波及的影響防止 

原子力部長は，４つの観点以外の新たな波及的影響の観点の抽出を実施する。 

ｃ．地震観測および影響確認 

原子力部長は，３号炉の原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対して，地震観測等によ

り振動性状の把握を行い，それらの測定結果に基づく解析等により施設の機能に支障のないこ

との確認をする。 

 

火災，内部溢水，火山現象（降灰）および自然災害対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，火災が発生した場合，発電用原子炉施設内における溢水が発生した場合，火山

影響等発生時およびその他自然災害が発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施

内容について定める。 

 

 （中略） 

 

３ 火山現象（降灰），降雪 

防災課長は，火山影響等発生時および降雪発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体

制の整備として，次の 3.1 項から 3.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。 

また，各課長は，計画に基づき，火山影響等発生時および降雪発生時における原子炉施設の保全のため

の活動を行うために必要な体制および手順の整備を実施する。 

 

 （中略） 

 

3.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

発電管理部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の火山現象

の評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

 

 

４ 地 震 

防災課長は，地震発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の 4.1

項から 4.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づ

き，地震発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を

実施する。 

 

 （中略） 

 

4.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

ａ．新たな知見等の収集，反映 

発電管理部長は，必要に応じ敷地における観測記録による検証や最新の科学的・技術的知見

を踏まえ基準地震動の評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

ｂ．波及的影響防止 

発電管理部長は，４つの観点以外の新たな波及的影響の観点の抽出を実施する。 

ｃ．地震観測および影響確認 

発電管理部長は，３号炉の原子炉施設のうち安全上特に重要なものに対して，地震観測等に

より振動性状の把握を行い，それらの測定結果に基づく解析等により施設の機能に支障のない

ことの確認をする。 
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変更前 変更後 備考 

５ 津 波 

防災課長は，津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の 5.1

項から 5.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づ

き，津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を

実施する。 

 

 （中略） 

 

5.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

原子力部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の基準津波の

評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

 

 

６ 竜 巻 

防災課長は，竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の6.1

項から6.4項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づき，

竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を実施

する。 

 

（中略） 

 

6.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

原子力部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の竜巻の評価

を行い，必要な事項を適切に反映する。 

 

５ 津 波 

防災課長は，津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の 5.1

項から 5.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づ

き，津波発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を

実施する。 

 

 （中略） 

 

5.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

発電管理部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の基準津波

の評価を行い，必要な事項を適切に反映する。 

 

 

６ 竜 巻 

防災課長は，竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備として，次の 6.1

項から 6.4 項を含む計画を社内規定として策定し，所長の承認を得る。また，各課長は，計画に基づ

き，竜巻発生時における原子炉施設の保全のための活動を行うために必要な体制および手順の整備を

実施する。 

 

 （中略） 

 

6.8 その他関連する活動 

(1) 原子力部長は，以下の活動を実施することを社内規定に定める。 

a. 新たな知見の収集，反映 

発電管理部長は，定期的に新たな知見の確認を行い，新たな知見が得られた場合の竜巻の評

価を行い，必要な事項を適切に反映する。 
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重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故もしくは重大事故が発生した場合または大規模

な自然災害もしくは故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊

が発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施内容について定める。 

また，重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運用手順等については，表－１から表－19

に定める。なお，多様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内容等については，社内

規定に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

1.1 重大事故等対策のための計画の策定 

 

 （中略） 

 

(2) 体制の整備 

安全技術課長および発電課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を

行うために必要な要員（以下「発電所災害対策要員」という。）を配置し，以下に示す重大事故等

対策を実施する実施組織ならびにその支援組織の役割分担および責任者などを定め，効果的な重

大事故等対策を実施し得る体制を確立する。 

  

（中略） 

 

f.  所長は，重大事故等発生時，直ちに非常体制を発令するとともに原子力部長へ報告する。 

 

 （中略） 

 

 

1.4 重大事故等発生時の支援に関する活動 

原子力部長は，重大事故等発生時における原子力本部（松山）および本店が行う支援に関する活

動を行う体制の整備として，次の(1)から(3)を含む計画を策定するとともに，計画に基づき，原子

力本部（松山）および本店が行う支援に関する活動を行うために必要な体制の整備を実施する。 

 

(1) 原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員を配置するため

に，以下に示す災害対策本部（松山，高松）の役割分担および責任者などを社内規定に定め，体制

を確立する。 

a. 原子力部長は，発電所における非常体制発令の報告を受けた場合，直ちに社長および原子力本

部長に報告し，社長は本店に非常体制を発令し，原子力本部長は原子力本部（松山）に非常体制

を発令する。 

 

   （中略） 

 

 

重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準 

 

本「実施基準」は，重大事故に至るおそれがある事故もしくは重大事故が発生した場合または大規模

な自然災害もしくは故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムによる原子炉施設の大規模な損壊

が発生した場合に対処しうる体制を維持管理していくための実施内容について定める。 

また，重大事故等の発生および拡大の防止に必要な措置の運用手順等については，表－１から表－19

に定める。なお，多様性拡張設備を使用した運用手順および運用手順の詳細な内容等については，社内

規定に定める。 

 

１ 重大事故等対策 

1.1 重大事故等対策のための計画の策定 

 

 （中略） 

 

(2) 体制の整備 

安全技術課長および発電課長は，重大事故等発生時における原子炉施設の保全のための活動を

行うために必要な要員（以下「発電所災害対策要員」という。）を配置し，以下に示す重大事故等

対策を実施する実施組織ならびにその支援組織の役割分担および責任者などを定め，効果的な重

大事故等対策を実施し得る体制を確立する。 

  

（中略） 

 

f.  所長は，重大事故等発生時，直ちに非常体制を発令するとともに発電管理部長へ報告する。 

 

 （中略） 

 

 

1.4 重大事故等発生時の支援に関する活動 

原子力部長は，重大事故等発生時における原子力本部（松山）および本店が行う支援に関する活

動を行う体制の整備として，次の(1)から(3)を含む計画を策定するとともに，計画に基づき，原子

力本部（松山）および本店が行う支援に関する活動を行うために必要な体制の整備を実施する。 

 

(1) 原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員を配置するため

に，以下に示す災害対策本部（松山，高松）の役割分担および責任者などを社内規定に定め，体制

を確立する。 

a. 発電管理部長は，発電所における非常体制発令の報告を受けた場合，直ちに社長および原子力

本部長に報告し，社長は本店に非常体制を発令し，原子力本部長は原子力本部（松山）に非常体

制を発令する。 

 

   （中略） 
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変更前 変更後 備考 

(2) 原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員を配置するため

に，重大事故等発生後の中長期的な対応が必要となる場合に備えて災害対策本部（松山，高松）

が中心となって社内外の関係各所と連係し，適切，かつ，効果的な対応を検討できる体制を確立

する。 

体制を確立するにあたっては，以下の事項を考慮する。 

 

   （中略） 

 

(3) 原子力部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な資機材を配備する。資

機材の配備にあたっては，以下の事項を考慮する。 

a. 原子力部長は，他の原子力事業者より，支援に係る人員の派遣，資機材の貸与および環境放射

線モニタリングの支援を受けられる他，原子力緊急事態支援組織からは，被ばく低減のために遠

隔操作可能なロボット等の資機材，資機材操作の支援および提供資機材を活用した事故収束活動

に係る助言を受けられるように支援計画を策定する。 

b. 原子力部長は，発電所外に保有している重大事故等対処設備と同種の設備，主要な設備の取替

部品および燃料等について支援を受けることによって，発電所内に配備している重大事故等対処

設備に不具合があった場合の代替手段および燃料の確保を行い，継続的な重大事故等対策を実施

できるよう事象発生後６日間までに支援を受けられる体制を確立する。 

c. 原子力部長は，原子力事業所災害対策支援拠点から，災害対策支援に必要な資機材として，食

料，その他の消耗品，汚染防護服およびその他の放射線管理に使用する資機材を継続的に発電所

へ供給できる体制を確立する。 

 

1.5 重大事故等発生時の支援に関する活動の実施 

原子力部長は，1.4 で定めた計画に基づき，重大事故等発生時の支援に関する活動を適切に行う。 

 

1.6 定期的な評価 

原子力部長は，1.5 項の活動の実施結果を取りまとめ，１年に１回以上定期的に評価を行うとと

もに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

また原子力部長は，1.4 で定めた事項について，１年に１回以上定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき，より適切な活動となるように必要に応じて計画の見直し等必要な措置を行

う。 

 

 

(2) 発電管理部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な要員を配置するため

に，重大事故等発生後の中長期的な対応が必要となる場合に備えて災害対策本部（松山，高松）

が中心となって社内外の関係各所と連係し，適切，かつ，効果的な対応を検討できる体制を確立

する。 

体制を確立するにあたっては，以下の事項を考慮する。 

 

   （中略） 

 

(3) 発電管理部長は，重大事故等発生時の支援に関する活動を行うために必要な資機材を配備する。

資機材の配備にあたっては，以下の事項を考慮する。 

a.  発電管理部長は，他の原子力事業者より，支援に係る人員の派遣，資機材の貸与および環境放

射線モニタリングの支援を受けられる他，原子力緊急事態支援組織からは，被ばく低減のために

遠隔操作可能なロボット等の資機材，資機材操作の支援および提供資機材を活用した事故収束活

動に係る助言を受けられるように支援計画を策定する。 

b.  発電管理部長は，発電所外に保有している重大事故等対処設備と同種の設備，主要な設備の取

替部品および燃料等について支援を受けることによって，発電所内に配備している重大事故等対

処設備に不具合があった場合の代替手段および燃料の確保を行い，継続的な重大事故等対策を実

施できるよう事象発生後６日間までに支援を受けられる体制を確立する。 

c.  発電管理部長は，原子力事業所災害対策支援拠点から，災害対策支援に必要な資機材として，

食料，その他の消耗品，汚染防護服およびその他の放射線管理に使用する資機材を継続的に発電

所へ供給できる体制を確立する。 

 

1.5 重大事故等発生時の支援に関する活動の実施 

発電管理部長は，1.4 で定めた計画に基づき，重大事故等発生時の支援に関する活動を適切に行う。 

 

1.6 定期的な評価 

発電管理部長は，1.5 項の活動の実施結果を取りまとめ，１年に１回以上定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

また発電管理部長は，1.4 で定めた事項について，１年に１回以上定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき，より適切な活動となるように必要に応じて計画の見直し等必要な措置を行

う。 
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２ 大規模な自然災害または故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応のための計画の

策定 

安全技術課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備と

して，次の 2.1 項を含む計画（訓練計画課長および発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

訓練計画課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち教育および訓

練の管理に係る事項として，次の 2.1 項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

発電課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転

に係る事項を行う体制の整備として，次の 2.1 項を含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任

技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

 （中略） 

 

2.4 大規模損壊発生時の支援に関する活動 

原子力部長は，大規模損壊発生時における原子力本部（松山）および本店が行う支援に関する活動

を行う体制の整備として，次の(1)および(2)を含む計画を策定するとともに，計画に基づき，原子力

本部（松山）および本店が行う支援に関する活動を行うために必要な体制の整備を実施する。原子力

部長は，大規模損壊発生時の体制について，組織が最も有効に機能すると考えられる通常時の実務経

験を踏まえた重大事故等時の対応体制で対応する。 

 

  （中略） 

 

2.5 大規模損壊発生時の支援に関する活動の実施 

原子力部長は，2.4 で定めた計画に基づき，大規模損壊発生時の支援に関する活動を適切に行う。 

 

 

2.6 定期的な評価 

原子力部長は，2.5 項の活動の実施結果を取りまとめ，１年に１回以上定期的に評価を行うとと

もに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

また原子力部長は，2.4 で定めた事項について，１年に１回以上定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき，より適切な活動となるように必要に応じて計画の見直し等必要な措置を行

う。 

 

 

２ 大規模な自然災害または故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応のための計画の

策定 

安全技術課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動を行う体制の整備と

して，次の 2.1 項を含む計画（訓練計画課長および発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

訓練計画課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち教育および訓

練の管理に係る事項として，次の 2.1 項を含む計画（発電課長が定める計画に含まれる事項を除く）

を社内規定として策定し，原子炉主任技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

発電課長は，大規模損壊発生時における原子炉施設の保全のための活動のうち原子炉施設の運転

に係る事項を行う体制の整備として，次の 2.1 項を含む計画を社内規定として策定し，原子炉主任

技術者の確認を得て，所長の承認を得る。 

 

 （中略） 

 

2.4 大規模損壊発生時の支援に関する活動 

原子力部長は，大規模損壊発生時における原子力本部（松山）および本店が行う支援に関する活動

を行う体制の整備として，次の(1)および(2)を含む計画を策定するとともに，計画に基づき，原子力

本部（松山）および本店が行う支援に関する活動を行うために必要な体制の整備を実施する。発電管

理部長は，大規模損壊発生時の体制について，組織が最も有効に機能すると考えられる通常時の実務

経験を踏まえた重大事故等時の対応体制で対応する。 

 

  （中略） 

 

2.5 大規模損壊発生時の支援に関する活動の実施 

発電管理部長は，2.4 で定めた計画に基づき，大規模損壊発生時の支援に関する活動を適切に行う。 

 

2.6 定期的な評価 

発電管理部長は，2.5 項の活動の実施結果を取りまとめ，１年に１回以上定期的に評価を行うと

ともに，評価の結果に基づき必要な措置を講じる。 

また発電管理部長は，2.4 で定めた事項について，１年に１回以上定期的に評価を行うとともに，

評価の結果に基づき，より適切な活動となるように必要に応じて計画の見直し等必要な措置を行

う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

組織変更に伴う変更 

（以下，本頁におい

て同じ） 
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